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(1）連結経営指標等 

 （注）売上高には、消費税等は含まれておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第117期 第118期 第119期 第120期 第121期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

売上高 (百万円)  482,204  446,269  502,830  497,390  516,066

経常利益 (百万円)  25,562  29,664  38,612  34,351  23,144

当期純利益 (百万円)  15,262  19,629  26,238  19,525  17,826

包括利益 (百万円)  ―  ―  14,838  17,019  38,668

純資産額 (百万円)  199,371  213,531  220,468  231,425  278,769

総資産額 (百万円)  337,667  365,990  372,645  370,906  421,494

１株当たり純資産額 (円)  735.26  792.95  822.43  863.01  985.85

１株当たり当期純利益 (円)  56.79  73.34  98.03  72.95  66.65

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円)  56.76  73.28  97.91  72.85  66.54

自己資本比率 (％)  58.3  58.0  59.1  62.3  62.4

自己資本利益率 (％)  7.4  9.6  12.1  8.7  7.2

株価収益率 (倍)  12.7  15.4  12.5  15.4  14.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  20,519  50,348  49,488  39,327  32,734

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △26,217  △18,061  △20,043  △30,758  △41,771

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △19,522  △32,172  △10,950  △14,117  △6,413

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(百万円)  46,127  49,031  65,100  58,731  55,059

従業員数 

[外、平均臨時従業員数] 
(人) 

 22,668

[6,133]

 27,303

[4,409]

 29,873

[6,519]

 31,314

[5,649]

 31,694

[4,961]
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．第117期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」、「株価収益率」、「配当性向」については、１株当

たり当期純損失であるため記載しておりません。 

回次 第117期 第118期 第119期 第120期 第121期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

売上高 (百万円)  311,983  267,321  320,273  306,056  312,436

経常利益 (百万円)  9,967  21,026  22,539  9,919  7,783

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
(百万円)  △5  17,538  17,525  7,718  9,476

資本金 (百万円)  19,209  19,209  19,209  19,209  19,209

発行済株式総数 (株)  277,535,866  277,535,866  277,535,866  277,535,866  277,535,866

純資産額 (百万円)  136,316  149,633  159,155  160,024  162,566

総資産額 (百万円)  224,919  257,327  245,849  246,151  265,398

１株当たり純資産額 (円)  506.50  555.77  590.97  593.84  603.05

１株当たり配当額 

（うち１株当たり 

中間配当額） 

(円) 
 26.00

(14.00)

 18.00

(8.00)

 24.00

(12.00)

 24.00

(12.00)

 24.00

(12.00)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△） 

(円)  △0.02  65.26  65.22  28.72  35.26

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円)  ―  65.21  65.14  28.68  35.20

自己資本比率 (％)  60.5  58.0  64.6  64.8  61.1

自己資本利益率 (％) △0.0  12.3  11.4  4.8  5.9

株価収益率 (倍)  ―  17.3  18.7  39.1  27.9

配当性向 (％)  ―  27.6  36.8  83.6  68.1

従業員数 

[外、平均臨時従業員数] 
(人) 

 3,350  

[ ]

3,582

646

 

[ ]

3,639

750

 

[ ]

3,779

791

 

[ ]

3,819

651
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２【沿革】

明治41年４月 現在の名古屋市熱田区に「安井ミシン商会」を創設 

大正14年11月 商号を「安井ミシン兄弟商会」に変更 

昭和３年１月 昭三式ミシン（麦わら帽子製造用環縫ミシン）の販売開始、商標を「BROTHER」とする 

昭和７年11月 家庭用ミシンの国産化に成功 

昭和９年１月 株式会社に改組、現在の名古屋市瑞穂区に「日本ミシン製造株式会社（後のブラザー工業株式

会社）」を設立 

昭和11年12月 工業用本縫ミシンの製造を開始 

昭和16年７月 国内販売機関として「ブラザーミシン販売株式会社（後のブラザー販売株式会社）」を設立 

昭和29年３月 輸出機関として「ブラザーインターナショナル株式会社」を設立 

昭和29年４月 編機分野、家庭用電気器具分野に進出 

昭和29年５月 米国に販売会社「ブラザーインターナショナルコーポレーション（U.S.A.）」を設立 

昭和36年２月 工作機械分野に進出 

昭和36年３月 事務機器分野に進出 

昭和36年10月 英国に販売会社「ブラザーインターナショナルヨーロッパ」を設立 

昭和37年７月 社名を「ブラザー工業株式会社」に変更 

昭和38年１月 株式を東京・名古屋・大阪の三証券取引所に上場 

昭和52年３月 オーストラリアに販売会社「ブラザーインターナショナル（オーストラリア）」を設立 

昭和53年11月 台湾に製造会社「台弟工業股份有限公司」を設立 

昭和60年２月 英国に製造会社「ブラザーインダストリーズ（U.K.）」を設立 

昭和61年９月 米国に製造会社「ブラザーインダストリーズ（U.S.A.）」を設立 

昭和62年３月 通信機器分野に進出 

平成元年３月 マレーシアに製造会社「ブラザーインダストリーズテクノロジー（マレーシア）」を設立 

平成３年12月 中国に製造会社「珠海兄弟工業有限公司」を設立 

平成４年５月 通信カラオケ事業に進出し、国内に「株式会社エクシング」を設立 

平成５年11月 中国に合弁製造会社「西安兄弟標準工業有限公司」を設立 

平成６年１月 香港に製造管理会社「兄弟亞洲有限公司」を設立 

（平成６年９月より、中国・布吉南嶺兄弟亞洲製造廠への生産委託開始） 

平成11年４月 「ブラザー販売株式会社（平成11年３月31日付で兄弟販売株式会社に社名変更）」を吸収合併

し、同社子会社の「エヌビー販売株式会社（平成11年３月31日付でブラザー販売株式会社に社

名変更）」を子会社化 

平成13年９月 中国に製造会社「兄弟ミシン（西安）有限公司」を設立 

平成14年10月 中国に製造会社「兄弟工業（深圳）有限公司」を設立 

平成17年３月 中国に卸売会社「兄弟（中国）商業有限公司」を設立 

平成18年１月 ベトナムに製造会社「ブラザーインダストリーズ（ベトナム）」を設立 

平成18年４月 中国に製造会社「兄弟高科技（深圳）有限公司」を設立 

平成18年７月 スロバキアに製造会社「ブラザーインダストリーズ（スロバキア）」を設立 

平成22年１月 「株式会社BMB」の発行済全株式を取得し、連結子会社化 

平成22年６月 中国に開発会社「濱江兄弟軟件（杭州）有限公司（業務拡張により、平成23年９月に濱江兄弟

信息技術(杭州)有限公司に社名変更）」を設立 

平成22年６月 「兄弟ミシン（西安）有限公司」が「西安兄弟工業有限公司（西安兄弟標準工業有限公司を平

成21年10月に完全子会社化し社名変更）」と合併し、「兄弟機械（西安）有限公司」と社名変

更 

平成22年７月  「株式会社エクシング」と「株式会社BMB」が合併   

平成23年２月 大阪証券取引所（市場第１部）の上場を廃止  

平成23年４月 ベトナムに製造会社「ブラザーインダストリーズサイゴン」を設立  

平成24年３月 フィリピンに製造会社「ブラザーインダストリーズフィリピン」を設立  

平成25年１月  株式公開買付けにより、「株式会社ニッセイ」を連結子会社化 
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 当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む主な事業は、プリンティング・アンド・ソリューションズ事業、パ

ーソナル・アンド・ホーム事業、マシナリー・アンド・ソリューション事業、ネットワーク・アンド・コンテンツ事

業、その他事業の５事業であり、その製品は多品種にわたっております。 

 事業内容並びに各事業における当社及び関係会社の位置付け等は、次の通りであります。 

 なお、以下の５事業は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報

等）」に掲げる報告セグメントの区分と同一であります。 

 ＜プリンティング・アンド・ソリューションズ事業＞ 

 当事業分野においては、プリンター、複合機、ファクス等の通信・プリンティング機器及び電子文具、タイプラ

イター等の製造・販売等を行っております。 

[主な関係会社] 

（製 造） 

ブラザーインダストリーズ（U.S.A.）、ブラザーインダストリーズ（U.K.）、珠海兄弟工業有限公司、兄弟亞

洲有限公司、ブラザーインダストリーズテクノロジー（マレーシア）、兄弟工業（深圳）有限公司、ブラザー

インダストリーズ（ベトナム）、兄弟高科技（深圳）有限公司 

（販 売） 

ブラザー販売㈱、ブラザーインターナショナルコーポレーション（U.S.A.）、ブラザー（U.K.）、ブラザーイ

ンターナショナル（ドイツ）、ブラザーフランス、ブラザーインターナショナル（オーストラリア）、兄弟

（中国）商業有限公司、他各国販売子会社 

 ＜パーソナル・アンド・ホーム事業＞ 

 当事業分野においては、家庭用ミシン等の製造・販売等を行っております。 

[主な関係会社] 

（製 造） 

台弟工業股份有限公司、珠海兄弟工業有限公司、ブラザーインダストリーズサイゴン 

（販 売） 

ブラザー販売㈱、ブラザーインターナショナルコーポレーション（U.S.A.）、ブラザーソーイングマシンズ

（ヨーロッパ）、ブラザーインターナショナル（オーストラリア）、他各国販売子会社 

 ＜マシナリー・アンド・ソリューション事業＞ 

 当事業分野においては、工業用ミシン及び工作機械等の製造・販売等を行っております。 

[主な関係会社] 

（製 造） 

兄弟機械（西安）有限公司 

（販 売） 

ブラザーインターナショナルコーポレーション（U.S.A.）、ブラザーインターナショナーレインダストリマシ

ーネン（ドイツ）、兄弟機械商業（上海）有限公司、ブラザーインターナショナルシンガポール、 

他各国販売子会社 

＜ネットワーク・アンド・コンテンツ事業＞ 

 当事業分野においては、業務用カラオケ機器の製造・販売・サービスの提供及びコンテンツ配信サービス等を行

っております。 

[主な関係会社] 

（販売・サービス他） 

㈱エクシング他 

＜その他事業＞ 

 当事業分野においては、上記以外の製品の製造・販売及び不動産の販売・賃貸等を行っております。 

[主な関係会社] 

（製造・販売・サービス他） 

ブラザー不動産㈱、㈱ニッセイ他 

３【事業の内容】
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[事業系統図] 

 以上、述べた事項を事業系統図によって示すと、次の通りであります。 
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４【関係会社の状況】

会社名 住所 資本金
主要な事業

の内容 

議決権に対す
る所有割合 

関係内容 

役員兼任等 
資金の 
貸付 

営業上
の取引 

設備の
賃貸借直接

(％) 
間接
(％) 

当社
役員 
(人) 

当社 
従業員 
(人) 

(連結子会社)                     

ブラザーインターナショナ

ル㈱        ＊１ 
名古屋市瑞穂区 

百万円

630
P&S、P&H、M&S 100.0 ― ―  5 無 

当社製品

の販売 
有 

ブラザー不動産㈱ 〃 
百万円

300

その他 

(不動産業) 
100.0 ― ―  3 〃 

当社不動

産の管理
〃 

㈱エクシング     ＊１ 〃 
百万円

7,122
N&C 99.9 ― ―  5 〃 

当社製品

の販売 
〃 

㈱スタンダード    東京都港区 
百万円

90
〃 ― 100.0 ―  2 〃   無 無 

ブラザー販売㈱   ＊１ 名古屋市瑞穂区 
百万円

3,500
P&S、P&H 100.0 ― ―  5 〃 

当社製品 

の販売 
有 

ベレッツアクラブジャパン

㈱         ＊３ 
東京都中央区 

百万円

90
その他 100.0 ― ―  4 有 無 無 

㈱ニッセイ   

       ＊１、＊４ 
愛知県安城市 

百万円

3,475

 その他 

 (その他製造業) 
60.2     

 

― ―  1 無 

当社部品

の製造委

託及び仕

入 

〃 

ブラザーインターナショナ

ルコーポレーション

(U.S.A.)         ＊１ 

アメリカ合衆国 

ニュージャージー

州サマセット 

米ドル

7,034千
P&S、P&H、M&S 100.0 ― ―  2 〃 

当社製品

の販売 
〃 

ブラザーインターナショナ

ルコーポレーション（カナ

ダ） 

カナダ 

ケベック州 
モントリオール 

カナダ・ドル

11,592千
P&S、P&H ― 100.0 ―  2 〃 〃 〃 

ブラザーインターナショナ

ル(メキシコ) 

メキシコ 

メキシコ州レルマ 

メキシコ・ペソ

125,926千
P&S、P&H ― 100.0 ―  3 〃 〃 〃 

ブラザーインダストリーズ

(U.S.A.) 

アメリカ合衆国 

テネシー州 

バートレット 

米ドル

14,000千
P&S ― 100.0 ―  3 〃 

当社製品

の製造 
〃 

ブラザーインターナショナ

ルコーポレーション(ブラ

ジル)               ＊１ 

ブラジル 

サンパウロ 

レアル

49,645千
P&S、P&H ― 100.0 ―  3 〃 

当社製品

の販売 
〃 

ブラザーインターナショナ

ルコーポレーション（チ

リ） 

チリ 

サンチアゴ 

チリ・ペソ

2,801,966千
P&S、P&H、M&S ― 100.0 ―  2 〃 〃 〃 

ブラザーインターナショナ

ルヨーロッパ    ＊１ 

イギリス 

マンチェスター 

英ポンド

26,500千
 P&S ― 100.0 ―  3 〃 〃 〃 

ブラザーホールディング 

(ヨーロッパ)    ＊１ 
〃 

英ポンド

87,013千

その他 

(持株会社) 
100.0 ― ―  2 〃 無 〃 

ブラザー(U.K.)   ＊１ 〃 
英ポンド

17,400千
P&S ― 100.0 ―  2 〃 

当社製品

の販売 
〃 

ブラザーインターナショナ

ーレインダストリマシーネ

ン(ドイツ) 

ドイツ 

エメリッヒ 

ユーロ

9,000千
M&S ― 100.0 ―  4 〃 〃 〃 

ブラザーフランス  ＊１ 
フランス 

パリ 

ユーロ

12,000千
P&S ― 100.0 ―  2 〃 〃 〃 

ブラザーインターナショナ

ル(ドイツ)     ＊１ 

ドイツ 

バドビルベル 

ユーロ

25,000千
〃 ― 100.0 ―  3 〃 〃 有 

ブラザーイタリア 
イタリア 

ミラノ 

ユーロ

3,700千
〃 ― 100.0 ―  2 〃 〃 無 
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会社名 住所 資本金
主要な事業

の内容 

議決権に対す
る所有割合 

関係内容 

役員兼任等 
資金の 
貸付 

営業上
の取引 

設備の
賃貸借直接

(％) 
間接
(％) 

当社
役員 
(人) 

当社 
従業員 
(人) 

ブラザーノルディック 
デンマーク 

コペンハーゲン 

デンマーク・

クローネ

42,000千
P&S ― 100.0 ―  2 無 

当社製品 

の販売 
無 

ブラザーインダストリーズ

(U.K.)       ＊１ 

イギリス 

ウェールズ 

レクサム 

英ポンド

9,700千
〃 100.0 ― ―  2 〃 

当社製品

の製造 
〃 

ブラザーファイナンス

(U.K.) 

イギリス 

ロンドン 

英ポンド

2,500千

その他 

(金融業) 
100.0 ― ―  4 〃 無 〃 

ブラザーインダストリーズ

(スロバキア) 

スロバキア  

クルピナ  

ユーロ

5,817千
P&S － 100.0 ―  1 〃 

当社製品

の製造 
〃 

台弟工業股份有限公司 
台湾 
高雄市 

新台湾ドル

242,000千
P&H 100.0 ― ―  5 〃 〃 〃 

珠海兄弟工業有限公司 
中国 

広東省珠海市 

米ドル

7,000千
P&S、P&H、N&C 100.0 ― ―  5  〃  〃 〃 

兄弟亞洲有限公司   
香港 

九龍 

米ドル

11,630千
P&S 100.0 ― ―  5 〃 

当社生産

用部品の

調達 
〃 

ブラザーインダストリーズ 

テクノロジー（マレーシ

ア） 

マレーシア 

ジョホール 

マレーシア・

リンギ

21,000千
〃 100.0 ― ―  4 〃 

当社製品

の製造 
〃 

ブラザーインターナショナ

ル(オーストラリア) 

オーストラリア 

ニューサウスウェ 
ールズ州 

ノースライド 

豪ドル

2,500千
P&S、P&H 100.0 ― ―  3 〃 

当社製品

の販売 
〃 

ブラザーインターナショナ

ルシンガポール 
シンガポール 

米ドル

9,527千
P&S、P&H、M&S ― 100.0 ―  3 〃 〃 〃 

兄弟機械(西安)有限公司 
          ＊１ 

中国 
陜西省西安市 

米ドル

43,000千
M&S 100.0 ― ―  4 〃 

当社製品

の製造 
〃 

兄弟工業(深圳)有限公司 

＊１ 

中国 

広東省深圳市 

米ドル

27,000千
P&S ― 100.0 ―  6 〃 〃 〃 

兄弟(中国)商業有限公司 

＊１ 

中国 

上海市 

米ドル

20,500千
P&S、P&H 100.0 ― ―  4 〃 

当社製品

の販売 
〃 

ブラザーインダストリーズ 
(ベトナム)     ＊１ 

ベトナム 
ハイズン省 

米ドル

80,000千
P&S 100.0 ― ―  6 〃 

当社製品

の製造 
〃 

兄弟高科技(深圳)有限公司 

＊１ 

中国 

広東省深圳市 

米ドル

15,000千
〃 ― 100.0 ―  7 〃 〃 〃 

兄弟機械商業（上海）有限 

公司  

中国 

上海市  

人民元

50,000千
M&S ― 100.0 ―  5 〃 

当社製品

の販売 
〃 

ブラザーインダストリーズ 

サイゴン      ＊１ 

ベトナム 

ドンナイ省  

米ドル

28,000千
 P&H 100.0 ― ―  5 〃 

当社製品

の製造 
〃 

その他23社  ― ―  ― ― ― ―  ―  ―  ―  ―
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 （注）１．主要な事業の内容には、セグメントの名称を、以下の通り省略して記載しております。 

P&S：プリンティング・アンド・ソリューションズ事業 

P&H：パーソナル・アンド・ホーム事業 

M&S：マシナリー・アンド・ソリューション事業 

N&C：ネットワーク・アンド・コンテンツ事業  

２．議決権の所有割合の［ ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で、外数であります。 

３．＊１：特定子会社 

＊２：持分は100分の20未満ですが、実質的な影響力を持っているため関連会社としたものであります。 

＊３：債務超過会社 

（債務超過の額） 

＊４：有価証券報告書を提出しております。 

４．ブラザーインターナショナルコーポレーション（U.S.A.）については、売上高（連結会社相互間の内部売上

高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

（主要な損益情報等） 

会社名 住所 資本金
主要な事業

の内容 

議決権に対す
る所有割合 

関係内容 

役員兼任等 
資金の 
貸付 

営業上
の取引 

設備の
賃貸借直接

(％) 
間接
(％) 

当社
役員 
(人) 

当社 
従業員 
(人) 

(持分法適用関連会社)                                     

昭和精機㈱     ＊２ 名古屋市瑞穂区 
百万円

100

その他 

(その他製造業) 
16.8

―

[10.3]
―  1 無 

当社製品

の製造委

託及び仕

入 

無 

ビーエム工業㈱   ＊２ 名古屋市緑区 
百万円

100
〃 16.7  ― ―  1 〃 

当社部品

の製造委

託及び仕

入 

〃 

瑞穂ミシン㈱    ＊２ 名古屋市瑞穂区 
百万円

76
〃 18.9

―

[11.6]
―  1 〃 

当社製品

の製造委

託及び仕

入 

〃 

瑞浪精機㈱     ＊２ 岐阜県瑞浪市 
百万円

72
〃 14.9

―

[5.6]
―  1 〃 〃 〃 

その他１社  ― ―  ― ― ― ―  ―  ―  ―  ―

  ベレッツアクラブジャパン㈱ 15,770百万円

  
ブラザーインターナショナル 
コーポレーション（U.S.A.） 

売上高（百万円）  138,088

経常利益（百万円）  2,526

当期純利益（百万円）  1,751

純資産額（百万円）  40,976

総資産額（百万円）  65,527
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(1）連結会社の状況 

 （注）１．臨時従業員数（主に派遣社員）は、［ ］内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。 

２．パーソナル・アンド・ホーム事業の従業員数が前連結会計年度と比べて496名増加しておりますが、その主 

な理由は、ブラザーインダストリーズサイゴンでの生産開始に伴うものです。また、その他事業の従業員数

が前連結会計年度と比べて1,151名増加しておりますが、その主な理由は、株式会社ニッセイを連結子会社

化したことによるものです。 

  

(2）提出会社の状況 

   

 （注）１．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおり、また出向者を除いて算出しております。 

２．臨時従業員数（主に派遣社員）は、［ ］内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。 

３．従業員数は他社からの出向者（24人）を含めた就業人員であり、他社への出向者（412人）を除いておりま

す。 

４．60歳定年制を採用しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、ブラザー工業労働組合と称し、上部団体には加入しておらず、平成25年３月31日現在の組合

員数は2,752人（国内出向者96人を含む）であります。 

 また、連結子会社であるブラザー販売株式会社において、UIゼンセン同盟ブラザー販売労働組合があります。組

合員数は期末現在277人であります。 

 なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

５【従業員の状況】

  平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人） 

プリンティング・アンド・ソリューションズ  21,343 [4,379] 

パーソナル・アンド・ホーム  2,996 [   73] 

マシナリー・アンド・ソリューション  1,404 [  512] 

ネットワーク・アンド・コンテンツ  3,418 [  134] 

その他  1,748 [   32] 

全社（共通）  785 [  115] 

合計  31,694 [5,245] 

  平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

 [651] 3,819  40.1  13.9  6,273,757

セグメントの名称 従業員数（人） 

プリンティング・アンド・ソリューションズ 2,369 [  391] 

パーソナル・アンド・ホーム 203 [   23] 

マシナリー・アンド・ソリューション 559 [  144] 

ネットワーク・アンド・コンテンツ 46 [   20] 

その他 － [   ] －

全社（共通） 642 [   74] 

合計 3,819 [  652] 
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(1）業績 

 当連結会計年度における世界経済は、米国においては金融緩和政策の継続や住宅市場の回復もあり、緩やかなが

ら底堅い成長となったものの、債務問題の長期化を受け、緊縮財政を余儀なくされている欧州や、景気の減速が続

く新興国の影響により、全体としては弱含みの状況となりました。一方、日本においては、政権交代をきっかけと

した金融緩和への期待感から、為替相場が円安方向へ大きく転換するなど、当社グループを取り巻く経営環境は、

変化の激しい１年となりました。  

 このような状況の中、当社グループの連結業績は、マシナリー・アンド・ソリューション事業における市況の悪

化はあったものの、通信・プリンティング機器や家庭用ミシン、通信カラオケ機器の需要が堅調に推移したことに

加え、主に米ドルが円安になったことによる為替のプラス影響もあり、売上高は前年同期比3.8％増の 百万

円となりました。営業利益は、ネットワーク・アンド・コンテンツ事業において、通信カラオケ事業の損益が大き

く改善した効果はあるものの、マシナリー・アンド・ソリューション事業が減収となったことや、主にユーロの為

替のマイナス影響もあり、前年同期比12.9％減の 百万円となりました。経常利益は、急激な為替の変動の影

響を受け、デリバティブ評価損が増加したことなどにより、前年同期比32.6％減の 百万円となりました。当

期純利益は、経常利益は大幅な減益となったものの、株式会社ニッセイの株式取得に係る負ののれん発生益を特別

利益に計上した影響もあり、前年同期比8.7％減の 百万円となりました。 

＊当連結会計年度における平均為替レート（連結）は次の通りであります。 

 米ドル ：   83.23円   ユーロ ：   107.57円 

＊前連結会計年度における平均為替レート（連結）は次の通りであります。 

 米ドル ：   79.30円   ユーロ ：   110.17円 

セグメント別の業績は、次の通りであります。 

１） プリンティング・アンド・ソリューションズ事業 

売上高 百万円（前年同期比＋4.0％） 

○通信・プリンティング機器 百万円（前年同期比＋4.5％） 

 景気減速の影響を受けた欧州やアジア地域での需要は低迷したものの、米州において、製品本体・消耗品

とも売上が堅調に推移した結果、増収となりました。 

○電子文具 百万円（前年同期比＋0.6％） 

 米ドルの為替プラス影響はあるものの、景気減速の影響や、一部製品のセグメント変更の影響などによ

り、全体ではほぼ前年並みの売上となりました。 

営業利益 百万円（前年同期比△14.3％） 

 主にユーロの為替マイナス影響により、減益となりました。 

２） パーソナル・アンド・ホーム事業 

売上高 百万円（前年同期比＋10.1％） 

 欧米で売上が堅調に推移したことにより、増収となりました。 

営業利益 百万円（前年同期比△4.5％） 

 増収とはなったものの、新工場の稼働に伴う費用増加の影響などにより、減益となりました。 

３） マシナリー・アンド・ソリューション事業 

売上高 百万円（前年同期比△12.8％） 

○工業用ミシン 百万円（前年同期比△13.1％） 

 景気減速の影響を受け、中国・アジア地域の縫製産業の設備投資需要が低迷したことにより、減収となり

ました。 

○産業機器 百万円（前年同期比△12.7％） 

 上期までは、IT関連産業向けの需要が堅調に推移したものの、下期に入り需要が急減した影響により、減

収となりました。 

営業利益 百万円（前年同期比△52.0％） 

 減収に伴い、減益となりました。 
  

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

516,066

29,775

23,144

17,826

350,836

313,500

37,335

18,826

33,804

2,488

61,415

18,909

42,506

4,006
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４） ネットワーク・アンド・コンテンツ事業 

売上高 百万円（前年同期比＋9.1％） 

 通信カラオケ機器の新モデルが好調に推移したことにより、増収となりました。 

営業利益 百万円（前年同期 営業損失 百万円） 

 通信カラオケ機器の売上増加に伴い、大幅な利益改善となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況   

 当連結会計年度におきましては、営業活動から32,734百万円の現金及び現金同等物（以下「資金」）が得られま

した。一方、投資活動に41,771百万円、財務活動に6,413百万円の資金を支出した結果、当連結会計年度末の資 

金残高は55,059百万円と、前連結会計年度末に比べ3,672百万円の減少となりました。  

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は、次の通りです。 

   

１）営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益は27,946百万円で、減価償却費24,476百万円、のれん償却額1,418百万円など、非資

金損益の調整の他、売上債権の増加4,500百万円、仕入債務の減少6,673百万円などによる資金増減があり、法人

税等の支払8,815百万円などを差し引いた結果、32,734百万円の資金の増加となりました。 

  

２）投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出24,941百万円、無形固定資産の取得による支出5,723百万円、関係会社株式の

取得による支出6,617百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出7,010百万円などにより、

41,771百万円の資金の減少となりました。 

  

３）財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入れによる収入12,200百万円、社債の償還による支出15,000百万円、配当金の支払6,450百万円などに

より、6,413百万円の資金の減少となりました。 

  

50,083

2,314 19
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(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．「その他」の生産実績の主な増加理由は、株式会社ニッセイを連結子会社化したことによるものです。  

  

(2）受注実績 

 当社グループの生産活動は、そのほとんどを見込生産で行っておりますので、受注実績は記載しておりません。

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．「その他」の販売実績には、賃貸収入、リース収入等が含まれており、主な増加理由は、株式会社ニッセイ

を連結子会社化したことによるものです。 

３．主要な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10未満であるため、記載を

省略しております。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日）  

前年同期比（％） 

プリンティング・アンド・ソリューションズ （百万円）  333,968  △1.5

パーソナル・アンド・ホーム （百万円）  34,185  10.9

マシナリー・アンド・ソリューション （百万円）  58,111  △23.0

ネットワーク・アンド・コンテンツ （百万円）  44,756  19.6

その他 （百万円）  13,725  167.6

合計 （百万円）  484,746  △0.6

セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日） 

前年同期比（％） 

プリンティング・アンド・ソリューションズ （百万円）  350,836  4.0

パーソナル・アンド・ホーム （百万円）  33,804  10.1

マシナリー・アンド・ソリューション （百万円）  61,415  △12.8

ネットワーク・アンド・コンテンツ （百万円）  50,083  9.1

その他 （百万円）  19,927  52.0

合計 （百万円）  516,066  3.8
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 当社グループは、グループのさらなる成長にむけた中長期ビジョン「Global Vision 21」を平成14年度に策定し、

ブラザーグループが目指す３つの項目を以下の通り掲げております。  

  

・「グローバルマインドで優れた価値を提供する高収益体質の企業」になる 

・ 独自の技術開発に注力し「傑出した固有技術によってたつモノ創り企業」を実現する 

・「“At your side.”な企業文化」を定着させる 

  

 この「Global Vision 21」実現のための第１段階である「CS B2005」(平成16年３月期－平成18年３月期)では、

「高収益の継続と将来への技術投資の両立」を目標に、通信・プリンティング機器など既存事業での収益の最大化を

目指し、安定的な収益構造の実現によって財務体質を大幅に改善いたしました。また、プリンティングを軸とした要

素技術開発の強化、新規事業への種まきといった将来への技術投資を行ってまいりました。 

 「CS B2008」(平成19年３月期－平成20年３月期)では、「成長のドライブ」を目標に、プリンティング事業を牽引

役とした売上成長を続ける中、カラーレーザーエンジン搭載モデルの自社開発を行い世界中での販売を始める一方、

ノンコア事業の整理を進めてまいりました。また、さらなる成長と事業基盤の構築を進めるために、研究開発、設備

投資を積極的に行ってまいりました。 

 平成20年４月にスタートした「CS B2012」(平成21年３月期－平成25年３月期)では、「Global Vision 21の実現」

にむけて、既存事業の伸張と新規事業を中心とする飛躍的拡大により、平成24年度での売上高１兆円、営業利益

1,000億円の達成をチャレンジ目標として掲げました。しかしながら平成20年秋以降の急速かつ急激な景気後退や、

大幅な円高の進行などにより、当社グループを取り巻く経済環境が激変したため、平成24年度を最終年度とした

「Global Vision 21」の目標到達までの期間を延長いたしました。そのうえで、平成21年度から22年度の2年間は、

利益とキャッシュの確保に軸足をおき、次なるチャンスに備えてまいりました。また、経済好転期には再び成長軌道

に乗るべく、グローバルに経営基盤をさらに強化するとともに、将来の成長にむけた研究開発投資、アライアンスや

M&Aについても検討を進めてまいりました。 

このような厳しい事業環境を経て、当社グループは、全ての事業において成長の機会が芽生えていると認識し、

「成長への再挑戦」をテーマに、平成24年３月期を初年度とする新中期戦略、「CS B2015」（平成24年３月期－平成

28年３月期）を策定いたしました。   

この「CS B2015」では、全ての事業において成長戦略を推進し、事業拡大を目指すことを目標とし、最終年度で

ある平成28年３月期の業績目標は、売上高7,500億円、営業利益580億円といたしました。中長期ビジョン「Global 

Vision 21」の達成を目指し、再び成長戦略にチャレンジしてまいります。 

事業分野別では、プリンティング・アンド・ソリューションズ事業において、「グローバルに成長戦略を推進

し、各カテゴリーにおいてトップクラスのポジションを築く」ことを目標とし、「ビジネスセグメント」と「新興

国」をキーワードに、事業の拡大を図っていきます。ビジネスセグメントにおいては、お客様のニーズにあった商品

を開発・展開することにより、当社グループの強みであるSOHO/SMB市場におけるポジションを維持・拡大させなが

ら、コーポレート向け市場の事業拡大も目指してまいります。また、新興国においては、販売体制の強化をさらに進

めるとともに、モノクロレーザーを中心に各地域のニーズにあった商品を投入し販売拡大を図ります。 

 家庭用ミシンのパーソナル・アンド・ホーム事業では、競争力の高い商品群の投入や、当社グループが強みをもつ

職業用刺しゅうミシン領域での事業拡大により、事業の安定成長と高い収益性の確保を図ります。 

 工業用ミシンと産業機器のマシナリー・アンド・ソリューション事業では、差別化された商品開発や成長市場向け

の商品力を強化するとともに、中国を中心とした新興国における事業成長を支える製造・販売の機能を強化し、事業

拡大を図ります。 

 ネットワーク・アンド・コンテンツ事業においては、通信カラオケ事業における収益の最大化を図り、通信カラオ

ケの顧客基盤、技術基盤を活用した新サービス・新規事業の育成と拡大に注力してまいります。 

 平成25年度より、新たな事業セグメントとして加わった工業用部品事業においては、株式会社ニッセイの強みであ

る小型減速機のグローバル展開の加速や、歯車事業の収益拡大などを通じ、事業の拡大を図ります。 

 また、新規事業については、サービス・アンド・ソリューションズ事業において「ドキュメント活用分野」と「遠

隔コラボレーション分野」に集中します。当社主力のプリンティング製品などと連携する、クラウド上のサービスを

お客様に提供するポータルサイト、「Brother Online（ブラザーオンライン）」を開設し、Web会議をはじめとする

各種サービスの提供を図るなど、新たな顧客価値の創出に取り組んでまいります。 

 また、当社は会社の支配に関する方針について次の通り定めております。 

会社の支配に関する基本方針 

1) 基本的な考え方 

 当社グループは、その売上高の70％以上を海外市場で上げており、44の国と地域に17（当社の５工場を含みま

す。）の生産拠点と52の販売拠点を有し、連結ベースでの従業員も３万名を超えております（平成25年３月現

３【対処すべき課題】
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在）。当社の企業価値は、当社グループが事業を行っているこれらの国・地域におけるビジネスパートナーとの

信頼関係や従業員のモラルに大きく依存しております。 

 また、当社グループは、企画・開発・設計・製造・販売・サービスなどのあらゆる場面で、お客様を第一に考

える「“At your side.”な企業文化」を定着させ、世界各国のお客様から、「信頼できるブランド」と評価いた

だけるよう、事業活動を行っております。その実現のため、独自のマネジメントシステムである「Brother Value 

Chain Management（ブラザー・バリュー・チェーン・マネジメント）」を経営の中核として構築し、常に改善す

ることによって、お客様の求める価値を迅速に提供してまいります。 

 このような状況において、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を20％以上とすることを目的とす

る当社株券等（注３）の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券

等の買付行為（いずれについても、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付け

等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行

為を行う者を「大規模買付者」といいます。)を受け入れるかどうかは、当社経営陣による経営方針およびその推

進と比較して、最終的には、当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えますが、当社株主の皆様

が、大規模買付行為の当否について適切な判断を行うためには、当社取締役会を通じ、当該大規模買付行為の内

容、当該大規模買付行為が当社企業価値に与える影響、当該大規模買付行為に代わる提案の有無等について、当

社株主の皆様に必要十分な情報が提供される必要があると考えます。 
注１：特定株主グループとは、 
（ⅰ）当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第27条の23第３項に基づき保

有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）およびその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をい
い、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。） 

 または、 
（ii）当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等

をいい、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者およびその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定
する特別関係者をいいます。以下同じとします。） 

 を意味します。法令の改正等が行われた場合には、上記に相当する実質をもつ内容として適宜調整されるものとします。 

注２：議決権割合とは、 
（ⅰ）特定株主グループが、注１の(i)記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券

等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいい
ます。）も計算上考慮されるものとします。） 

 または、 
（ii）特定株主グループが、注１の(ii)記載の場合は、当該大規模買付者および当該特別関係者の株券等所有割合（同法第27条の２第

８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計 
 をいいます。 
 各議決権割合の算出にあたっては、総議決権の数（同法第27条の２第８項に規定するものをいいます。）および発行済株式の総数
（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、四半期報告書および自己株券買付状況報告書のうち直近
に提出されたものを参照することができるものとします。法令の改正等が行われた場合には、上記に相当する実質をもつ内容として適
宜調整されるものとします。 

注３：株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。法令の改正等が行われた場合には、上記に相当
する実質をもつ内容として適宜調整されるものとします。 

2) 当社株式の大規模買付行為への対応方針 

  当社取締役会は、このような基本的な考え方に立ち、平成21年６月23日開催の第117回定時株主総会にて株主の

皆様のご承認をいただいたうえで、当社株式の大規模買付行為への対応方針を導入し、平成24年６月26日開催の

第120回定時株主総会にて株主の皆様のご承認をいただいたうえで、所要の修正を行い更新いたしました（以下、

更新後の当社株式の大規模買付行為への対応方針を「本対応方針」といいます。）。本対応方針は、大規模買付

行為についての情報の収集と代替案提示の機会の確保を目的として当社株式の大規模買付行為に関するルール

（以下、「大規模買付ルール」といいます。)を設定し、大規模買付者に対しては大規模買付ルールの順守を求め

ることとし、大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合には、当社取締役会として一定の対抗措置を講

じる方針です。 

3) 大規模買付ルールの内容 

 当社取締役会は、大規模買付行為が以下に定める大規模買付ルールに従って行われることにより、当該大規模

買付行為についての情報収集と代替案提示の機会が確保され、ひいては当社株主共同の利益に合致すると考えま

す。この大規模買付ルールとは、(イ)大規模買付者は、大規模買付行為に先立ち当社取締役会に対して十分な情

報を提供しなければならず、(ロ)当社取締役会が当該情報を検討するために必要である一定の評価期間が経過し

た後にのみ、大規模買付者は大規模買付行為を開始することができるというものです。具体的には以下のとおり

です。 

① 意向表明書の提出 

 大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社宛に、大規模買付ルールに定められた手続

きを順守する旨を約束した書面（以下、「意向表明書」といいます。)をご提出いただくこととします。意向表

明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先および提案する大規模買付行為

の概要を示していただきます。 
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② 情報の提供 

 次に、大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断および取締役会による意見形成（代

替案の提示を含みます。)のために必要十分な情報（以下、「大規模買付情報」といいます。)を提供していただ

きます。その項目は以下の内容を含みますが、当社取締役会は、独立諮問委員会に諮問のうえ、その助言・勧告

を最大限尊重し、大規模買付者から当初提供していただくべき大規模買付情報のリストを作成いたします。 

 1. 大規模買付者およびそのグループの概要 

 2. 大規模買付行為の目的および内容 

 3. 買付対価の算定根拠および買付資金の裏付け 

 4. 大規模買付行為完了後に意図する当社経営方針および事業計画 

 大規模買付者から大規模買付情報を提供していただくため、当社は、①の意向表明書の受領後５営業日以内

に、大規模買付者から当初提供していただくべき大規模買付情報のリストを大規模買付者に交付します。なお、

当初提供していただいた情報だけでは大規模買付情報として不足していると合理的に考えられる場合には、必要

十分な情報が揃うまで、当社取締役会は、独立諮問委員会に諮問のうえ、その助言・勧告を最大限尊重し、追加

的に情報提供をしていただくことがあります。当社取締役会に提供された大規模買付情報は、当社株主の皆様の

判断のために必要であると認められる場合には、適切と判断する時点で、その全部または一部を開示します。 

③ 取締役会による検討期間 

 大規模買付者は、取締役会評価期間が経過するまでの間は、大規模買付行為を開始することはできません。 

 すなわち、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付情報の提供が完了した旨を

証する書面を当社取締役会が大規模買付者に交付した日から起算して、最大60日間（対価を現金（円貨）のみと

する公開買付けによる当社全株式の買付の場合）または最大90日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締役

会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。)

として与えられるべきものと考えます。取締役会評価期間中、当社取締役会は、提供された大規模買付情報を十

分に評価・検討し、独立諮問委員会へ諮問のうえ、その助言・勧告を最大限尊重し、取締役会としての意見をと

りまとめ、開示します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交

渉すること、当社取締役会として当社株主の皆様へ代替案を提示することもあります。 

 当社取締役会による検討もしくは交渉の結果、大規模買付行為が当社企業価値ひいては株主共同の利益を最大

化させるものであると当社取締役会が判断をした場合には、速やかに取締役会評価期間を終了させ、その旨を開

示いたします。 

4) 独立諮問委員会 

 大規模買付ルールに係る当社取締役会の運用の適正性を確保し、大規模買付行為が行われる際に当社取締役会

が行う判断の公正性、透明性をより一層担保するために独立諮問委員会を設置します。 

 大規模買付ルールでは、後述の 5)において、対抗措置発動にかかる事項を定めておりますが、このような対抗

措置を発動する場合など、大規模買付ルールの運用に関する当社取締役会の重要な判断にあたっては、原則とし

て独立諮問委員会に諮問を行うこととし、当社取締役会はその助言・勧告を最大限尊重するものといたします。

独立諮問委員会の詳細は後記のとおりです。なお、独立諮問委員会の詳細については、当社取締役会が行う判断

の公正性、透明性をより一層担保するという趣旨に合致する合理的な範囲内で、取締役会の決議により、変更さ

れ得るものとします。 

5) 大規模買付行為が実施された場合の対応 

 大規模買付者によって大規模買付ルールが順守されない場合には、当社取締役会は、独立諮問委員会へ諮問の

うえ、その助言・勧告を最大限尊重し、当社企業価値ひいては株主共同の利益の保護を目的として、新株予約権

の無償割当て等、会社法その他の法律および当社定款が取締役会の権限として認める対抗措置をとり、大規模買

付行為に対抗することがあります。 

 具体的な対抗措置については、その時点で相当と認められるものを選択します。具体的対抗措置として新株予

約権の無償割当てを行う場合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属する者に新株予約権の行

使を認めない旨の条件または当社が新株予約権の一部を取得する場合に、特定株主グループに属する者以外の新

株予約権者が所有する新株予約権のみを取得することができる旨を定めた取得条項を付するなど、大規模買付ル

ールを順守しない者への対抗措置としての効果を勘案した条件等を設けることがあります。 

 大規模買付ルールが順守されている場合、当社取締役会は、大規模買付行為が当社企業価値ひいては株主共同

の利益に回復し難い損害をもたらすことが明らかでない限り、株主の皆様の意思に基づくことなく当社取締役会

の判断のみで大規模買付行為を阻止しようとすることはありません。 

 当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の利益に回復し難い損害をもたらすことが明らかな場合とし

て、例えば以下の①から⑤までに掲げられる行為等が意図されている場合を想定しております。 

①株式を買い占め、その株式について当社に対して高値で買取りを要求する行為  
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②当社を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲のもとに大規模買付者の利益

を実現する経営を行うような行為  

③当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為  

④当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利益をも

って一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で株式を売り抜ける

行為  

⑤強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を株主に対して不

利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の株式売買を行うことをいいます。）等株主の皆様に株

式の売却を事実上強要するおそれのある買付である場合  

 対抗措置の発動や選択については、弁護士、財務アドバイザーなどの外部専門家の助言を求め、また社外取締

役や監査役の意見も十分尊重し、独立諮問委員会へ諮問のうえ、その助言・勧告を最大限尊重したうえで、当社

取締役会で決定し、適時適切な開示を行います。   

 上記の対抗措置を発動するに際し、当社取締役会が当社株主共同の利益の観点から株主の皆様の意見を確認さ

せていただくことが適切であると判断した場合には、株主総会を開催することといたします。当社取締役会が株

主総会を開催することを決定した場合には、その時点で株主総会を開催する旨および開催理由の開示を行いま

す。 

6) 株主・投資家に与える影響等 

① 大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等 

 大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現に

当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、当社株主の皆様が代替案の提示を受ける機会

を保証することを目的としています。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に

応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社株主共同の利益の保護につながるも

のと考えます。したがいまして、大規模買付ルールの設定は、当社株主および投資家の皆様が適切な投資判断を

行う前提として適切なものであり、当社株主および投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。 

 なお、上記 5)において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを順守するか否かにより大規模買付

行為に対する当社の対応方針が異なりますので、当社株主および投資家の皆様におかれましては、大規模買付者

の動向にご注意くださるようお願いいたします。 

② 対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響等 

 大規模買付者が大規模買付ルールを順守しなかった場合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共

同の利益を守ることを目的として、独立諮問委員会へ諮問のうえ、その助言・勧告を最大限尊重し、会社法その

他の法律および当社定款により認められている対抗措置をとることがあります。ただし、当該対抗措置の仕組

上、当社株主の皆様(大規模買付ルールに違反した大規模買付者を除きます。) が法的権利または経済的側面に

おいて格別の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。ただし、当社取締役会が新株予約権の

無償割当ての決議をした場合であっても、大規模買付者が大規模買付行為を撤回した等の事情により、無償割当

ての中止、または新株予約権の行使期間開始日前日までに当社が当社株式を交付することなく無償での新株予約

権の取得を行うことがあります。この場合、１株当たりの当社株式の価値の希釈化は生じないことから、１株当

たりの当社株式の価値の希釈化が生じることを前提として当社株式の売買を行った投資家の皆様は、株価の変動

により不測の損害を被る可能性があります。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法

令および金融商品取引所規則に従って適時適切な開示を行います。  

 なお、対抗措置として考えられるもののうち、新株予約権の無償割当てにつきましては、当社取締役会が別途

定める割当て期日における最終の株主名簿に記載または記録された株主の皆様に新株予約権が割当てられますの

で、新株予約権を取得するためには、新株予約権の割当て期日までに振替手続を完了していただく必要がありま

す。かかる手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割当てを実施することになった際に、法令に

基づき別途お知らせいたします。  

 また、新株予約権の無償割当てを行う場合には、当社取締役会が定める日をもって特定株主グループに属する

者以外の株主の皆様が有する新株予約権を当社が取得し、これと引換えに当社株式を交付する場合があります。

この場合には、特定株主グループに属する者以外の株主の皆様は当社が取得の手続きをとることにより、新株予

約権の行使のための金銭を払い込むことなく、当社による取得の対価として、新株予約権の目的となる当社株式

を受領することになります。なお、取得の対象となる株主の皆様には、別途ご自身が特定株主グループに属する

者でないこと等を確認する当社所定の書式による書面や、振替株式を記録するための口座の情報をご提出いただ

くことがあります。 

7) 本対応方針の発効日および有効期限 

 本対応方針は、平成24年６月26日開催の当社株主総会後に最初に開催された当社取締役会の決議をもって同日

より発効し、有効期限は、平成27年に開催される当社定時株主総会後に最初に開催される取締役会の終了時点ま
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でとします。  

 なお、本対応方針の有効期間中であっても、関係法令の整備等を踏まえ、当社企業価値ひいては株主共同の利

益の確保・向上の観点から本対応方針を随時見直し、取締役会の決議により、必要に応じて本対応方針を廃止

し、または変更する場合がございます。ただし、株主総会において株主の皆様からいただいたご承認の趣旨に反

する本対応方針の変更は行わないこととし、また、本対応方針の廃止又は変更については、当社取締役会は、独

立諮問委員会に諮問のうえ、その助言・勧告を最大限尊重して、行うこととします。 

  また、株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針は廃止されます。  

 当社は、本対応方針が廃止され、または変更された場合には、当該廃止または変更の事実および（変更の場合

には）変更内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、情報開示を速やかに行います。 

8) 本対応方針の合理性についての当社取締役会の判断  

１．本対応方針が当社の基本的な考え方に沿うものであること  

 本対応方針は、大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断

し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保すること、または株主の皆様のた

めに大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社企業価値ひいては株主共同の利益を確保するた

めのものであり、当社の基本的な考え方（前記 1)）に沿うものです。  

２．本対応方針が当社株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするもので

はないこと  

 当社取締役会は以下の理由から、本対応方針が当社株主共同の利益を損なうものではなく当社役員の地位の維

持を目的とするものではないと考えております。  

①株主意思を反映するものであること  

本対応方針は、当社株主総会において株主の皆様のご承認を得て、その株主総会終了後の当社取締役会の決

議をもって発効しております。また、本対応方針の有効期間の満了前であっても、株主総会において本対応方

針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止されることになり、株主の皆様のご

意向が反映されます。  

②独立性のある社外者の助言・勧告の尊重  

当社は、本対応方針の運用の適正性を確保し、大規模買付行為が行われた際に当社取締役会が行う判断の公

正性、透明性をより一層担保するために独立諮問委員会を設置いたします。当該独立諮問委員会は、諮問を受

けた事項について審議・決議し、その決議内容に基づいて当社取締役会に対し助言または勧告し、当社取締役

会は、当該助言・勧告を最大限尊重します。  

③「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」「近時の諸環境の変化を踏ま

えた買収防衛策の在り方」を踏まえた設計  

本対応方針は、平成17年５月27日付の経済産業省・法務省の「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の

ための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足し、かつ平成20年６月30日付の企業価値研究会の

「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえて設計されています。  

④ 廃止が困難なものでないこと  

本対応方針は、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止すること

が可能です。また、当社取締役の任期は１年であることから、大規模買付者が自己の指名する取締役を株主総

会で選任し、かかる取締役で構成される取締役会により、特に長期の期間を要することなく本対応方針の廃止

が可能です。 

  

（独立諮問委員会の詳細） 

１．構成員 

 独立諮問委員会の委員は、当社の業務執行者から独立している者で、員数は３名以上とし、実績ある会社経営

者、投資銀行業務に精通する者、企業・経済活動に精通する者、弁護士、公認会計士もしくは会社法等を主たる

研究対象とする研究者またはこれらに準ずる者の中から、当社取締役会が選任します。 

 独立諮問委員会の委員の任期は、選任後１年内に終了する事業年度に関する定時株主総会後、最初に開催され

る取締役会終了時までとします。再任は妨げません。また、当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を含む

契約を当社と締結します。 

 ただし、当社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りではありません。 

 なお、取締役会において本対応方針を廃止する旨の決議をした場合、独立諮問委員会委員の任期は本対応方針

の廃止と同時に終了します。 

２．決議要件 

 独立諮問委員会の決議は、原則として、独立諮問委員会委員のうち３分の２以上が出席し、その過半数をもっ

てこれを行います。ただし、やむを得ない事由があるときは、独立諮問委員会委員の過半数が出席し、その過半
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数をもってこれを行うことができます。 

３．決定事項その他 

 独立諮問委員会は、当社取締役会の諮問がある場合には、これに応じ、主として以下の各号に記載された事項

について精査、検討、審議等のうえ決定し、その決定の内容をその理由を付して当社取締役会に対して助言・勧

告します。当社取締役会は、この独立諮問委員会の勧告を最大限尊重して、会社法上の機関としての決議を行い

ます。なお、独立諮問委員会の各委員および当社各取締役は、こうした決定にあたっては、専ら当社企業価値ひ

いては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自己または当社の経営陣の個人的利益

を図ることを目的としません。 

 ① 大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲 

 ② 大規模買付者が大規模買付ルールを順守したか否か 

 ③ 大規模買付行為が当社企業価値ひいては株主共同の利益に回復し難い損害をもたらすものであるか否か 

 ④ 対抗措置の発動の可否、およびその内容の妥当性 

 ⑤ その他当社取締役会が諮問した事項 

 また、独立諮問委員会は、適切な判断を確保するために、上記判断に際して必要かつ十分な情報収集に努める

ものとし、合理的な範囲内における当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会

計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ること等ができます。 

 また、当社の取締役、監査役、従業員その他の独立諮問委員会が必要と認める者の出席を要求し、独立諮問委

員会が求める事項に関する説明を求めることができます。 

 なお、独立諮問委員会は、当社取締役会の諮問がある場合のほか、定期的に委員会を開催し、中期経営計画の

進捗状況をはじめ、当社の経営状況について、当社取締役その他独立諮問委員会が必要と認める者から報告を受

けるものとします。 
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 当社グループの事業、経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある事項は次の通りであります。なお、文

中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成25年３月31日）現在において当社グループが判断したもの

であります。 

(1） 市場競争 

 当社グループの各事業は、プリンティング事業を始めとして事業を展開する多くの市場において他社との激しい

競争にさらされています。一部の競合他社は当社グループよりも多くの経営資源を有しているほか、今後市場環境

の変化により新規競合他社の参入、あるいは競合先間の提携が行われ、競争が更に激化することが想定されます。

これらの要因により現在の市場シェアを維持できなくなり、当社グループの業績が影響を受ける可能性がありま

す。 

(2） 人材確保 

 当社グループはグローバルに展開する企画、開発、設計、製造、販売、サービス等の各機能に必要な人材確保に

努めています。しかしながら労働市場における人材の獲得競争は激化しており、有能な人材の採用や雇用の継続が

困難になった場合は、研究開発に十分な資源を投入できないことによる製品競争力の低下や労働力不足による製品

の安定供給への支障など、結果として当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3） 知的財産権 

 当社グループは、必要に応じて、特許等の知的財産権に関するライセンス契約を他社と締結しつつ、事業活動を

行っています。それら契約に基づくロイヤルティの収支は、業績の変動要因となり得、また、契約の条件によって

は、事業活動における制約となる可能性があります。研究開発等の結果獲得した当社独自の技術を完全に保護する

ことには限界があり、第三者による知的財産権の侵害や模倣品の製造・販売が起きる可能性があります。一方で他

社から同様な訴えがなされる可能性もあり、これらは当社グループの業績に一定の影響を与える可能性がありま

す。なお、当社グループは、発明報奨規程を設け、それに則り、発明者に対する報奨等を適切に行っています。し

かし、その対価をめぐって、発明者と争いになる可能性があります。 

(4） 品質管理 

 当社グループは高品質の魅力ある製品を提供するため、厳格な品質管理基準に従って生産管理体制を確立し、製

品の製造を行っております。しかし、すべての製品に対し欠陥がなく、将来に製品安全問題や品質問題が発生しな

いという保証はありません。それらの重大な問題が発生した場合、多額のコストを要するほか、ブランドイメージ

や社会的評価が低下し、顧客の当社グループ製品への購買意欲を減少させ、当社グループの業績が影響を受ける可

能性があります。 

(5） 為替・金利 

 当社グループは、海外での製造・販売比率が高く、外貨建取引に伴う将来の為替変動リスクが発生します。その

リスク低減のため、外貨建取引における受取と支払のリンク率向上を図る一方で、短期的には為替予約取引を行う

など、リスクを効率的に管理し、回避するよう努めています。しかし、中国・東南アジア等、主要な製造拠点の所

在地域の通貨が上昇した場合、製造・調達コストを押し上げる要因になるなど、中長期的な為替レートの変動が、

財務諸表等に一定の影響を及ぼすことが想定されます。また、金利変動リスクに対しては、固定金利での資金調達

や金利スワップ等の金融商品を活用してリスクの軽減に努めていますが、市場金利の上昇等が調達コストの増加に

つながる可能性があります。 

(6) 原材料の価格高騰  

 当社グループの製品に使用されている樹脂材料や鋼板などの原材料価格が上昇した場合、製造コストを押し上げ

る要因になります。これらの影響を製品の販売価格に転嫁できない、あるいは経費削減、能率改善でコストを十分

に吸収できない場合、将来の収益性に一定の影響を及ぼすことが想定されます。 

(7） 法的規制 

 当社グループは、事業活動を行っている各国において、様々な関連法規や規制の適用を受けています。グループ

全体でこれらを遵守すべく内部統制の仕組みを強化しているほか、リスク管理体制の整備を進めています。万が一

これらの規制を遵守できない事象が発生した場合、当社グループの事業活動が制限される可能性、費用負担の増加

につながる可能性があります。 

４【事業等のリスク】
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(8） 情報ネットワーク 

 当社グループは生産管理・販売管理及び財務等に関する情報をネットワークを通して管理しています。情報の保

存、設備の保全等の対策には万全を期していますが、万が一ネットワークの切断、システムの停止等が発生した場

合、これらは事業活動の阻害要因となり得ます。また、コンピュータウィルスの感染やハッキングなどにつきまし

ても、十分な予防措置を講じておりますが、予期し得ない外部からの侵入や攻撃がなされた場合、その内容や規模

によっては、事業活動に悪影響を与える可能性があります。 

 また、内部統制への対応として、財務報告の信頼性を維持し高めることが求められている中、IT全般統制の視点

から情報システムの開発・保守・運用業務の品質向上活動を継続し、適正なIT業務運用に努めております。しかし

ながら、予期し得ない統制上の問題が生じた場合には、財務報告の信頼性を担保できないような状況が起こり得る

ことも考えられます。 

(9） 情報セキュリティー 

 当社グループでは、情報管理規程を定めると共に情報管理委員会を設け、継続的な情報リスクマネジメント活動

により、情報セキュリティー運用ルールを策定しております。その運用ルールに基づき社内教育を通じて、個人情

報及び機密情報の漏洩を防ぐべく万全の努力をしております。さらに、個人情報へのアクセスに関しましては、ア

クセス制御やアクセスログ管理を行っており、個人情報の不正な取り扱いを回避しております。しかしながら、何

らかの原因で個人情報が外部に漏洩した場合、お客様からの信頼を失うとともに、ブランドイメージの低下を招く

など、当社グループの事業活動や業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、顧客サービスの充実を目指して、お客様向けにWebサイトにて製品情報やサポート情報の提供を行ってお

ります。このようなWebサイトにつきましては、安全な情報セキュリティーレベルを維持することに努めておりま

すが、想定されない外部攻撃により、Webサイトの改ざんや不正なWebサイトへの誘導などの行為がなされた場合に

は、事業活動に悪影響を及ぼすことが考えられます。 

(10）今後の事業展開・見通し 

 当社グループは既存事業の伸張と新規事業を中心とする事業拡大実現のため、研究開発等の実行に加え、M&Aを

含む戦略投資を積極的に実施してまいります。 

 当社グループが従来行っていなかった新規事業を開始するにあたっては、その事業固有のリスクが新たに発生

し、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、M&A等の実施においては、事業の統合に当初想定以上の負荷がかかること等により、予想された通りの投

資効果が得られず、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

(11）災害・その他 

 当社グループはその生産・販売拠点の多くを、海外に置いています。主要な生産拠点は中国・マレーシア・ベト

ナム等であり、販売拠点は世界各国に広がっています。これら諸拠点においては、防災活動として、防火対策や地

震・台風等の自然災害に対する一定の施策を講じています。しかし予期せぬ事象（戦争、テロ、伝染病、ストライ

キまたは労働争議、想定を超える規模の自然災害等）により社会的混乱が広まれば、部品調達体制も含めた生産・

販売のダメージを受ける等、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、本社機能が位置する日

本でも南海トラフ地震を想定した防災危機管理体制を確立していますが、想定を超える規模の地震等により、一定

の被害を受ける可能性があります。      
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(1）技術導入契約 

   

 当社グループは、研究開発活動においても「顧客満足」を基本に据え、『私たちがお客様に「満足」を提供するに

はどうしたらいいのか？』を常に意識して取り組んでおります。まずお客様にとっての満足が何であるのかを知るた

めに、お客様が当社に対して期待する声(価値)を集め、それを最大限に活かすために私たちが何をすべきかを選択し

ております。 

 お客様が求める満足をカタチにするために、お客様の期待を商品として具体化させ、最先端の技術を持った開発ス

タッフによって当社グループでしかできない商品コンセプトを作りこんでいきます。 

  

 試験研究に従事する者は、グループ全体で 人にのぼっております。 

 当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、 百万円であります。 

  

 当連結会計年度におけるセグメント別の主な研究開発内容や研究開発成果及び研究開発費は、次の通りでありま

す。 

   

(1)プリンティング・アンド・ソリューションズ事業 

 レーザーやインクジェットなどのプリンティング技術を追求し、ワークスタイルの革新を提案します。代表的な製

品としては、コンパクト性を追求したプリンターのほか、1台にプリンター・ファクス・コピー・スキャナーなどの

機能を搭載した複合機、また、直感的な使いやすさにこだわったラベルライターがあります。これらの情報通信機器

で、SOHO（スモールオフィス・ホームオフィス）をはじめとするオフィスでの幅広いニーズにお応えします。 

 また、海外生産が加速する流れの中で、モノ創り企業としての足腰を固めるため、製造をサポートするための生産

技術開発を行い、モノ造りの早い段階での性能・品質の作りこみを目的としたプロセス改革、及び超精密加工技術な

ども推進しています。 

 当連結会計年度の主な成果としては、レーザープリンター／複合機においては、最高40枚/分のプリントと新定着

方式 の採用で印刷を実行するまでの時間と電力を大幅削減したA4モノクロレーザー複合機「MFC-8950DW」など5機種

の発売をあげることができます。 

  インクジェットプリンター／複合機においては、「プリビオ ネオ」シリーズの「DCP-J4210N、MFC-J4510N」と高

速インクジェットプリンター「HL-S7000DN」の発売をあげることができます。「プリビオ ネオ」シリーズではA4用

紙を横向きに送る給紙方式を採用したことで、コンパクトな本体でありながら、A3出力が可能となっております。併

せてインクのドットサイズを精緻にコントロールする35mmの大型プリントヘッドを搭載することでカラー：18枚/分

*1、モノクロ：20枚/分*1の高速プリントを可能にしました。また、電源OFF時の消費電力約0.04W*2と業界トップレ

ベルの低待機電力を実現し、環境にも配慮した製品となっています。高速インクジェットプリンター「HL-S7000DN」

では、最高100枚/分のA4モノクロプリントを実現しています。 

 電子文具においては、ラベルプリンター「ピータッチ」QLシリーズにおいて初めて無線LANに対応し、ワイヤレス

でラベルを印刷できる業務向け感熱ラベルプリンター「QL-720NW」、A4用紙対応の「PocketJet（ポケットジェッ

ト）」シリーズにおいてiPhone、iPad*3といった携帯デジタル端末からのワイヤレス印刷を実現した超小型モバイル

プリンター「PJ-673」の発売をあげることができます。 

  スキャナーにおいては、紙をスムーズに読み取ることができる紙の搬送機構や、スキャンしたデータの傾き補正・

５【経営上の重要な契約等】

契約会社名 
相手先 

（国名） 
内容 契約期間 

当社 
キヤノン株式会社 

（日本） 

電子写真及びファクシミリに関する特

許実施権の許諾 

平成21年6月27日から対象特

許の満了日まで 

〃 
株式会社リコー 

（日本） 

電子写真技術及びファクシミリ装置に

関する特許実施権の許諾 
平成21年10月１日から５年間 

〃 

Lemelson Medical, 

Education and 

Research 

Foundation（米国） 

画像処理技術及びバーコード技術等に

関する特許実施権の許諾 

平成10年４月２日から対象特

許の満了日まで 

〃 

International 

Business Machines 

Corporation（米国） 

事務用機器に関する特許実施権の許諾 
平成19年５月30日から平成25

年12月31日まで 

６【研究開発活動】

2,037

37,514
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白紙除去などができる画像処理機能を搭載した卓上モデルのドキュメントスキャナー「ADS-2500W、ADS-2000」、小

型&軽量で持ち運び可能なモバイルモデルのドキュメントスキャナー「MDS-700D、MDS-600」の発売をあげることがで

きます。 

 新規事業においては、高画質・高音質なWeb会議システム「OmniJoin(オムニジョイン)」のサービス開始、パソコ

ンとの接続が可能となったシースルー型ヘッドマウントディスプレー「AiRScouter（エアスカウター）WD-100G/ WD-

100A」の発売をあげることができます。 

 当事業に係る研究開発費は、 百万円であります。 

 *1:国際標準ISO/IEC 24734、24735に基づく数値です。 

  *2:IEC62301 Edition2.0による測定値です。 

*3:iPhone、iPadは、米国および他の国々で登録されたApple Inc.の商標です。 

  

(2)パーソナル・アンド・ホーム事業 

 家庭用ミシンや刺しゅう機を中心としたソーイング関連の製品とサービスの開発で、手づくりの楽しさを提案しま

す。従来型のミシンに加え、パソコンを介してインターネットに接続する”ソーイングステーション”など、ITを活

用した製品とサービスの開発を行って、手づくりの新しい可能性を広げます。 

 当連結会計年度の主な成果としては、家庭用ミシンにおいては、ディズニーキャラクターの刺しゅう模様を62種類

内蔵する家庭用ミシン「Family Marker FM1300D」や「Innovis VF1」の発売をあげることができます。「Innovis 

VF1」は縫製位置や布端をレーザーで表示し、まっすぐな布送りをサポートする「レーザーガイドラインマーカー」

や、同梱の専用ペンを使うことによって刺しゅうを思い通りの場所、方向に縫うことができる「センサー機能」を搭

載しています。また、針の落ちる位置を正確に確認できる「LEDポインター付刺しゅう押え」などの機能も搭載した

国内最上位モデルとなるソーイングステーションです。 

 職業用刺しゅうミシンにおいては、「PR1000e」の発売をあげることができます。「PR1000e」は10針を採用し、針

付近に搭載されているカメラにより、刺しゅう位置や糸切れポイントを高精細液晶ディスプレイで確認できます。ま

た、「NEW上糸通しシステム」を搭載することで、多針機特有の糸切れや糸絡みのリスクを軽減できるほか、専用工

具も必要なく簡単に糸通しを行うことも可能となる職業用刺しゅうミシンです。 

 当事業に係る研究開発費は、 百万円であります。 

  

(3)マシナリー・アンド・ソリューション事業 

 使いやすさ、高品質な縫製、省エネルギーを実現した工業用ミシンの製品開発や、自動車やハードディスクドライ

ブ、携帯電話などの部品加工に最適な工作機械の製品開発を通じて、お客様の生産性向上と新たな価値創出をお手伝

いしています。 

 当連結会計年度の主な成果としては、工業ミシンにおいては、ダイレクトドライブ方式を採用することでさらなる

省エネ性と新型釜の採用による縫製品質を向上した、本縫ダイレクトドライブ電子ボタン穴かがりミシン「HE-

800B」の発売をあげることができます。 

 ガーメントプリンターにおいては、小液滴による最高解像度1200dpiを実現し、白インクとカラーインクを同時に

印刷できるワンパス機能を新たに搭載したガーメントプリンター「GT-381」など3機種の発売をあげることができま

す。 

 当事業に係る研究開発費は、 百万円であります。 

  

(4)ネットワーク・アンド・コンテンツ事業 

 通信カラオケ事業において、業務用通信カラオケシステムの提供を行うとともに、通信カラオケで培ったコンテン

ツや配信技術を活用し、健康/教育分野やビジネスに向けたサービスや製品を開発することで、新たな顧客価値を追

求しています。 

  当連結会計年度の主な成果としては、独自開発した業界最高レベルの音源「JOYSOUND Phoenix」で自然で豊かな音

色を楽しめ、背景映像はフルＨＤ映像に対応し、ギターの演奏者をサポートするアプリも搭載した業務用通信カラオ

ケシステム「JOYSOUND f1」、前面液晶タッチパネルによる操作性の向上や、多彩なアプリケーションを踏襲し、ナ

イト市場をターゲットとした業務用通信カラオケシステム「JOYSOUND fR」の発売をあげることができます。 

 当事業に係る研究開発費は、 百万円であります。 

  

(5)その他事業 

 当事業に係る研究開発費は、 百万円であります。 

31,783

1,460

2,960

1,048

263
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 当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は次の通りです。なお、文中における将

来に関する事項は、当連結会計年度末（平成25年３月31日）現在において当社グループが判断したものです。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の連結財務諸表は、日本で一般的に認められている会計原則に従って作成されております。 

 連結財務諸表の作成に際し、連結会計年度末における資産、負債の計上、重要な偶発事象及び後発事象の開示、

並びに連結会計年度における収入、費用の計上を行うために、見積り及び仮定設定を行う必要があります。これら

の見積りは、過去の実績や状況に応じ、合理的と考えられる仮定に基づいて行っており、他の方法では判定しにく

い資産、負債及び収入、費用の計上についての判断の基礎となります。実際の結果は、これらの見積りと異なる

場合があります。 

 当社グループは、特に以下の重要な会計方針が連結財務諸表の作成において、重要な判断と見積りに大きな影響

を及ぼすと考えております。 

①投資の減損 

 市場価格のある有価証券の時価が著しく下落した場合、かつ、その下落が一時的でない場合、当該期末日より

概ね１年以内に取得原価にほぼ近い水準まで回復する見込みを合理的根拠（帳簿価額を下回った期間、下落幅、

当該会社の財務状況及び将来展望等）に基づいて検討し、回復可能性がないと判断した場合に減損処理を行って

おります。また、時価のない有価証券の減損処理にあたっては、当該会社の財政状態及び経営成績をもとに業績

の回復可能性を総合的に勘案し、必要と認められた額について減損処理を行っております。 

②たな卸資産の評価 

 当社及び製造連結子会社は主に総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により、販売連結子会社においては総平均法または先入先出法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価しております。在庫の経過期間、市場価値に基づ

いた時価の見積り額と原価との差額を評価損として計上しております。将来における実際の需要、市場価値が見

積り額よりも低下した場合には、追加の評価減が必要となる可能性があります。 

③貸倒引当金 

 連結会計年度末現在に有する債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒実績率による計算額を計上している

ほか、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

取引先の財政状態が悪化しその支払能力が低下した場合には、債権の回収可能額が直近の見積り額より減少し、

追加の引当が必要となる可能性があります。 

④製品保証引当金 

 販売製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、将来に発生すると見込まれるアフターサービス費用の

見込額を過去の実績を基礎として計上しております。過去の実績と実際の製品不良率または修理コストが異なる

場合には、追加の引当が必要となる可能性があります。 

⑤繰延税金資産 

 将来減算一時差異等についてその回収可能性を十分に検討し、実現可能性が高いものに限って繰延税金資産を

計上するため、必要に応じて評価性引当額を控除しております。評価性引当額の控除にあたっては、収益力に

基づく将来の課税所得の十分性及び現実的かつ継続的なタックスプランニングを判断材料としております。将来

の事業動向の変化により繰延税金資産の全部または一部を実現できないと判断した場合、当該期間に繰延税金資

産の調整を行い費用計上することがある一方、繰延税金資産を実現できると判断した場合、計上していなかった

繰延税金資産を計上し、利益が増加することがあります。 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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⑥退職給付会計 

 当社、国内子会社及び一部の在外子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、退職給付費用及び退職給付引当金を計上しております。これらの

見込額は、割引率、年金資産の期待運用収益率、退職率及び死亡率等の仮定に基づいて計算されます。その

ため、実際の結果が仮定と異なった場合、または仮定自体が変更された場合には将来の退職給付費用額に影響を

与えます。例えば、割引率の低下は退職給付債務を増加させます。この増加額は数理計算上の差異の償却として

将来にわたって費用処理され、退職給付費用を増加させることになります。 

⑦資産除去債務 

 不動産賃借契約に基づく、退去時の原状回復費用等の支出に備えるため、将来に発生すると見込まれる原状回

復費用の支出見込み額を過去の実績を基礎として算定し、これを現在価値に割り引いた金額を資産除去債務とし

て負債計上しております。過去の実績と実際の原状回復費用等が異なる場合には、退去時に追加の費用負担が必

要となる可能性があります。また、原状回復費用の支出見込み額に重要な見積もりの変更が生じた場合には、有

形固定資産の帳簿価額が増減し、将来の減価償却費に影響を与えることになります。 

(2）経営成績 

①概要 

 当連結会計年度における世界経済は、米国においては金融緩和政策の継続や住宅市場の回復もあり、緩やかなが

ら底堅い成長となったものの、債務問題の長期化を受け、緊縮財政を余儀なくされている欧州や、景気の減速が続

く新興国の影響により、全体としては弱含みの状況となりました。一方、日本においては、政権交代をきっかけと

した金融緩和への期待感から、為替相場が円安方向へ大きく転換するなど、当社グループを取り経営環境は、変化

の激しい１年となりました。 

 このような状況の中、当社グループの連結業績は、マシナリー・アンド・ソリューション事業における市況の悪

化はあったものの、通信・プリンティング機器や家庭用ミシン、通信カラオケ機器の需要が堅調に推移したことに

加え、主に米ドルが円安になったことによる為替のプラス影響もあり、売上高は前年同期比3.8％増の 百万

円となりました。営業利益は、ネットワーク・アンド・コンテンツ事業において、通信カラオケ事業の損益が大き

く改善した効果はあるものの、マシナリー・アンド・ソリューション事業が減収となったことや、主にユーロの為

替のマイナス影響もあり、前年同期比12.9％減の 百万円となりました。経常利益は、急激な為替の変動の影

響を受け、デリバティブ評価損が増加したことなどにより、前年同期比32.6％減の 百万円となりました。当

期純利益は、経常利益は大幅な減益となったものの、株式会社ニッセイの株式取得に係る負ののれん発生益を特別

利益に計上した影響もあり、前年同期比8.7％減の 百万円となりました。 

＊当連結会計年度における平均為替レート（連結）は次の通りであります。 

 米ドル ：  83.23円   ユーロ ：  107.57円 

＊前連結会計年度における平均為替レート（連結）は次の通りであります。 

 米ドル ：  79.30円   ユーロ ：  110.17円 

②売上高  

 セグメント別の売上高は次の通りであります。 

＜プリンティング・アンド・ソリューションズ事業＞  

     売上高 百万円（前年同期比＋4.0％） 

     ○通信・プリンティング機器 百万円（前年同期比＋4.5％） 

 景気減速の影響を受けた欧州やアジア地域での需要は低迷したものの、米州において、製品本体・消耗品

とも売上が堅調に推移した結果、増収となりました。 

○電子文具 百万円（前年同期比＋0.6％） 

 米ドルの為替プラス影響はあるものの、景気減速の影響や、一部製品のセグメント変更の影響などによ

り、全体ではほぼ前年並みの売上となりました。 

＜パーソナル・アンド・ホーム事業＞ 

     売上高 百万円（前年同期比＋10.1％） 

 欧米で売上が堅調に推移したことにより、増収となりました。 

516,066

29,775

23,144

17,826

350,836

313,500

37,335

33,804
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＜マシナリー・アンド・ソリューション事業＞ 

     売上高 百万円（前年同期比△12.8％） 

     ○工業用ミシン 百万円（前年同期比△13.1％） 

 景気減速の影響を受け、中国・アジア地域の縫製産業の設備投資需要が低迷したことにより、減収となり

ました。 

○産業機器 百万円（前年同期比△12.7％） 

 上期までは、IT関連産業向けの需要が堅調に推移したものの、下期に入り需要が急減した影響により、減収

となりました。 

＜ネットワーク・アンド・コンテンツ事業＞ 

     売上高 百万円（前年同期比＋9.1％） 

 通信カラオケ機器の新モデルが好調に推移したことにより、増収となりました。 

③営業損益 

 セグメント別の営業損益は次の通りであります。 

＜プリンティング・アンド・ソリューションズ事業＞ 

     営業利益 百万円（前年同期比△14.3％） 

 主にユーロの為替マイナス影響により、減益となりました。 

＜パーソナル・アンド・ホーム事業＞ 

     営業利益 百万円（前年同期比△4.5％） 

 増収とはなったものの、新工場の稼働に伴う費用増加の影響などにより、減益となりました。 

＜マシナリー・アンド・ソリューション事業＞ 

     営業利益 百万円（前年同期比△52.0％） 

 減収に伴い、減益となりました。 

＜ネットワーク・アンド・コンテンツ事業＞ 

営業利益 百万円（前年同期 営業損失 百万円） 

 通信カラオケ機器の売上増加に伴い、大幅な利益改善となりました。 

(3）資金調達と流動性、及びキャッシュ・フロー 

①資金調達と流動性 

 当社グループは、現在及び将来の事業活動のために適切な水準の流動性維持及び、柔軟で効率的な資金の確保

を財務活動の重要な方針としております。この方針に従って、当社グループは、グループ会社が保有する資金を

グループ内で効率よく活用するキャッシュマネジメントシステムを構築し運用しております。また、手元流動性

の補完として複数の金融機関とコミットメントライン契約を締結しております。これらの結果、資金の偏在をな

らし、グループ全体で借入を極力削減する体制を整えております。 

流動性管理 

 当社グループは、現金及び現金同等物と未使用のコミットメントラインを合わせた金額を手元流動性と位置付

けております。当連結会計年度末現在、当社グループは現金及び現金同等物55,059百万円を保有しております。

 また、複数の金融機関と合計20,000百万円のコミットメントライン契約を締結しており、未使用額は18,600百

万円です。これらを合わせると、当社グループは手元流動性を73,659百万円確保しております。これにより、季

節的な資金需要の変動、１年以内に期限の到来する借入、事業環境リスク等を考慮の上、通年に渡り十分な手元

流動性を確保していると考えております。 

61,415

18,909

42,506

50,083

18,826

2,488
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資金調達 

 運転資金等の短期資金は、原則として期限が１年以内の短期借入金を現地通貨で調達することとし、生産設備

等の長期資金は、内部留保資金の他、固定金利の長期借入金及び社債等で調達することを基本方針としておりま

す。当連結会計年度末現在、短期借入金の残高は6,524百万円で、主な通貨は日本円であります。また、長期借

入金の残高は12,700百万円であり、日本円による固定金利調達であります。 

 当社は、株式会社格付投資情報センターから格付けを取得しています。当連結会計年度末現在、長期債及び発

行体格付けがA、コマーシャルペーパーがa－１であります。金融・資本市場へのアクセスを保持するため、一定

水準の格付けの維持は重要と考えております。 

 当社グループでは、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力に加えて、コミットメントライン契約

を含めた手元流動性、健全な財務体質により、当社グループの成長を維持するために必要な運転資金及び設備投

資・研究開発資金等を確保することが可能と考えております。 

②キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度の39,327百万円より6,592百万円少ない32,734百万

円の現金及び現金同等物（以下「資金」）が得られました。これは主に、税金等調整前当期純利益が前連結会計

年度よりも減少したためです。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度の30,758百万円より11,013百万円多い41,771百万円

の資金を使用しました。これは、有形固定資産の取得による支出や連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に

よる支出が増加したためです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度の14,117百万円より7,704百万円少ない6,413百万円

の資金を使用しました。有利子負債については、前連結会計年度は7,666百万円の支出でありましたが、当連結

会計年度は31百万円の収入となりました。なお、配当金の支払には、前連結会計年度並の6,450百万円を使用し

ました。 

これらの活動の結果、為替レートの変動が海外連結子会社の現金及び現金同等物の円換算額に与えた影響を含

めますと、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度に対して3,672百万円減少し、55,059百万円となりま

した。 
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 当社グループの当連結会計年度における設備投資額は、プリンティング・アンド・ソリューションズ事業において

百万円、パーソナル・アンド・ホーム事業において 百万円、マシナリー・アンド・ソリューション事業

において 百万円、ネットワーク・アンド・コンテンツ事業において 百万円、その他事業及び全社で

百万円、全体としては 百万円であります。 

 プリンティング・アンド・ソリューションズ事業の 百万円の主な内容は、通信・プリンティング機器関連の

生産設備で、当社において 百万円、在外製造子会社において 百万円であります。 

 パーソナル・アンド・ホーム事業の 百万円の主な内容は、家庭用ミシン関連の生産設備で、当社において

百万円、在外製造子会社において 百万円であります。 

 マシナリー・アンド・ソリューション事業の 百万円の主な内容は、工業用ミシン・工作機械関連の生産設備

で、在外製造子会社において 百万円であります。 

 ネットワーク・アンド・コンテンツ事業の 百万円の主な内容は、子会社におけるカラオケ関連の機器、情報

システム関連の投資であります。 

 その他事業及び全社の 百万円の主な内容は、建物の新築及び改修、情報システム関連の投資であります。 

 また、当連結会計年度において、生産能力に重要な影響を及ぼす設備の除却、売却はありません。 

 なお、上記設備投資金額には有形固定資産のほか、無形固定資産への投資が含まれております。 

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

15,132 1,106

2,821 5,770 5,407

30,237
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8,429 5,086
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(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

２【主要な設備の状況】

  平成25年３月31日現在

事業所名 
（所在地） セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円） 
従業
員数 
（人）

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡) その他 合計

瑞穂工場 

(名古屋市瑞穂区) 

プリンティング・アン

ド・ソリューション

ズ、パーソナル・アン

ド・ホーム、その他 

通信・プリンティ

ング機器、電子文

具及び家庭用ミシ

ンの研究開発設備 

6,525 783
 337

(42)
 3,952 11,598

2,214

[365]

星崎工場 
(名古屋市南区) 

プリンティング・アン

ド・ソリューション

ズ、その他 

プリンターヘッド

の加工設備 
1,208 3,200

 10

(32)
 203 4,623

406

[42]

港工場 

(名古屋市港区) 

プリンティング・アン

ド・ソリューション

ズ、マシナリー・アン

ド・ソリューション、

その他 

通信・プリンティ

ング機器、各種部

品加工 
592 379

 3

(27)
 131 1,107

113

[1]

桃園工場 

(名古屋市瑞穂区) 
その他 研究開発設備 404 308

 12

(4)
 94 819

12

[7]

刈谷工場 

(愛知県刈谷市) 

プリンティング・アン

ド・ソリューション

ズ、マシナリー・アン

ド・ソリューション、

ネットワーク・アン

ド・コンテンツ、その

他 

通信・プリンティ

ング機器、電子文

具、工業用ミシ

ン、工作機械及び

業務用カラオケ機

器の生産設備 

4,117 1,043
 160

(133)
 519 5,840

572

[103]

物流センター 

(名古屋市南区) 

＊１ 

その他 物流設備 530 3
 135

(22)
 11 681

－

[－]

技術開発センター 

(名古屋市瑞穂区) 
―― 研究開発設備 936 267

 396

(4)
 419 2,020

197

[40]

本社 

(名古屋市瑞穂区) 
―― その他の設備 1,489 7

 71

(4)
 3,738 5,307

262

[12]

  平成25年３月31日現在

子会社事業所名 
(所在地) セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円） 
従業
員数 
（人）

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡) その他 合計

㈱ニッセイ 

本社工場 
(愛知県安城市) 

他４件 

＊２ 

その他 
減速機・歯車の製

造設備、賃貸不動

産 

2,922

[751]
3,112

 2,790

(91)
 217 9,042  792

ブラザー不動産㈱ 

びいⅠ千種賃貸ビル 
(名古屋市千種区) 

他11件 

＊３ 

〃 
貸店舗、貸事務

所、ワンルームマ

ンション 

1,098 5

 3,487

(5)

[4]

 4 4,596  －
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 (3）在外子会社 

 （注）１. 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、無形固定資産の合計であります。 

２. ＊１：ブラザーロジテック㈱へ貸与中の建物及び構築物378百万円を含んでおります。 

＊２：建物及び構築物の［ ］は、賃貸中のものを内書しております。 

＊３：建物及び構築物、土地の一部または全部を賃借しております。土地の面積については、［ ］で外書

しております。 

  平成25年３月31日現在

子会社事業所名 
（所在地） セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円） 
従業
員数 

（人）
建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地 
(面積千㎡) その他 合計

ブラザーインターナショナ

ルコーポレーション

(U.S.A.) 

サービスディストリビュー

ションセンター 

(アメリカ合衆国 

テネシー州) 

プリンティング・アン

ド・ソリューション

ズ、パーソナル・アン

ド・ホーム、マシナリ

ー・アンド・ソリュー

ション、その他 

物流設備 2,515 225
 1,338

(416)
 210 4,289

315

[－]

ブラザーインダストリーズ

(U.S.A.) 
(アメリカ合衆国 

テネシー州) 

＊３ 

プリンティング・アン

ド・ソリューションズ 

OEM製品(メーリ

ングプリンタ

ー)の生産設備 

1 76

 －

(－)

[13]

 71 149
141

[102]

ブラザーインダストリーズ

(U.K.) 
(イギリス ウェールズ 

レクサム) 

＊３ 

〃 
プリンター、複

合機等の消耗品

の生産設備 

58 49

 －

(－)

[42]

 83 191
115

[70]

ブラザーインダストリーズ

(スロバキア) 
(スロバキア クルピナ郡) 

〃 〃 407 69
 31

(8)
 5 513

267

[2]

ブラザーインダストリーズ

テクノロジー(マレーシア) 

(マレーシア ジョホール) 
＊３ 

〃 〃 418 437

 35

(10)

[42]

 373 1,264
756

[1,015]

兄弟高科技(深圳)有限公司  

(中国広東省 深圳市) 

   ＊３ 

〃 
プリンター、複

合機の生産設備 
494 782

 －

(－)

[76]

 393 1,669
4,797

[459]

兄弟工業(深圳)有限公司 

(中国広東省 深圳市) 
＊３ 

〃 〃 257 800

 －

(－)

[111]

 900 1,958
2,692

[1,987]

ブラザーインダストリーズ

(ベトナム) 

(ベトナム ハイズン省) 

＊３ 

〃 〃 4,615 1,757

 －

(－)

[184]

 487 6,859
6,088

[7]

珠海兄弟工業有限公司 

(中国広東省 珠海市) 

＊３ 

プリンティング・アン

ド・ソリューション

ズ、パーソナル・アン

ド・ホーム、ネットワ

ーク・アンド・コンテ

ンツ、その他 

電子文具、家庭

用ミシン、業務

用カラオケ機器

の生産設備等 

426 399

 －

(－)

[30]

 546 1,372
2,484

[－]

台弟工業股份有限公司 

(台湾 高雄市) 

＊３ 

パーソナル・アンド・

ホーム 

家庭用ミシンの

生産設備 
136 39

 －

(－)

[9]

 97 273
259

[31]

ブラザーインダストリーズ 
サイゴン 

(ベトナム ドンナイ省)  

＊３ 

〃 〃 1,412 202

 －

(－)

[56]

 562 2,178
727

[－]

兄弟機械(西安)有限公司 
(中国陜西省 西安市) 

＊３ 

マシナリー・アンド・

ソリューション 

工業用ミシン、

産業機器の生産

設備 

449 811

 －

(－)

[47]

 983 2,244
522

[367]
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３. 従業員数の［ ］は、臨時雇用者数を外書しております。 

４. 現在休止中の主要な設備はありません。 

５. 上記のほか、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、次の通りであります。 

在外子会社 

子会社事業所名
（所在地） セグメントの名称 設備の内容 リース期間

年間 
リース料 

（百万円） 

リース
契約残高 

（百万円）

ブラザーインターナショ

ナルコーポレーション

(U.S.A.) 
(アメリカ合衆国 

ニュージャージー州) 

プリンティング・アンド・

ソリューションズ、パーソ

ナル・アンド・ホーム、マ

シナリー・アンド・ソリュ

ーション 

オフィスビル 
平成25年３月１日～ 
平成36年３月１日 

 197 1,177
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 セグメント区分による、当連結会計年度後１年間の設備の新設、除却等の計画は、次の通りであります。なお、当

社グループは、多種多様な事業を国内外で行っており、設備の新設・拡充の計画を個々のプロジェクトごとに記載す

るのは困難であるため、セグメントごとの数値を開示する方法によっております。 

  

(1）重要な設備の新設  

  

 （注）１. 金額には消費税等を含みません。 

２. 各セグメントの主な設備投資計画の内容は、次の通りであります。 

（プリンティング・アンド・ソリューションズ事業） 

 当事業セグメントにおいては、24,600百万円の設備投資を計画しております。主な内容は当社及び製造

子会社における生産設備関連投資が22,800百万円であります。 

（パーソナル・アンド・ホーム事業） 

 当事業セグメントにおいては、1,000百万円の設備投資を計画しております。主な内容は当社及び製造

子会社における生産設備関連投資が800百万円であります。 

（マシナリー・アンド・ソリューション事業） 

 当事業セグメントにおいては、3,100百万円の設備投資を計画しております。主な内容は当社及び製造

子会社における生産設備関連投資が2,900百万円であります。 

（ネットワーク・アンド・コンテンツ事業） 

 当事業セグメントにおいては、6,000百万円の設備投資を計画しております。主な内容は子会社におけ

るカラオケ機器関連投資であります。 

（工業用部品事業） 

 ㈱ニッセイの連結子会社化に伴い、セグメントを新設する予定であります。 

 当事業セグメントにおいては、3,200百万円の設備投資を計画しております。主な内容は㈱ニッセイに

おける生産設備関連投資であります。 

（その他事業及び全社） 

 当事業セグメントにおいては、5,300百万円の設備投資を計画しております。この中には当社における

設備投資4,500百万円が含まれており、その主な内容はIT関連投資及び建物の改修などであります。 

(2）重要な設備の除却等 

 経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却の計画はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】

セグメントの名称 
平成25年３月末 

計画金額 
(百万円) 

設備等の主な内容・目的 資金調達方法 

プリンティング・アンド・ソリューションズ  24,600

プリンター、複合機、 

ファクス、 

電子文具関連の生産設備 

自己資金 

パーソナル・アンド・ホーム  1,000 家庭用ミシンの生産設備 自己資金 

マシナリー・アンド・ソリューションズ  3,100
工業用ミシン、 

工作機械の生産設備 
自己資金 

ネットワーク・アンド・コンテンツ  6,000 業務用カラオケ機器など  自己資金  

工業用部品  3,200 減速機、歯車の生産設備  自己資金 

その他事業及び全社  5,300
IT関連投資及び建物の 

新築・改修など 
自己資金 

合計  43,200     
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  600,000,000

計  600,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

（平成25年３月31日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成25年６月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  277,535,866  277,535,866

東京、名古屋 

各証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数100株 

計  277,535,866  277,535,866 ― ― 

2013/06/25 18:24:5912878368_有価証券報告書_20130625182438

- 32 -



会社法に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。 

①平成19年２月22日取締役会決議 

(注)１．各新株予約権の目的である株式の数は、1,000株とする。 

２. 新株予約権発行日（以下「発行日（割当日）」という。）後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次

の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われる。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘

案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

なお、上記の調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、これを切

り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から当該増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

４．(1) 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役を退任した日の翌日か

ら１年を経過した日（以下「権利行使開始日」という。）から起算して５年を経過する日までの間に限り

新株予約権を行使できる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下の(ア)、(イ)、(ウ)に定める場合、それぞれに定める期間内

に限り新株予約権を行使できる。 

(ア) 新株予約権者が平成48年３月19日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成48年３月20日から平

成49年３月19日までとする。 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、当

該承認日の翌日から10日間とする。 

(ウ) 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月間とする。 

(3) 新株予約権１個当たりの一部行使はできない。 

(4) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた取締役との間で締結

する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。 

（２）【新株予約権等の状況】

  
事業年度末現在 

（平成25年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成25年５月31日） 

新株予約権の数（個）    12 (注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株  
同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,000 (注)２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 同左 

新株予約権の行使期間 
  自 平成19年３月20日 

  至 平成49年３月19日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
(注)３ 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要するもの

とする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 
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②平成20年２月28日取締役会決議 

(注)１．各新株予約権の目的である株式の数は、100株とする。   

２. 新株予約権発行日（以下「発行日（割当日）」という。）後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次

の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われる。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘

案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

なお、上記の調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、これを切

り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から当該増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

４．(1) 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役を退任した日の翌日か

ら１年を経過した日（以下「権利行使開始日」という。）から起算して５年を経過する日までの間に限り

新株予約権を行使できる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下の(ア)、(イ)、(ウ)に定める場合、それぞれに定める期間内

に限り新株予約権を行使できる。 

(ア) 新株予約権者が平成49年３月24日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成49年３月25日から平

成50年３月24日までとする。 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、当

該承認日の翌日から10日間とする。 

(ウ) 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月間とする。 

(3) 新株予約権１個当たりの一部行使はできない。 

(4) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた取締役との間で締結

する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。 

  
事業年度末現在 

（平成25年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成25年５月31日） 

新株予約権の数（個）    340 (注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株  
同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 34,000 (注)２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 同左 

新株予約権の行使期間 
  自 平成20年３月25日 

  至 平成50年３月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
(注)３ 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要するもの

とする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 
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③平成21年２月26日取締役会決議 

(注)１．各新株予約権の目的である株式の数は、100株とする。   

２. 新株予約権発行日（以下「発行日（割当日）」という。）後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次

の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われる。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘

案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

なお、上記の調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、これを切

り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から当該増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

４．(1) 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役を退任した日の翌日か

ら１年を経過した日（以下「権利行使開始日」という。）から起算して５年を経過する日までの間に限り

新株予約権を行使できる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下の(ア)、(イ)、(ウ)に定める場合、それぞれに定める期間内

に限り新株予約権を行使できる。 

(ア) 新株予約権者が平成50年３月23日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成50年３月24日から平

成51年３月23日までとする。 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、当

該承認日の翌日から10日間とする。 

(ウ) 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月間とする。 

(3) 新株予約権１個当たりの一部行使はできない。 

(4) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた取締役との間で締結

する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。 

  
事業年度末現在 

（平成25年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成25年５月31日） 

新株予約権の数（個）    863 (注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株  
同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 86,300 (注)２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 同左 

新株予約権の行使期間 
  自 平成21年３月24日 

  至 平成51年３月23日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
(注)３ 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要するもの

とする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 
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④平成22年２月25日取締役会決議  

(注)１．各新株予約権の目的である株式の数は、100株とする。 

２. 新株予約権発行日（以下「発行日（割当日）」という。）後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次

の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われる。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘

案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

なお、上記の調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、これを切

り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から当該増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

４．(1) 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役、監査役、執行役員及

び理事のいずれの地位をも喪失した日の翌日から１年が経過した日（以下「権利行使開始日」という。）

から起算して５年を経過する日までの間に限り新株予約権を行使できる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下の(ア)、(イ)、(ウ)に定める場合、それぞれに定める期間内

に限り新株予約権を行使できる。 

(ア) 新株予約権者が平成51年３月23日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成51年３月24日から平

成52年３月23日までとする。 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、当

該承認日の翌日から10日間とする。 

(ウ) 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月間とする。 

(3) 新株予約権１個当たりの一部行使はできない。 

(4) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた取締役、執行役員と

の間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。 

  
事業年度末現在 

（平成25年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成25年５月31日） 

新株予約権の数（個）    935 (注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株  
同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 93,500 (注)２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 同左 

新株予約権の行使期間 
  自 平成22年３月24日 

  至 平成52年３月23日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
(注)３ 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要するもの

とする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 
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⑤平成23年２月28日取締役会決議  

(注)１．各新株予約権の目的である株式の数は、100株とする。 

２. 新株予約権発行日（以下「発行日（割当日）」という。）後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次

の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われる。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘

案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

なお、上記の調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、これを切

り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から当該増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

４．(1) 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役、監査役、執行役員及

び理事のいずれの地位をも喪失した日の翌日から１年が経過した日（以下「権利行使開始日」という。）

から起算して５年を経過する日までの間に限り新株予約権を行使できる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下の(ア)、(イ)、(ウ)に定める場合、それぞれに定める期間内

に限り新株予約権を行使できる。 

(ア) 新株予約権者が平成52年３月23日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成52年３月24日から平

成53年３月23日までとする。 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、当

該承認日の翌日から10日間とする。 

(ウ) 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月間とする。 

(3) 新株予約権１個当たりの一部行使はできない。 

(4) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた取締役、執行役員と

の間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。  

  
事業年度末現在 

（平成25年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成25年５月31日） 

新株予約権の数（個）    795 (注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株  
同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 79,500 (注)２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 同左 

新株予約権の行使期間 
  自 平成23年３月24日 

  至 平成53年３月23日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
(注)３ 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要するもの

とする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 
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⑥平成24年２月29日取締役会決議  

(注)１．各新株予約権の目的である株式の数は、100株とする。 

２. 新株予約権発行日（以下「発行日（割当日）」という。）後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次

の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われる。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘

案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

なお、上記の調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、これを切

り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から当該増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

４．(1) 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役、監査役、執行役員及

び理事のいずれの地位をも喪失した日の翌日から１年が経過した日（以下「権利行使開始日」という。）

から起算して５年を経過する日までの間に限り新株予約権を行使できる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下の(ア)、(イ)、(ウ)に定める場合、それぞれに定める期間内

に限り新株予約権を行使できる。 

(ア) 新株予約権者が平成53年３月23日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成53年３月24日から平

成54年３月23日までとする。 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、当

該承認日の翌日から10日間とする。 

(ウ) 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月間とする。 

(3) 新株予約権１個当たりの一部行使はできない。 

(4) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた取締役、執行役員と

の間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。  

  
事業年度末現在 

（平成25年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成25年５月31日） 

新株予約権の数（個）    1,064 (注)１    1,031 (注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株  
同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 106,400 (注)２ 103,100 (注)２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 同左 

新株予約権の行使期間 
  自 平成24年３月24日 

  至 平成54年３月23日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
(注)３ 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要するもの

とする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 

2013/06/25 18:24:5912878368_有価証券報告書_20130625182438

- 38 -



⑦平成25年２月25日取締役会決議  

(注)１．各新株予約権の目的である株式の数は、100株とする。 

２. 新株予約権発行日（以下「発行日（割当日）」という。）後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次

の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われる。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘

案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

なお、上記の調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、これを切

り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から当該増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

４．(1) 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役、監査役、執行役員及

び理事のいずれの地位をも喪失した日の翌日から１年が経過した日（以下「権利行使開始日」という。）

から起算して５年を経過する日までの間に限り新株予約権を行使できる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下の(ア)、(イ)、(ウ)に定める場合、それぞれに定める期間内

に限り新株予約権を行使できる。 

(ア) 新株予約権者が平成54年３月21日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成54年３月22日から平

成55年３月21日までとする。 

(イ) 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、当

該承認日の翌日から10日間とする。 

(ウ) 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月間とする。 

(3) 新株予約権１個当たりの一部行使はできない。 

(4) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた取締役、執行役員と

の間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。  

  
事業年度末現在 

（平成25年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成25年５月31日） 

新株予約権の数（個）    1,061 (注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株  
同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 106,100 (注)２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 同左 

新株予約権の行使期間 
  自 平成25年３月22日 

  至 平成55年３月21日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
(注)３ 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要するもの

とする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(注)ブラザーテクノ㈱との合併(平成15年４月１日付)に伴い、合併差益が生じ、資本準備金が増加しています。 

当社はブラザーテクノ㈱の全株式を所有していたため、新株の発行及び資本金の増加はありません。 

（注）１．自己株式8,724,744株は、「個人その他」に87,247単元及び「単元未満株式の状況」に44株含まれておりま

す。 

なお、自己株式8,724,744株は株主名簿記載上の株式数であり、実質保有残高は8,723,744株であります。 

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式が29単元及び50

株含まれております。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
  

（百万円） 

資本金残高 
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成15年４月１日 

(注) 
―  277,535,866 ―  19,209  100  16,114

（６）【所有者別状況】

  平成25年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 

単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共 

団体 
金融機関 

金融商品
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 

(人) 
 1  66  40  330  337  7  16,772  17,553 ― 

所有株式数 

(単元) 
 1,196  852,642  31,095  412,402  809,890  62  665,528  2,772,815  254,366

所有株式数

の割合(％) 
 0.04  30.75  1.12  14.87  29.21  0.00  24.00  100.00 ― 
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（注）１．株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入し

ております。 

２．当社所有の自己株式8,723千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.14％)は、上記の表に含めてお

りません。 

３．ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）、及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式は、全て当該各社の信託業務

に係る株式であります。 

  

（７）【大株主の状況】

  平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ステートストリートバンクアンド 

トラストカンパニー 

（常任代理人 香港上海銀行   

東京支店） 

米国 マサチューセッツ州 ボストン市 

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 
 23,126 8.33

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
 13,880 5.00

日本マスタートラスト信託銀行  

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号  13,150 4.74

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  9,722 3.50

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号  8,398 3.03

住友生命保険相互会社 

（常任代理人 日本トラスティ・ 

サービス信託銀行株式会社） 

大阪市中央区城見一丁目４番35号 

（東京都中央区晴海一丁目８番11号） 
 4,499 1.62

朝日實業株式会社 名古屋市瑞穂区苗代町12番３号  4,408 1.59

ブラザーグループ従業員持株会 名古屋市瑞穂区苗代町15番１号  4,404 1.59

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号  3,796 1.37

株式会社ニッセイ 愛知県安城市和泉町井ノ上１番地１  3,061 1.10

計 ―  88,448 31.87
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①【発行済株式】 

（注）１.「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,900株（議決権29個）含まれており

ます。 

２.「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、株主名簿上は当社名義であるものの、実質的に所有してい

ない株式が1,000株含まれておりますが、同欄の議決権の数には、当該株式に係る議決権の数10個は含まれ

ておりません。 

  

②【自己株式等】 

（注）１.上記のほか、株主名簿上は当社名義ですが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。 

２.所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

（８）【議決権の状況】

  平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    11,785,300 ― 単元株式数100株 

完全議決権株式（その他） 普通株式   265,496,200  2,654,952 同上 

単元未満株式 普通株式     254,366 ― ― 

発行済株式総数  277,535,866 ― ― 

総株主の議決権 ―  2,654,952 ― 

  平成25年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合 

（％） 

(自己保有株式) 

ブラザー工業㈱ 

名古屋市瑞穂区苗代町 

15番１号 
 8,723,700 ―  8,723,700  3.14

(相互保有株式) 

㈱ニッセイ 

愛知県安城市和泉町井ノ上 

１番地１ 
 3,061,600 ―  3,061,600  1.10

計 ―  11,785,300 ―  11,785,300  4.25
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当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法第238条の規定に基づき、下表の付

与対象者に対し新株予約権を発行する方法によるものであり、平成18年６月23日開催の第114回定時株主総会に

おいて決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次の通りであります。 

（注）１．執行役員については、平成22年２月25日開催の取締役会において付与対象者とすることが決議されておりま

す。 

２．当社が、株式分割(株式無償割当を含む)・株式併合等を行うことにより株式数の変更をすることが適切な場

合、または、合併・会社分割・株式交換・株式移転をする場合、当社は必要と認める株式の数を調整できる

ものとします。 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額１円に各新株予約権の目的である株式の数を

乗じた金額とします。 

（９）【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 平成18年６月23日 

付与対象者の区分及び人数 

取締役、執行役員 

なお、人数等の詳細については、取締役会にて決定す

る。 （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株  

株式の数 取締役については130,000株を上限とする。 （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）３ 

新株予約権の行使期間 
新株予約権の募集事項を決議する新株予約権の割当日の

翌日より30年間 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、原則として当社の取締役、監査役、執

行役員及び理事のいずれの地位をも喪失した日の翌日よ

り１年が経過した日から５年間に限り新株予約権を行使

することができるものとし、その他の新株予約権の行使

の条件については、本新株予約権の発行事項を決定する

取締役会において定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 (注) １．当期間における処理自己株式数には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の売渡及び新株予約権の権利行使による株式は含まれておりません。 

２．当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取り及び売渡並びに新株予約権の権利行使による株式は含まれておりません。 

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式  1,959  1,776,081

当期間における取得自己株式  430  461,897

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
― ― ― ―

その他  

（単元未満株式の売渡請求による売渡）   104  81,500  0 0

（新株予約権の権利行使）  46,800  43,560,764  3,300 3,071,508

保有自己株式数  8,723,744  ―  8,720,874  ― 
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 剰余金の配当等の決定に関する方針につきましては、将来の成長のための投資に必要な内部留保の確保やキャッシ

ュ・フローの状況などを勘案しつつ、経営成績に応じた積極的な利益還元を実施することを基本方針といたしており

ます。連結配当性向30％程度を目標に利益を還元する一方、業績に関わらず継続的な配当を実施するにあたり、株主

資本配当率（DOE）１％程度を配当の下限水準と定めております。 

 当社は、第２四半期末配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、「取締役会の決

議によって、会社法第459条第1項各号に掲げる事項を定めることができる」旨定款に定めております。 

 なお、内部留保につきましては、中長期ビジョン「Global Vision 21」の実現にむけて、主にプリンティング・ア

ンド・ソリューションズ事業や新規事業の開発・育成のための投資に充当し、さらなる成長を目指してまいります。

また、自己株式の取得に関しましては、資本効率の向上を図るために必要と判断した場合には機動的に実施してまい

ります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。  

  

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

３【配当政策】

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

平成24年11月１日 

取締役会決議 
 3,225  12.0

平成25年５月14日 

取締役会決議 
 3,225  12.0

４【株価の推移】

回次 第117期 第118期 第119期 第120期 第121期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

最高（円）  1,657  1,148  1,353  1,264  1,156

最低（円）  420  716  875  830  668

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月 

最高（円）  799  834  928  982  1,017  1,079

最低（円）  685  668  786  889  919  957
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数 
（千株）

代表取締役 

社長＊   小池 利和 昭和30年10月14日生 

昭和54年４月 当社入社

(注４) 23

昭和57年８月 ブラザーインターナショナルコー 
ポレーション(U.S.A.)出向 

平成４年10月 同社取締役

平成12年１月 同社取締役社長

平成16年６月 当社取締役

平成17年１月 ブラザーインターナショナルコー 
ポレーション(U.S.A.)取締役会長 

平成17年４月 当社取締役 常務執行役員  

平成18年４月 当社取締役 専務執行役員  

平成18年６月 当社代表取締役 専務執行役員 

平成19年６月 当社代表取締役社長（現任） 

代表取締役 

専務執行 

役員＊ 

QM推進部、CS

推進部、開発

管理部、知的

財産部、技術

開発部 担当 

兼 技術開発

部長 

石川 茂樹 昭和28年１月18日生 

昭和51年４月 当社入社 

(注４) 28

平成７年６月 当社イメージ機器事業本部 
画像システム事業部製造部長  

平成９年10月 当社画像システム事業部長  

平成12年６月 当社執行役員 インフォメーショ 
ン・アンド・ドキュメント カン 
パニー エグゼクティブバイスプ 
レジデント 

平成14年４月 当社執行役員 インフォメーショ 
ン・アンド・ドキュメント カン 
パニー プレジデント  

平成14年６月 当社取締役 常務執行役員  

平成20年４月 当社取締役 専務執行役員  

平成20年６月 当社代表取締役 専務執行役員 
（現任）  

取締役 

常務執行 

役員＊ 

工業用部品事

業 統 括  兼 

IT戦略推進部 

担当 

長谷川 友之 昭和30年５月16日生 

昭和53年４月 当社入社

(注４) 13

平成12年１月 ブラザーインターナショナル 
（ドイツ）取締役社長 

平成15年４月 当社広報・総務部長

平成16年６月 当社執行役員 

平成21年４月 当社常務執行役員 

平成21年６月 ㈱ニッセイ社外取締役（現任） 

平成25年６月 当社取締役 常務執行役員 
（現任） 

取締役 
  

  
平野 幸久 昭和13年２月25日生 

昭和36年４月 トヨタ自動車工業㈱
（現トヨタ自動車㈱）入社 

(注４) 11

平成元年12月 トヨタモーターマニュファクチャ 
リング(UK)取締役社長 

平成２年９月 トヨタ自動車㈱取締役 兼 
欧州事業部長 

平成９年６月 関東自動車工業㈱取締役社長 

平成10年５月 中部国際空港㈱代表取締役社長 

平成19年６月 同社取締役会長 

平成21年６月 当社取締役（現任） 

平成23年６月 中部国際空港㈱相談役 

平成24年６月 ＫＤＤＩ㈱社外監査役（現任） 

平成25年６月 中部国際空港㈱顧問（現任） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数 
（千株）

取締役   西條 温 昭和17年７月24日生 

昭和40年４月 住友商事㈱入社 

(注４) 6

平成５年６月 同社取締役
米国住友商事会社副社長 

平成９年４月 住友商事㈱常務取締役 

平成13年４月 同社専務取締役
米州総支配人 米国住友商事会社 
社長 

平成14年４月 住友商事㈱取締役副社長 

平成15年４月 同社取締役副社長執行役員 

平成15年６月 同社副社長執行役員 

平成17年４月 住商情報システム㈱(現ＳＣＳＫ

㈱)顧問 

平成17年６月 同社代表取締役会長 

平成21年６月 同社特別顧問 

平成22年６月 (社)日本ケーブルテレビ連盟 
（現（一社）日本ケーブルテレビ 
連盟）理事長(現任） 

住友商事㈱顧問(現任） 

当社取締役(現任） 

取締役   服部 重彦 昭和16年８月21日生 

昭和39年４月 ㈱島津製作所入社 

(注４) 2

平成元年６月 シマヅ サイエンティフィック 
インスツルメンツ インク 
(米国現地法人)社長 

平成５年６月 ㈱島津製作所取締役 

平成９年６月 同社常務取締役 

平成15月６月 同社代表取締役社長 

平成21年６月 同社代表取締役会長(現任) 

平成23年６月 田辺三菱製薬㈱社外取締役(現任) 

平成24年３月 サッポロホールディングス㈱ 
社外取締役(現任) 

平成24年６月 当社取締役(現任) 

平成24年７月 明治安田生命保険（相） 
社外取締役（現任）  

取締役 
  

  
深谷 紘一 昭和18年12月３日生 

昭和41年４月 日本電装㈱(現㈱デンソー)入社 

(注４) 2

平成７年３月 同社取締役 

平成７年４月 ニッポンデンソー・マニュファク

チュアリング・USA(現デンソー・

マニュファクチュアリング・ミシ

ガン)取締役社長 

平成10年６月 ㈱デンソー常務取締役 

平成14年６月 同社専務取締役

平成15年６月 同社代表取締役社長

平成18年１月 ㈱ジェイテクト社外監査役(現任) 

平成20年６月 ㈱デンソー代表取締役副会長 

平成21年６月 同社代表取締役会長

平成24年６月 当社取締役(現任)

平成25年６月 ㈱デンソー相談役(現任) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数 
（千株）

監査役 

常勤 
  成田 正人 昭和29年１月28日生 

昭和51年４月 当社入社 

(注５) 9

平成13年６月 当社人事総務部室長 

平成16年４月 兄弟機械設備（上海）有限公司 
董事長（総経理） 

平成17年３月 兄弟（中国）商業有限公司  
董事長（総経理） 

平成21年４月 当社監査役室長

平成21年６月 当社監査役（現任）

監査役 

常勤 
  高次 正樹 昭和28年８月21日生 

昭和53年４月 ㈱リコー入社

(注５) 9

平成３年４月 当社入社

平成11年10月 当社電子機器事業部SBUブロデュ

ーサー 

平成12年４月 当社パーソナル・アンド・ホーム 

カンパニー 開発部長 

平成14年10月 当社NID開発部長

平成16年６月 当社執行役員

平成20年４月 当社執行役員 パーソナル・アン

ド・ホーム カンパニー プレジデ

ント 

平成25年４月 当社監査役室長

平成25年６月 当社監査役（現任）

監査役 
  

  
松尾 邦弘 昭和17年９月13日生 

昭和43年４月 東京地方検察庁検事

(注６) ―

平成11年12月 法務事務次官

平成14年１月 最高検察庁次長検事

平成15年９月 東京高等検察庁検事長 

平成16年６月 検事総長

平成18年９月 弁護士登録（現任）

平成18年11月 松尾邦弘法律事務所開設 

平成19年６月 トヨタ自動車㈱社外監査役 
（現任） 

平成20年６月 三井物産㈱社外監査役（現任） 

平成21年６月 ㈱小松製作所社外監査役（現任） 

平成23年６月 当社監査役（現任）

平成25年１月 ㈱日本取引所グループ社外取締役

（現任）  
平成25年６月 ㈱セブン銀行社外監査役（現任） 

  ㈱テレビ東京ホールディングス 
社外監査役（現任） 

監査役   海野 隆雄 昭和22年３月22日生 

昭和45年４月 ㈱三井銀行入行

(注６) ―

平成10年６月 ㈱さくら銀行取締役 

平成13年４月 ㈱三井住友銀行常務執行役員 

平成16年６月 さくらカード㈱代表取締役社長 

平成20年12月 長谷川香料㈱取締役兼専務執行役

員（現任） 

平成23年６月 当社監査役（現任）
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 （注）１. ブラザー工業役員持株会における持分を含み、千株未満は切り捨てて表示しております。 

２. 取締役平野幸久、西條温、服部重彦、及び深谷紘一は、社外取締役であります。 

３. 監査役松尾邦弘、海野隆雄、及び丸山弘昭は、社外監査役であります。 

４. 平成25年6月25日開催の定時株主総会の終結の時から1年間 

５. 平成25年6月25日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

６. 平成23年6月23日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

７. 平成24年6月26日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

８. 当社は意思決定の迅速化と取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。執行役員は15

名、グループ執行役員は４名で、上表において＊印を付した取締役３名は執行役員を兼務しております。

取締役３名の他、常務執行役員５名・神谷純、浅井侯序、松本勇美夫、亀之内孝文、佐々木一郎、執行役

員７名・藤井宗高、川那辺祐、鈴木雅彦、三輪祐司、服部親将、若原宏之、久野光康、グループ常務執行

役員３名・片山俊介、石川博、石黒雅、グループ執行役員１名・只雄一で構成されております。 

なお、グループ執行役員は、グループ子会社への出向者を対象とした執行役員であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数 
（千株）

監査役 
  

  
丸山 弘昭 昭和21年３月14日生 

昭和45年４月 日本合成ゴム㈱（現ＪＳＲ㈱） 
入社 

(注７) 1

昭和47年４月 ㈱第一会計計算センター 
（現㈱ダイテック）入社 

昭和49年11月 公認会計士丸山弘昭事務所開設 

昭和56年10月 監査法人伊東会計事務所入所 

  熱田コンピュータサービス㈱ 
（現㈱アタックス）取締役 

昭和60年３月 同社代表取締役（現任） 

平成３年10月 丸山弘昭税理士事務所開設 

平成14年４月 アタックス税理士法人代表社員

（現任） 

平成22年６月 トヨタ車体㈱社外監査役（現任） 

平成24年６月 当社監査役（現任） 

平成25年１月 フジパングループ本社㈱ 
社外監査役（現任） 

計 107
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 当社のコーポレート・ガバナンスの状況は次の通りであります。 

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は経営の基本方針の中で、経営資源の最適化と顧客価値の創造により企業価値を長期的に高めること、さら

に、株主に対する積極的な企業情報の提供により企業の透明性を高めて株主との間に長期的信頼関係を築くことな

どを掲げております。また、順法精神及び倫理観をもって行動することを規範としております。そして、かかる基

本方針の実現と規範の徹底のために組織体制を整備することをグループの重要な課題の一つと捉えております。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しており、取締役の職務執行を監査役が監査していく体制を基本としております。取

締役会、監査役会、会計監査人のほか、役付執行役員を中心に構成される戦略会議、内部監査部門、及び内部統

制とリスク管理体制の充実のための各種委員会を設置しております。 

 また、当社では、社内組織上の執行役員制を設けて、業務執行と監督を分離し、意思決定の迅速化とガバナン

スの強化を図っております。  

②当該会社の機関を採用する理由 

 コーポレート・ガバナンスにおいて外部からの客観的・中立的な経営監視の機能は重要と考えており、多数決

原理に服しない形で経営陣を監視する監査役による監査に加え、経営に対する監督機能の強化を図る仕組みとし

て、複数の独立した取締役による監督がふさわしいと考えており、現状としても取締役のうち過半数を社外取締

役が占めております。 

③会社の機関・内部統制の関係

 

④会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 取締役会は取締役７名(うち社外取締役４名)で構成され、毎月の定例取締役会のほか、必要に応じ開催される

臨時取締役会において、経営上の重要事項の決定と業務執行の監督を行っております。 

 また当社では、社内組織上の執行役員制を設けて、業務執行と監督を分離し、意思決定の迅速化とガバナンス

の強化を図っております。執行役員は取締役もしくは従業員の中から取締役会にて選任され、担当する部門の業

務執行の責任を負います。 

 さらに、役付執行役員を中心に構成される戦略会議を、原則月２回と必要に応じて随時、開催しております。

戦略会議は、社長が議長となって、グループ全般の業務範囲に関する戦略立案及び業務執行の審議を行っており

ます。 

 また、問題の予防や解決のため国内外の弁護士から必要に応じてアドバイスを受けております。 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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⑤リスク管理体制の整備の状況  

 グループのリスク管理体制の整備を行うため、代表取締役社長を委員長としてブラザーグループ全体の重要な

リスクを識別、評価し、適切な対応指示を行う独立した経営管理組織としてリスク管理委員会を設け、内部統制

と危機管理体制の充実を図っています。 

 また、リスク管理委員会を頂点としてコンプライアンス委員会、安全保障貿易委員会、PL委員会、情報管理委

員会、安全衛生防災委員会、環境委員会の６つの委員会をリスク管理委員会の下部組織として設置し、以下の通

りそれぞれの個別リスクに対応しグループの重要なリスクを総合的にマネジメントしていく体制としています。

・コンプライアンス委員会 

 コンプライアンス教育の実施により法令や企業倫理順守の啓発を図るとともに、コンプライアンス相談通報窓

口の設置運営を通じて違反行為の未然防止に取り組んでおります。 

・安全保障貿易委員会 

 輸出貿易管理に関する法規制に基づいて、適切な輸出取引や技術提供の管理にあたっています。また、法改正

時等の重要な案件審議の為の委員会開催や半期ごとの社内監査、グループ会社への指導・教育によって、ブラザ

ーグループ全体の管理水準の維持・向上に努めています。 

・ＰＬ委員会 

 安全な商品作りと迅速かつ適切な製品事故対応に努めております。また、必要に応じ委員会を開催し、製品安

全対応の周知徹底を図っております。 

・情報管理委員会 

 情報漏えいリスク対応等のため、会社に存在する情報及び顧客情報の適切な管理方針を定め、展開していま

す。 

・安全衛生防災委員会 

 従業員の安全や健康の確保、災害の予防及び災害時の被害の最小化を目的として、これらに関する年間計画の

審議、各施策の策定・実施、啓発などの活動を行っております。 

・環境委員会 

 ブラザーグループ全体で取り組まなければならない環境課題に対する施策を審議・決定しています。 

⑥会計監査の状況  

 当社は、会計監査人として有限責任監査法人トーマツと監査契約を結び、会計監査人に対して正しい経営情報

を提供し公正不偏の立場から監査が実施される環境を整備しております。会計監査人は監査役と定期的に会合を

持つ等意見を交換し、連携して監査を行っております。なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、渋

谷英司、後藤隆行であります。また、当社の会計監査に係る補助者は、公認会計士15名、会計士補等５名、その

他９名であります。 

（2）監査役監査及び内部監査の状況 

 監査役会は監査役５名（うち社外監査役３名）で構成されております。監査役は、監査役会で定めた監査基準

に従って、取締役会等の重要会議に出席し意見陳述を行うほか、内部監査部と意見交換を行い、監査役スタッフ

（３名）を用いて業務及び財産の状況を調査するなどして、取締役の職務執行を監査しております。 

 また、当社は社内に内部監査部を設置し、内部監査部（スタッフ７名）は、代表取締役社長の指示により、本

社部門・社内カンパニー・グループ子会社のリスク対応状況を検証し、代表取締役社長・監査役に報告しており

ます。 

 監査役海野隆雄は、金融機関において金融業務経験をもち、長谷川香料株式会社においても事務管理部門管掌

役員を歴任しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。監査役丸山弘昭は、公

認会計士、税理士およびコンサルタントとして長年業務経験をもち、財務および会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。 

（3）社外取締役及び社外監査役 

 当社の社外取締役は４名、社外監査役は３名であります。 

①社外取締役  

 当社社外取締役である平野幸久は、トヨタ自動車株式会社および中部国際空港株式会社の経営に携わった経歴

からの、グローバル企業グループの経営者としての豊富な経験、実績および見識に基づき、当社経営陣から独立

した立場から、当社経営に対する助言、重要事項の決定および当社の業務執行の監督を行っており、社外取締役

に選任しております。 

 当社は平野氏が会長を務める一般社団法人中部産業連盟の会員であり、会費および研修受講費を支払っており

ますが、2012年度における当該支払の総額は200万円以下です。当該取引は、団体の性格、支払金額および性質

等から、同氏の独立性に影響を与えるおそれの無いものであると判断しております。 

 当社社外取締役である西條温は、住友商事株式会社および住商情報システム株式会社（現ＳＣＳＫ株式会社）
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の経営に携わった経歴からの、グローバル企業グループ、ＩＴ企業の経営者としての豊富な経験、実績および見

識に基づき、当社経営陣から独立した立場から、当社の経営に対する助言、重要事項の決定および当社の業務執

行の監督を行っており、社外取締役に選任しております。 

 当社は2012年度において、西條氏が2009年6月まで代表取締役会長を務めていたＳＣＳＫ株式会社よりソフト

ウエアを購入し、保守業務を委託しておりますが、取引金額の総額は1000万円以下です。当該取引は、支払金額

から、同氏の独立性に影響を与えるおそれの無いものであると判断しております 

 当社社外取締役である服部重彦は、株式会社島津製作所の社長として、また同社海外販売拠点において、グロ

ーバル企業グループの経営に携わった経歴からの、豊富な経験、実績および見識に基づき、当社経営陣から独立

した立場から、当社の経営に対する助言、重要事項の決定および当社の業務執行の監督を行っており、社外取締

役に選任しております。 

 当社社外取締役である深谷紘一は、株式会社デンソーの社長として、また同社海外製造拠点において、グロー

バル企業グループの経営に携わった経歴からの、豊富な経験、実績および見識に基づき、当社経営陣から独立し

た立場から、当社の経営に対する助言、重要事項の決定および当社の業務執行の監督を行っており、社外取締役

に選任しております。 

 当社は深谷氏が会長を務める任意団体 東海日中貿易センターの会員であり、会費および広告掲載料を支払っ

ておりますが、2012年度における当該支払の総額は200万円以下です。また、当社は同氏が2010年3月まで会長を

務めていた環境パートナーシップ・CLUB(EPOC)の会員であり、会費を支払っておりますが、2012年度における当

該支払の総額は100万円以下です。これらの取引は、団体の性格、支払金額および性質等から、同氏の独立性に

影響を与えるおそれの無いものであると判断しております。 

 その他、当社との間に人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係はなく、平野幸久、西條温、服部

重彦、深谷紘一は、一般株主と利益相反が生じるおそれの無い社外役員であると判断しております。 

②社外監査役  

 当社社外監査役である松尾邦弘は、法曹としての豊富な経験、実績および見識を有し、また当社の経営陣から

独立した客観的立場にあるため、社外監査役に選任しております。なお、同氏は企業経営に直接関与した経験は

ありませんが、上記の経験、実績および見識により、監査役としての職務を適切に遂行しており、社外監査役に

選任しております。 

 当社社外監査役である海野隆雄は、金融機関において責任ある職歴を歩んだ後、長谷川香料株式会社において

も事務管理部門を管掌する取締役兼専務執行役員を務め、豊富な経験、実績および見識を有し、また当社の経営

陣から独立した客観的立場にあるため、社外監査役に選任しております。 

 当社は海野氏が常務執行役員であった株式会社三井住友銀行からの借入等の取引がありますが、2012年度末に

おける当社グループ連結の借入金残高は10,950百万円です。同氏は退行から約９年以上が経過しており、当該取

引は、同氏の独立性に影響を与えるおそれの無いものであると判断しております。 

 また、同行は当社の主要株主ではなく、当社は同行を含む複数の金融機関と継続的な取引を行っており、これ

らの金融機関からの借入が当社連結総資産に占める割合も非常に少ないため、当社と同行の関係は当社の意思決

定に影響を与えるものではありません。なお、海野氏の就任時点において、同氏を除き同行出身の取締役・監査

役はおりません。 

 当社社外監査役である丸山弘昭は、公認会計士、税理士およびコンサルタントとしての経歴からの財務および

会計分野における豊富な経験、実績および見識を有し、また当社の経営陣から独立した客観的立場にあるため、

社外監査役に選任しております。 

 その他、人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係はなく、松尾邦弘、海野隆雄、丸山弘昭は、当

社の社外監査役として経営陣から独立した立場で職務を遂行しており、一般株主と利益相反が生じるおそれの無

い社外役員であると判断しております。 

 当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針として明確に定めたも

のはございませんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社

外役員としての職務を遂行いただける十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。  

③相互連携および内部統制部門との関係 

 当社は、社外取締役がそれぞれ独立した立場から客観的・中立的な経営監視をおこなうため、その職務遂行に

おいて必要に応じて、監査機能を担う各監査役・内部監査部門・会計監査人と相互に連携をとる体制をとってお

ります。また、当社は社外取締役が取締役会を通して定期的に内部統制部門より連結財務諸表等の財務報告を受

ける体制、並びに、必要に応じて随時報告を受けることができる体制をとっております。 

 当社及び監査役会は、社外監査役がそれぞれ独立した立場から職務遂行をおこなうため、必要に応じて、監査

機能を担う各監査役、内部監査部門・会計監査人と相互に連携をとる体制をとっております。また、当社は社外

監査役が取締役会を通して定期的に内部統制部門より連結財務諸表等の財務報告を受ける体制、並びに、必要に

応じて、随時報告を受けることができる体制をとっております。 
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(4）役員報酬等 

①役員報酬の内容   

（平成24年４月１日から平成25年３月31日までの１年間）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

 ２．株主総会の決議による取締役の報酬限度額は基本報酬額 年額400百万円および株式報酬型ストックオプショ

ンによる報酬額として年額130百万円の合計530百万円であります。（平成18年６月23日開催の第114回定時株主

総会決議） 

 ３．株主総会の決議による監査役の報酬限度額は、年額140百万円であります。（平成18年６月23日開催の第114

回定時株主総会決議） 

 ４．支給額には以下のものも含まれております。 

  ・株式報酬型ストックオプションによる報酬額  

   取締役（社外取締役除く）２名 31百万円  

②役員報酬の方針及び決定方法 

 当社は、役員の明確な経営責任に基づく客観的かつ透明性のある報酬体系を定め、他企業の報酬水準や従業員

の処遇水準も勘案した適正な報酬額の支給を行う方針です。 

 取締役の報酬については、当社所定の取締役報酬規則に基づき算定し、代表取締役社長が決定することとして

おります。 

 当社の取締役の報酬については、全員を対象としている「基本報酬」に加え、社外取締役を除く取締役を対象

としている報酬としての、事業年度ごとの業績に対する成果責任を反映した「業績連動報酬」及び、長期的な企

業価値向上に向けた取り組みと当社株価のベクトルを一致させるための「株式報酬型ストックオプション」から

構成されております。 

 それぞれの報酬の額は、一定の基準額に、役位ごとに定められた係数を乗じて算定している他、「業績連動報

酬」につきましては、前事業年度の業績に対して、当該規則に定めた査定方法により加減して算定しておりま

す。 

 当社の監査役の報酬については、当社所定の監査役報酬規則に基づく「基本報酬」を算定して監査役会で決定

しております。 

 なお、取締役ならびに監査役の「基本報酬」ならびに取締役の「株式報酬型ストックオプション」につきまし

ては年間の報酬枠について、株主総会での承認を受けております。 

区分 支給人員 
支給額 

（百万円） 

報酬等の種類別総額 

基本報酬 

（百万円） 

業績連動報酬 

（百万円） 

株式報酬型 

ストックオプション

（百万円） 

取 締 役 

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

7名 

(4名) 

 

( )

149

31

118 

(31)

 

(－)

－  

(－)

31

監 査 役 

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

5名 

(4名) 

 

( )

48

23

 

( )

48

23

－ 

(－)

－ 

(－)

合 計 

（ う ち 社 外 役 員 ）

12名 

(8名) 

 

( )

197

54

166 

( )54

 

(－)

－  

(－)

31
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(5）株式の保有状況 

①保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

 銘柄数             銘柄 

 貸借対照表計上額の合計額 百万円 

  

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的 

  前事業年度 

   特定投資株式  

  

   みなし保有株式 

（注）貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。 

53

10,103

銘柄 
株式数 

（株） 

貸借対照 

表計上額 

（百万円）

保有目的 

日本ゼオン㈱ 2,365,000  1,813 部品仕入関係の維持 

シチズンホールディングス㈱ 3,053,700  1,600 製造・販売協力関係の維持 

日本電産㈱ 163,500  1,232 部品仕入及び製品販売関係の維持 

ローム㈱ 194,540  794 部品仕入関係の維持 

東邦瓦斯㈱ 1,000,000  488 製品販売関係の維持 

オリンパス㈱ 244,000  330 新技術開発関係の開拓 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 601,040  247 金融総合取引関係の維持 

シーケーディ㈱ 353,800  231 事業関係の開拓 

岡谷鋼機㈱ 260,000  231 部品材料仕入取引及び製品販売関係の維持

MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス㈱ 131,670  223 保険総合取引関係の維持 

オークマ㈱ 320,000  218 製品販売・購入関係の維持 

㈱山善 300,000  207 製品販売・購入関係の維持 

ウシオ電機㈱ 120,300  139 部品仕入関係の維持 

㈱キングジム 209,700  139 製品販売関係の維持 

㈱アイティフォー 430,000  131 事業関係の開拓 

㈱住生活グループ 75,800  131 製品販売関係の維持 

ローランド㈱ 147,200  129 部品仕入関係の維持 

イビデン㈱ 55,400  117 事業関係の開拓 

㈱自重堂 110,880  108 製品販売関係の維持 

㈱リョーサン 59,851  99 部品仕入関係の維持 

日清食品ホールディングス㈱ 29,500  91 物品購入関係の維持 

千代田インテグレ㈱ 87,800  90 部品仕入関係の維持 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 29,272  79 金融総合取引関係の維持 

不二精機㈱ 424,000  53 生産技術の強化 

藤久㈱ 26,700  35 製品販売関係の維持 

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 76,490  20 金融総合取引関係の維持 

ユアサ商事㈱ 110,000  15 製品販売・購入関係の維持 

銘柄 
株式数 

（株） 

貸借対照 

表計上額 

（百万円）

保有目的 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 1,532,400  631 議決権行使を指図する権限 

㈱アイティフォー 1,420,000  434 議決権行使を指図する権限 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 134,300  365 議決権行使を指図する権限 
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  当事業年度 

   特定投資株式  

  

   みなし保有株式 

（注）貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。 

銘柄 
株式数 

（株） 

貸借対照 

表計上額 

（百万円）

保有目的 

日本ゼオン㈱ 2,365,000  2,303 部品仕入関係の維持 

シチズンホールディングス㈱ 3,053,700  1,508 製造・販売協力関係の維持 

日本電産㈱ 163,500  920 部品仕入及び製品販売関係の維持 

ローム㈱ 194,500  671 部品仕入関係の維持 

東邦瓦斯㈱ 1,000,000  613 製品販売関係の維持 

オリンパス㈱ 244,000  539 新技術開発関係の開拓 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 601,100  335 金融総合取引関係の維持 

岡谷鋼機㈱ 260,000  294 部品材料仕入取引及び製品販売関係の維持

MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス㈱ 131,700  272 保険総合取引関係の維持 

シダックス㈱ 500,000  246 製品販売関係の維持 

オークマ㈱ 320,000  222 製品販売・購入関係の維持 

シーケーディ㈱ 353,800  214 事業関係の開拓 

㈱山善 300,000  185 製品販売・購入関係の維持 

㈱アイティフォー 430,000  163 事業関係の開拓 

㈱キングジム 209,700  146 製品販売関係の維持 

㈱LIXILグループ 75,800  140 製品販売関係の維持 

日清食品ホールディングス㈱ 29,500  129 物品購入関係の維持 

ローランド㈱ 147,200  118 部品仕入関係の維持 

ウシオ電機㈱ 120,300  117 部品仕入関係の維持 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 29,272  110 金融総合取引関係の維持 

㈱リョーサン 59,900  108 部品仕入関係の維持 

㈱自重堂 111,000  103 製品販売関係の維持 

千代田インテグレ㈱ 87,800  92 部品仕入関係の維持 

イビデン㈱ 55,400  81 事業関係の開拓 

不二精機㈱ 424,000  46 生産技術の強化 

藤久㈱ 26,700  38 製品販売関係の維持 

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 76,990  34 金融総合取引関係の維持 

銘柄 
株式数 

（株） 

貸借対照 

表計上額 

（百万円）

保有目的 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 1,532,400  855 議決権行使を指図する権限 

㈱アイティフォー 1,420,000  539 議決権行使を指図する権限 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 134,300  506 議決権行使を指図する権限 
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 ③保有目的が純投資目的である投資株式 

  

  

  

(6）責任限定契約の内容の概要 

 当社は、各社外取締役及び各社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円ま

たは法令が定める額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該各社外取締

役または各社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

(7）取締役の定数及び選任の決議要件 

  当社の取締役は、11名以内とする旨定款に定めております。 

 また当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。  

(8）取締役会にて決議できる株主総会決議事項 

 ①剰余金の配当等の決定機関 

  当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とするこ

とにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

 ②自己の株式の取得 

 当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨を定款に定めております。これは、資本効率の向上を図るために必要と判断した場合に機動的

に実施することを目的とするものであります。 

 ③取締役及び監査役の責任免除 

 当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって同法第423条第１項の取締役（取締役で

あったものを含む）及び監査役（監査役であったものを含む）の賠償責任を、法令に定める最低責任限度を控除

して得た額を限度として免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が期待さ

れる役割を十分に発揮できるようにすることを目的とするものであります。 

(9）株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。 

  

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

  

前事業年度 

（百万円） 
当事業年度（百万円） 

貸借対照表計 

上額の合計額 

貸借対照表計 

上額の合計額 

受取配当金 

の合計額 

売却損益 

の合計額 

評価損益 

の合計額 

非上場株式 - - - - - 

上記以外の株式  2,050 -  43  1,683 - 

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  51  12  48  9

連結子会社  36  1  59  3

計  88  13  108  12
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②【その他重要な報酬の内容】 

  該当事項はありません。  

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

  非監査業務に基づく報酬には、前連結会計年度において国際財務報告基準導入に関する助言・指導業務等の対

価、当連結会計年度においてM&Aに関する財務調査業務等の対価が含まれています。  

  

④【監査報酬の決定方針】 

  該当事項はありません。  
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１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３

月31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、

有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。  

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、会社の財政状態及び経営成績に関し、真実の報告を行う体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し情報収集に努めるとともに、監査法人の主催するセミナー等に定期的に参加し、会計基

準等の内容把握に努めております。 

  

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 59,536 52,320

受取手形及び売掛金 65,634 80,418

有価証券 881 10,004

たな卸資産 ※1  76,483 ※1  87,679

繰延税金資産 9,419 8,548

その他 15,539 11,137

貸倒引当金 △1,448 △1,555

流動資産合計 226,047 248,554

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※4  30,289 ※4  38,388

機械装置及び運搬具（純額） 10,944 15,380

工具、器具及び備品（純額） 14,064 14,293

土地 ※4  11,495 ※4  14,078

その他（純額） 3,151 6,447

有形固定資産合計 ※2  69,945 ※2  88,588

無形固定資産   

のれん 6,398 5,253

その他 13,517 14,429

無形固定資産合計 19,915 19,682

投資その他の資産   

投資有価証券 ※3  29,072 ※3  38,612

長期貸付金 753 1,480

繰延税金資産 1,901 1,880

前払年金費用 11,770 10,849

その他 ※3  20,372 ※3  20,530

貸倒引当金 △8,873 △8,684

投資その他の資産合計 54,997 64,668

固定資産合計 144,858 172,940

資産合計 370,906 421,494
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 35,978 32,107

短期借入金 4,466 6,524

1年内償還予定の社債 15,000 －

未払費用 24,595 24,633

未払法人税等 2,592 2,998

繰延税金負債 157 616

賞与引当金 8,160 7,921

役員賞与引当金 18 －

製品保証引当金 4,277 3,901

著作権費用引当金 834 918

資産除去債務 29 13

その他 21,368 27,419

流動負債合計 117,478 107,054

固定負債   

長期借入金 500 12,700

繰延税金負債 4,935 4,288

退職給付引当金 6,980 8,671

役員退職慰労引当金 105 407

資産除去債務 943 1,025

その他 ※4  8,536 ※4  8,577

固定負債合計 22,001 35,670

負債合計 139,480 142,724

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,209 19,209

資本剰余金 16,151 16,463

利益剰余金 243,725 255,639

自己株式 △11,672 △12,971

株主資本合計 267,413 278,341

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,176 2,344

繰延ヘッジ損益 △184 △443

為替換算調整勘定 △38,404 △17,405

その他の包括利益累計額合計 △36,412 △15,503

新株予約権 420 458

少数株主持分 3 15,473

純資産合計 231,425 278,769

負債純資産合計 370,906 421,494
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 497,390 516,066

売上原価 ※1, ※2  280,689 ※1, ※2  300,006

売上総利益 216,700 216,060

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  182,517 ※2, ※3  186,284

営業利益 34,183 29,775

営業外収益   

受取利息 896 901

受取配当金 278 550

為替差益 828 －

持分法による投資利益 387 160

デリバティブ評価益 136 －

その他 771 910

営業外収益合計 3,299 2,522

営業外費用   

支払利息 615 451

為替差損 － 1,613

売上割引 2,060 2,085

デリバティブ評価損 － 4,625

その他 455 378

営業外費用合計 3,130 9,153

経常利益 34,351 23,144

特別利益   

固定資産売却益 ※4  349 ※4  261

投資有価証券売却益 23 1,723

子会社清算益 426 261

受取補償金 596 288

負ののれん発生益 － 7,194

その他 169 67

特別利益合計 1,566 9,797

特別損失   

固定資産売却損 ※5  77 ※5  29

固定資産除却損 ※6  817 ※6  402

減損損失 ※7  608 ※7  268

子会社清算損 － 125

リース解約損 202 －

段階取得に係る差損 － 3,843

その他 103 326

特別損失合計 1,810 4,995

税金等調整前当期純利益 34,107 27,946

法人税、住民税及び事業税 8,857 8,762

法人税等調整額 5,725 1,325

法人税等合計 14,582 10,088

少数株主損益調整前当期純利益 19,525 17,857

少数株主利益 0 30

当期純利益 19,525 17,826
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【連結包括利益計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 19,525 17,857

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △308 168

繰延ヘッジ損益 △93 △258

為替換算調整勘定 △2,143 20,861

持分法適用会社に対する持分相当額 40 40

その他の包括利益合計 ※  △2,505 ※  20,811

包括利益 17,019 38,668

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 17,019 38,597

少数株主に係る包括利益 0 71
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 19,209 19,209

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,209 19,209

資本剰余金   

当期首残高 16,156 16,151

当期変動額   

自己株式の処分 △5 312

当期変動額合計 △5 312

当期末残高 16,151 16,463

利益剰余金   

当期首残高 230,351 243,725

当期変動額   

剰余金の配当 △6,450 △6,450

当期純利益 19,525 17,826

連結範囲の変動 298 538

当期変動額合計 13,373 11,914

当期末残高 243,725 255,639

自己株式   

当期首残高 △11,688 △11,672

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △1,704

自己株式の処分 26 405

当期変動額合計 15 △1,298

当期末残高 △11,672 △12,971

株主資本合計   

当期首残高 254,029 267,413

当期変動額   

剰余金の配当 △6,450 △6,450

当期純利益 19,525 17,826

自己株式の取得 △10 △1,704

自己株式の処分 20 717

連結範囲の変動 298 538

当期変動額合計 13,384 10,927

当期末残高 267,413 278,341
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 2,445 2,176

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △268 168

当期変動額合計 △268 168

当期末残高 2,176 2,344

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △90 △184

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △93 △258

当期変動額合計 △93 △258

当期末残高 △184 △443

為替換算調整勘定   

当期首残高 △36,261 △38,404

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,143 20,999

当期変動額合計 △2,143 20,999

当期末残高 △38,404 △17,405

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △33,906 △36,412

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,505 20,908

当期変動額合計 △2,505 20,908

当期末残高 △36,412 △15,503

新株予約権   

当期首残高 338 420

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 81 38

当期変動額合計 81 38

当期末残高 420 458

少数株主持分   

当期首残高 7 3

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 15,469

当期変動額合計 △3 15,469

当期末残高 3 15,473
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 220,468 231,425

当期変動額   

剰余金の配当 △6,450 △6,450

当期純利益 19,525 17,826

自己株式の取得 △10 △1,704

自己株式の処分 20 717

連結範囲の変動 298 538

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,427 36,416

当期変動額合計 10,956 47,344

当期末残高 231,425 278,769
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 34,107 27,946

減価償却費 23,069 24,476

減損損失 608 268

のれん償却額 1,687 1,418

貸倒引当金の増減額（△は減少） 913 1,443

退職給付引当金の増減額（△は減少） △490 429

製品保証引当金の増減額（△は減少） △982 178

子会社清算損益（△は益） － △136

受取利息及び受取配当金 △1,175 △1,451

支払利息 615 451

為替差損益（△は益） 797 △2,420

デリバティブ評価損益（△は益） △136 4,625

持分法による投資損益（△は益） △387 △160

固定資産除売却損益（△は益） 545 170

投資有価証券売却損益（△は益） △6 △1,723

受取補償金 △596 △288

負ののれん発生益 － △7,194

段階取得に係る差損益（△は益） － 3,843

売上債権の増減額（△は増加） △3,149 △4,500

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,423 2,333

仕入債務の増減額（△は減少） 2,327 △6,673

未払費用の増減額（△は減少） 1,487 △1,729

その他 170 △1,274

小計 53,979 40,030

利息及び配当金の受取額 1,433 1,623

利息の支払額 △614 △489

補償金の受取額 500 385

法人税等の支払額 △15,971 △8,815

営業活動によるキャッシュ・フロー 39,327 32,734

2013/06/25 18:24:5912878368_有価証券報告書_20130625182438

- 66 -



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 300 1,300

有形固定資産の取得による支出 △21,129 △24,941

有形固定資産の売却による収入 1,113 1,080

無形固定資産の取得による支出 △6,026 △5,723

無形固定資産の売却による収入 3 －

投資有価証券の取得による支出 △67 △2,170

投資有価証券の売却による収入 256 2,660

関係会社株式の取得による支出 △1,929 △6,617

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出 － ※2  △7,010

子会社の清算による収入 757 －

関係会社出資金の払込による支出 △2,462 －

長期貸付金の回収による収入 10 12

その他 △1,583 △361

投資活動によるキャッシュ・フロー △30,758 △41,771

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,189 4,532

長期借入れによる収入 250 12,200

社債の償還による支出 △500 △15,000

リース債務の返済による支出 △3,226 △1,700

自己株式の増減額（△は増加） △1 5

配当金の支払額 △6,450 △6,450

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,117 △6,413

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,614 10,569

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,163 △4,882

現金及び現金同等物の期首残高 65,100 58,731

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 794 1,209

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  58,731 ※1  55,059
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１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  60社 

主要な連結子会社の名称 

ブラザー販売㈱、ブラザーインターナショナル㈱、ブラザーインターナショナルコーポレーション

（U.S.A.）、ブラザーインダストリーズ（U.S.A.）、ブラザーインダストリーズ（U.K.）、ブラザーイ

ンターナショナルヨーロッパ、兄弟亞洲有限公司、㈱エクシング 

なお、連結財務諸表に及ぼす重要性が増したため、当連結会計年度よりブラザーロジテック㈱、三重ブ

ラザー精機㈱、ブラザーインダストリーズ（スロバキア）、ブラザーインダストリーズサイゴン、美音

美国際貿易（上海）有限公司、㈱BMBインターナショナルを連結の範囲に含めております。また、前連結

会計年度において持分法適用会社であった㈱ニッセイは、株式の追加取得により、当連結会計年度より

連結子会社に含めております。 

前連結会計年度において子会社でありましたブラザースウェーデン、ブラザーノルウェーは清算したた

め、連結の範囲から除外しております。  

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

ブラザーインターナショナル（南アフリカ）、ブラザーインダストリーズフィリピン 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社の数  ５社 

主要な会社名 

昭和精機㈱ 

(2）持分法を適用していない非連結子会社（ブラザーインターナショナル（南アフリカ）他）及び関連会社

に対する投資については、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に関し

て、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、持分法を適用せず原価法により評価しておりま

す。 

(3）前連結会計年度において、持分法適用会社であったブラザーロジテック㈱、三重ブラザー精機㈱は、連

結財務諸表に及ぼす重要性が増したため、当連結会計年度より連結子会社としております。 

また、㈱ニッセイは、当社が同社株式を追加取得し連結子会社となったため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

ブラザーインターナショナル（メキシコ）、ブラザーインターナショナルコーポレーション（ブラジル）、

ブラザーインターナショナルコーポレーション（チリ）、ブラザーロシア、珠海兄弟工業有限公司、兄弟機

械（西安）有限公司、兄弟工業（深圳）有限公司、兄弟高科技（深圳）有限公司、兄弟（中国）商業有限公

司、兄弟機械商業（上海）有限公司、及び美音美国際貿易（上海）有限公司の決算日は12月31日であり、連

結決算日と異なります。これら連結子会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

(イ）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

当社及び製造連結子会社は主に総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
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づく簿価切下げの方法）により、販売連結子会社においては総平均法または先入先出法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

主に定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ４～12年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

主に定額法を採用しております。なお、償却年数については、主に法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

③リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日以前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

期末現在に有する債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒実績率による計算額を計上しているほか、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しておりま

す。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充当するため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充当するため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

④製品保証引当金 

販売製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、将来発生すると見込まれるアフターサービス費

用見込額を過去の実績を基礎として計上しております。 

⑤著作権費用引当金 

通信・プリンティング機器において、将来の著作権費用の支出に備えるため、当該費用見込額を計上し

ております。 

⑥退職給付引当金 

当社、国内子会社及び一部の在外子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。過去勤務債務は、主としてそ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間による按分額を定額法により費用処理しております。数理計算上

の差異については、主として各連結会計年度の発生時における各社の従業員の平均残存勤務期間による

按分額を、定額法によりそれぞれ発生年度の翌連結会計年度から費用処理しております。 

⑦役員退職慰労引当金 

国内連結子会社の一部は、役員の退職金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額相当額を計上し

ております。 

(4）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含

めて計上しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段       ヘッジ対象 

為替予約取引      外貨建予定取引 

③ヘッジ方針 

為替予約取引に関しては、外貨建取引に係る将来の為替変動リスクを回避するためのものであります。

④ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引に関しては、ヘッジ手段とヘッジ対象における通貨、期日等の重要な条件が同一であり、
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かつヘッジ期間を通じて相場変動またはキャッシュ・フロー変動を相殺していると想定することができ

るため、ヘッジの有効性の評価は省略しております。 

(6）のれん償却方法及び償却期間 

のれんの償却方法については、効果の発現する見積期間を償却年数とし、定額法により償却しておりま

す。ただし、金額的重要性が乏しいものについては、当該勘定が生じた連結会計年度の損益として処理し

ております。 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資であります。 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。 

②連結納税制度の適用 

当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。  

(減価償却方法の変更) 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の減価償却費が232百万円減少し、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益はそれぞれ231百万円増加しております。 

  

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日） 

  

(1）連結貸借対照表上での取扱い 

 数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整した上で認識

し、積立状況を示す額を負債又は資産として計上する方法に改正されました。また、退職給付見込額の期間帰

属方法について、期間定額基準のほか給付算定式基準の適用が可能となったほか、割引率の算定方法が改正さ

れました。 

  

(2）適用予定日 

 平成26年３月期の年度末に係る連結財務諸表から適用します。ただし、退職給付見込額の期間帰属方法の改

正については、平成27年３月期の期首から適用します。なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定めら

れているため、過去の期間の財務諸表に対しては遡及適用しません。 

  

(3）当該会計基準等の適用による影響 

 「退職給付に関する会計基準」等の適用により、当社グループの連結財務諸表に重要な影響を及ぼす見込み

です。連結貸借対照表においては、主として数理計算上の差異を発生時に認識するため純資産が変動する見込

みですが、影響額については現時点で評価中であります。  

  

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めて掲記しておりました「投資有価証券売却益」

は金額的重要性が増したため、当連結会計年度においては独立掲記しております。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別利益」の「その他」に表示していた193百万円

は、「投資有価証券売却益」23百万円、「その他」169百万円として組み替えております。 

  

 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別損失」の「投資有価証券売却損」は金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「投資有価証券売却損」に表示していた17百万円

は、「その他」として組み替えております。  

（会計方針の変更）

（未適用の会計基準等）

（表示方法の変更）
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

  

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。 

  

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

※４ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

担保付債務は、次のとおりであります。 

  

５ 偶発債務 

顧客のリース会社に対する債務に対し、債務保証を行っております。 

  

（会計上の見積りの変更）

（追加情報）

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

商品及び製品 百万円 51,960 百万円 57,482

仕掛品  7,936  10,116

原材料及び貯蔵品  16,586  20,080

計  76,483  87,679

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

有形固定資産の減価償却累計額 百万円 149,833 百万円 160,309

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

投資有価証券（株式） 百万円 16,071 百万円 14,051

投資有価証券（その他の関係会社有価証券）  591  828

投資その他の資産 その他（出資金）  3,247  1,467

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

建物及び構築物 百万円 214 百万円 201

土地  123  123

計  337  324

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

固定負債のその他 百万円 104 百万円 52

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

顧客の割賦保証債務 百万円 212 百万円 53
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※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。 

    

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。 

   

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

   

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

百万円1,032 百万円141

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

百万円39,232 百万円37,514

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

販売促進費  百万円32,053 百万円32,851

荷造運搬費   11,598  10,974

広告宣伝費   17,594  18,561

製品保証引当金繰入額   341  636

給与・賞与等   44,112  46,943

賞与引当金繰入額   5,797  5,691

役員賞与引当金繰入額   18 ― 

退職給付費用   3,022  3,536

役員退職慰労引当金繰入額   21  101

貸倒引当金繰入額  184  363

減価償却費   7,761  7,689

のれん償却額  1,687  1,418

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物 百万円0   百万円 57

土地  296    155

その他  52    48

計  349    261

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物 百万円42   百万円 0

機械装置及び運搬具  16    9

土地  8   ― 

その他  10    19

計  77    29
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※６ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

※７ 減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

  

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  

 当社グループは事業用資産については管理会計上の区分ごとに、賃貸用資産及び遊休資産については個々の物件

単位でグルーピングを行っております。 

 事業用資産についてカラオケ店舗の収益性低下のため 百万円（有形固定資産のその他 百万円、建物及び構

築物 百万円、土地 百万円、工具、器具及び備品 百万円、無形固定資産のその他 百万円）、賃貸用資産につ

いて不動産価格の下落等により 百万円（建物及び構築物 百万円、土地 百万円）、遊休資産について将来の使

用が見込まれなくなった事等により 百万円（有形固定資産のその他 百万円、土地 百万円、無形固定資産

のその他 百万円、建物及び構築物 百万円、工具、器具及び備品 百万円）の減損損失を特別損失に計上しまし

た。 

 なお、当該各資産の回収可能価額は、事業用資産については使用価値または正味売却価額、賃貸用資産及び遊休

資産については正味売却価額により測定しております。なお、使用価値は将来キャッシュ・フローを ％で割り

引いて算定し、正味売却価額は売却予定価額から処分費用見込額を差し引いて算定しております。 

 また、当該資産は主にネットワーク・アンド・コンテンツ事業にかかるものであります。 

  

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物 百万円153   百万円 167

機械装置及び運搬具  191    76

工具、器具及び備品  294    132

有形固定資産のその他  156    0

無形固定資産のその他  21    25

計  817    402

用途 種類 場所 

事業用資産  

建物及び構築物 
工具、器具及び備品  
土地 
有形固定資産のその他 
無形固定資産のその他  

神奈川県鎌倉市他 

賃貸用資産  
建物及び構築物 

土地  
東京都世田谷区  

遊休資産  

建物及び構築物 
工具、器具及び備品  
土地 
有形固定資産のその他 
無形固定資産のその他  

大阪市住吉区他  

259 133

90 27 7 1

46 41 4

302 103 86

71 33 7

8.1
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

  

 当社グループは事業用資産について管理会計上の区分ごとにグルーピングを行っております。 

 事業用資産についてカラオケ店舗の収益性低下等のため 百万円（建物及び構築物 百万円、有形固定資産の

その他 百万円、投資その他の資産のその他 百万円、土地 百万円、工具、器具及び備品 百万円）の減損損失を

特別損失に計上しました。 

 なお、当該各資産の回収可能価額は、使用価値または正味売却価額により測定しております。なお、使用価値は

将来キャッシュ・フローを ％で割り引いて算定し、正味売却価額は売却予定価額から処分費用見込額を差し

引いて算定しております。 

 また、当該資産は主にネットワーク・アンド・コンテンツ事業にかかるものであります。 

  

   
※その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

用途 種類 場所 

事業用資産  

建物及び構築物 
工具、器具及び備品  
土地 
有形固定資産のその他 
投資その他の資産のその他  

兵庫県明石市他 

268 161

94 5 3 3

12.6

（連結包括利益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

その他有価証券評価差額金： 

当期発生額 百万円 △740 百万円 2,750

組替調整額  △1  △1,851

税効果調整前  △741  898

税効果額  432  △730

その他有価証券評価差額金  △308  168

繰延ヘッジ損益：     

当期発生額  2,773  △2,903

組替調整額  △2,916  2,487

税効果調整前  △143  △415

税効果額  49  156

繰延ヘッジ損益  △93  △258

為替換算調整勘定：     

当期発生額  △2,143  21,090

組替調整額 -  △228

為替換算調整勘定  △2,143  20,861

持分法適用会社に対する持分相当額：     

当期発生額  40  40

その他の包括利益合計  △2,505  20,811
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前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加13千株は、単元未満株式の買取による増加２千株、持分法適用

会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分11千株であります。 

       ２．普通株式の自己株式の株式数の減少34千株は、ストック・オプションの行使による減少27千株、単

元未満株式の買増による減少０千株、持分法適用会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属

分６千株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  277,535 ― ―  277,535

合計  277,535 ― ―  277,535

自己株式                        

普通株式（注）１、２  9,887  13  34  9,866

合計  9,887  13  34  9,866

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
― ― ― ― ―  420

合計 ― ― ― ― ―  420

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年５月13日 

取締役会 
普通株式 3,224  12.0 平成23年３月31日 平成23年６月２日

平成23年10月31日 

取締役会 
普通株式 3,225  12.0 平成23年９月30日 平成23年11月29日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成24年５月17日 

取締役会 
普通株式  3,225  利益剰余金  12.0 平成24年３月31日 平成24年６月５日
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,159千株は、単元未満株式の買取による増加１千株、持分法

適用会社から連結子会社への移行に伴う増加1,125千株、持分法適用会社が取得した自己株式（当

社株式）の当社帰属分31千株であります。 

       ２．普通株式の自己株式の株式数の減少99千株は、ストック・オプションの行使による減少46千株、単

元未満株式の買増による減少０千株、持分法適用会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属

分53千株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  
当連結会計年度期
首株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  277,535 ― ―  277,535

合計  277,535 ― ―  277,535

自己株式                        

普通株式（注）１、２  9,866  1,159  99  10,925

合計  9,866  1,159  99  10,925

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
― ― ― ― ―  458

合計 ― ― ― ― ―  458

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年５月17日 

取締役会 
普通株式 3,225  12.0 平成24年３月31日 平成24年６月５日

平成24年11月１日 

取締役会 
普通株式 3,225  12.0 平成24年９月30日 平成24年11月29日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成25年５月14日 

取締役会 
普通株式  3,225  利益剰余金  12.0 平成25年３月31日 平成25年６月４日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

現金及び預金勘定 59,536百万円 52,320百万円

投資信託 406  4,686  

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,211  △1,947  

現金及び現金同等物 58,731  55,059  
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※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに㈱ニッセイを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、並びに株式の

取得価額と取得による支出（純額）との関係は次のとおりです。 

  

   

  

 流動資産 15,686百万円 

 固定資産 28,799     

 流動負債 △1,759     

 固定負債 △1,326     

 少数株主持分 △16,493     

 負ののれん発生益 △7,194     

 段階取得に係る差損 3,843     

 支配獲得時までの取得価額 △10,235     

 株式の取得価額 11,319     

 現金及び現金同等物 △4,308     

 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △7,010     
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（借主側） 
１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 
①  リース資産の内容 

有形固定資産 
主として通信カラオケ事業における店舗内設備、カラオケ機器(「建物及び構築物」、「機械装置及び運搬

具」、「工具、器具及び備品」)であります。 
②  リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項  （2）重要な減価償却
資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  
 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリ
ース取引については、重要性が乏しいため開示を省略しております。 

   
  
２．オペレーティング・リース取引 
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

（貸主側） 
１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に
ついては、重要性が乏しいため開示を省略しております。 

  
２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

   

（リース取引関係）

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

１年内  1,210  1,596

１年超  2,509  8,453

合計  3,720  10,049

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
１年内  7  8
１年超  30  41
合計  37  49
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１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

  当社グループは、資金運用については流動性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金は銀行借入によ

り調達しております。また、設備投資計画に照らして、必要な資金を長期借入金により調達しております。

デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業

を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則

として外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて為替予約取引と通貨オプション取引を利用して

ヘッジしております。 

 有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。またその一部に

は、原材料等の仕入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。 

 借入金は主に運転資金に係る資金調達であります。借入金のうち長期のものは固定金利で調達しておりま

す。長期借入金は主にニッセイ株式取得に係る資金調達です。 

 デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした

為替予約取引と通貨オプション取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッ

ジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 (5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、経理規程に従い、営業債権について取引先ごとの期日及び残高を管理するとともに、財務状況の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社グループの経理規

程に準じて、同様の管理を行っております。 

 満期保有目的の債券は、資金運用規程に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは

僅少でありますが、市場環境により保有する債権の格付が下がり、信用リスクが増加する可能性がありま

す。 

  デリバティブ取引については、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信用力の高い金融機関と

のみ取引を行っております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リ

スクに対して、原則として為替予約取引と通貨オプション取引を利用してヘッジしており、為替デリバティ

ブ締結時点で１年先の出荷予定までをヘッジ対象としております。 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、担当部

署が決裁担当者の承認を得て行っております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理  

 当社グループでは、各社が定期的に資金繰計画を作成するなどの方法により、流動性リスクを管理してお

ります。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデ

リバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すも

のではありません。 

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

  

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

(※1)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(※2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

(※1)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(※2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

  

  
連結貸借対照表計上額

（百万円）  
時価 （百万円） 差額 （百万円） 

 （1） 現金及び預金  59,536  59,536  ― 

 （2） 受取手形及び売掛金  65,634  65,634  ― 

 （3） 有価証券及び投資有価証券 

      ①満期保有目的の債券  525  527 2

     ②その他有価証券  11,897  11,897 ― 

 （4） 長期貸付金 

(1年内回収予定の長期貸付金を含む） 
 761  

      貸倒引当金（※1）  △584

   176  172 △4

  資産計  137,770  137,768 △2

 （5） 支払手形及び買掛金  35,978  35,978 ― 

 （6） 短期借入金  4,466  4,466 ― 

 （7） 1年内償還予定の社債  15,000  15,072 72

 （8） 未払法人税等  2,592  2,592 ― 

 （9） 長期借入金  500  504 4

  負債計  58,537  58,613 76

 デリバティブ取引（※2）  △787  △787 ― 

  
連結貸借対照表計上額

（百万円）  
時価 （百万円） 差額 （百万円） 

 （1） 現金及び預金  52,320  52,320 ― 

 （2） 受取手形及び売掛金  80,418    80,418 ― 

 （3） 有価証券及び投資有価証券 

      ①満期保有目的の債券  5,159  5,285 126

     ②その他有価証券  27,342  27,342 ― 

 （4） 長期貸付金 

(1年内回収予定の長期貸付金を含む） 
 1,505

      貸倒引当金（※1）  △473

   1,031  1,041 10

  資産計  166,272  166,408 136

 （5） 支払手形及び買掛金  32,107  32,107 ― 

 （6） 短期借入金            6,524  6,524 ― 

 （7） 未払法人税等  2,998  2,998 ― 

 （8） 長期借入金  12,700    12,711 11

  負債計  54,330    54,341 11

 デリバティブ取引（※2）  △6,602  △6,602 ― 
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(3）有価証券及び投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から

提示された価格によっております。なお、MMF等の公社債投資信託は、短期間で決済されるため、時価は

帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4）長期貸付金（一年内回収予定の長期貸付金を含む） 

 当社グループでは、長期貸付金の時価算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分

ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で

割り引いた現在価値によっております。一部の連結子会社では、回収可能性を反映した元利金の受取見込

額を残存期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値によっております。 

負 債 

(5）支払手形及び買掛金、(6)短期借入金、並びに(7)未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(8)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を当該借入金の残余期間及び、当社グループの信用リス

クを加味した利率で割り引いた現在価値によっております。  

デリバティブ取引 

  注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。 

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品  

(単位：百万円)

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

  

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

   

区分 
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

 非上場株式  16,801  14,974

 投資事業有限責任組合等への出資  730  1,142

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 

５年以内 

（百万円）

５年超 

10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円）

 預金 55,925 ―  ―   ― 

 受取手形及び売掛金 65,634 ―   ―   ― 

 有価証券及び投資有価証券 

   満期保有目的の債券                     

 （1） 国債・地方債等 100 50 ―  ― 

 （2） 社債 375 ―  ―  ― 

   その他有価証券のうち満期があるもの               

 （1） その他 420 ―  ―  ― 

 長期貸付金 8 20 ―  732

合計 122,464 70 ―  732
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当連結会計年度（平成25年３月31日） 

   

４. 社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 

５年以内 

（百万円）

５年超 

10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円）

 預金  48,962 ―  ―  ― 

 受取手形及び売掛金 80,418 ―  ―  ― 

 有価証券及び投資有価証券 

   満期保有目的の債券                    

 （1） 国債・地方債等 249 105 ―  ― 

 （2） 社債 ―  ―   3,588 1,215

   その他有価証券のうち満期があるもの               

 （1） 社債 5,068 5,008 ―  ― 

 長期貸付金 25 257  554 669

合計 134,724 5,370  4,142 1,884

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
２年以内 

（百万円） 

２年超 
３年以内 

（百万円） 

３年超 
４年以内 

（百万円） 

４年超 
５年以内 

（百万円） 

５年超 
（百万円） 

短期借入金  4,466 ― ― ― ― ― 

社債  15,000 ― ― ― ― ― 

長期借入金 ― ― ― ― ―  500

合計  19,466 ― ― ― ―  500

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
２年以内 

（百万円） 

２年超 
３年以内 

（百万円） 

３年超 
４年以内 

（百万円） 

４年超 
５年以内 

（百万円） 

５年超 
（百万円） 

短期借入金  6,524 ― ― ― ― ― 

長期借入金 ― ― 12,000 ―  250  450

合計  6,524 ― 12,000 ―  250  450
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１．満期保有目的の債券 

  前連結会計年度（平成24年３月31日） 

  当連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

（有価証券関係）

  種類  
連結貸借対照表 

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの  

(1）国債・地方債等  150  151  1

(2）社債  375  375  0

(3）その他  ―  ―  ―

小計  525  527  2

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等  ―  ―  ―

(2）社債  ―  ―  ―

(3）その他  ―  ―  ―

小計  ―  ―  ―

合計   525  527  2

  種類  
連結貸借対照表 

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの  

(1）国債・地方債等  354  355  0

(2）社債  3,288  3,418  129

(3）その他  ―  ―  ―

小計  3,643  3,774  130

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等  ―  ―  ―

(2）社債  1,515  1,511  △4

(3）その他  ―  ―  ―

小計  1,515  1,511  △4

合計   5,159  5,285  126
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２．その他有価証券 

  前連結会計年度（平成24年３月31日） 

（注）１．非上場株式、投資事業有限責任組合等への出資、投資信託（連結貸借対照表計上額 869百万円）につ

いては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他

有価証券」には含めておりません。 

２．原則として、市場価格のある有価証券で期末の時価が取得価額に対し50％以上下落している場合は全

て減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、回復可能性を総合的に勘案し、必要と認め

られた額について減損処理を行うこととしております。差額は当連結会計年度の損失として処理する

こととしております。 

  

  種類  
連結貸借対照表 

計上額（百万円）
取得原価 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの  

(1）株式  7,656  3,762  3,894

(2）債券        

① 国債・地方債等  ―  ―  ―

② 社債  ―  ―  ―

③ その他  ―  ―  ―

(3）その他  ―  ―  ―

小計  7,656  3,762  3,894

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式  3,819  4,593  △773

(2）債券       

① 国債・地方債等  ―  ―  ―

② 社債  ―  ―  ―

③ その他  ―  ―  ―

(3）その他  420  420  ―

小計  4,240  5,014  △773

合計   11,897  8,776  3,120
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  当連結会計年度（平成25年３月31日） 

（注）１．非上場株式、投資事業有限責任組合等への出資、投資信託（連結貸借対照表計上額 1,235百万円）に

ついては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その

他有価証券」には含めておりません。 

２．原則として、市場価格のある有価証券で期末の時価が取得価額に対し50％以上下落している場合は全

て減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、回復可能性を総合的に勘案し、必要と認め

られた額について減損処理を行うこととしております。差額は当連結会計年度の損失として処理する

こととしております。 

  

３．売却したその他有価証券 

  前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

     

  当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

     

  種類  
連結貸借対照表 

計上額（百万円）
取得原価 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの  

(1）株式  6,761  3,308  3,452

(2）債券        

① 国債・地方債等  ―  ―  ―

② 社債  4,921  4,832  88

③ その他  ―  ―  ―

(3）その他  910  744  165

小計  12,593  8,886  3,706

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式  4,891  6,052  △1,161

(2）債券       

① 国債・地方債等  ―  ―  ―

② 社債  5,155  5,172  △16

③ その他  ―  ―  ―

(3）その他  4,702  4,702  ―

小計  14,748  15,926  △1,178

合計   27,342  24,813  2,528

種類 売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1) 株式  130  20  △17

(2) 債券   ―  ―  ―

(3) その他   126  3  ―

合計   256  23  △17

種類 売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1) 株式  2,660  1,723  △0

(2) 債券   ―  ―  ―

(3) その他   ―  ―  ―

合計   2,660  1,723  △0
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１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(1)通貨関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

（注）１．時価の算定方法 

（為替予約取引）為替相場は先物為替相場を使用しております。 

（通貨オプション取引）取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。  

２．オプション取引については、契約額の下に（ ）書きでオプション料を内書きしております。 

  

（デリバティブ取引関係）

区分 取引の種類 契約額等
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

市場取引以外の取引 

為替予約取引                     

売建                     

米ドル 1,760 ―  4 4

ユーロ 3,008 ―  △44 △44

英ポンド 311 ―  △17 △17

タイバーツ 329 ―  1 1

日本円 20,742 ―  △66 △66

メキシコペソ 684 ―  △30 △30

韓国ウォン 159 ―  △0 △0

インドネシアルピア 249 ―  △4 △4

台湾ドル 71 ―  0 0

インドルピー 131 ―  △0 △0

フィリピンペソ 274 ―  △0 △0

買建                     

米ドル 1,855 ―  23 23

ユーロ 21 ―  △0 △0

通貨オプション取引                     

売建 

 コール  
                    

 ユーロ 
55,587

(901)

3,381

(69)
 1,333 △432

 英ポンド 
4,807

(55)

223

(3)
 176 △121

 スイスフラン 
316

(3)
―  2 1

買建 

 コール  
                    

 ユーロ 
212

(3)
―  1 △2

   日本円 
38,920

(965)

3,416

(73)
 1,183 218

合計 ― ― ― △472
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当連結会計年度（平成25年３月31日） 

（注）１．時価の算定方法 

（為替予約取引）為替相場は先物為替相場を使用しております。 

（通貨オプション取引）取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。  

２．オプション取引については、契約額の下に（ ）書きでオプション料を内書きしております。 

  

区分 取引の種類 契約額等
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

市場取引以外の取引 

為替予約取引                     

売建                     

米ドル 1,770 ―  △1 △1

ユーロ 9,262 ―  △257 △257

英ポンド 311 ―  △17 △17

タイバーツ 347 ―  △5 △5

日本円 36,397 ―  △622 △622

メキシコペソ 318 ―  △15 △15

韓国ウォン 230 ―  △3 △3

インドネシアルピア 205 ―  △0 △0

台湾ドル 145 ―  △0 △0

インドルピー 281 ―  △1 △1

フィリピンペソ 406 ―  △0 △0

買建                     

米ドル 1,911 ―  1 1

ユーロ 84 ―  △0 △0

通貨オプション取引                     

売建 
 コール  

                    

 ユーロ 
53,616

(824)
―   4,883 △4,058

 英ポンド 
6,648

(124)
―   414 △290

 スイスフラン 
627

(4)
―  4 0

買建 

 コール  
               

 ユーロ 
454

(4)
―  3 △1

   日本円 
40,044

(862)
―   335 △526

合計 ― ― ― △5,802
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(2)金利関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

（注）１．時価は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．上記金利スワップ契約における契約額（想定元本額）は、この金額自体がデリバティブ取引に係る

市場リスク量を示すものではありません。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

（注）１．時価は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．上記金利スワップ契約における契約額（想定元本額）は、この金額自体がデリバティブ取引に係る

市場リスク量を示すものではありません。 

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1)通貨関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

(注) 時価の算定方法 

為替相場は先物為替相場を使用しております。 

  

区分 取引の種類 契約額等
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

市場取引以外の取引 

金利スワップ取引                     

受取変動 

・支払固定 
1,250 250  △16 △16

合計 ― ― ― △16

区分 取引の種類 契約額等
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

市場取引以外の取引 

金利スワップ取引                     

受取変動 

・支払固定 
250 250  △5 △5

合計 ― ― ― △5

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価
（百万円） 

原則的処理方法 

為替予約取引                     

売建                     

ユーロ 売掛金    5,469 ― △287

英ポンド 売掛金 445 ― △15

日本円 売掛金 236 ― 12

韓国ウォン 売掛金 56 ― 0

インドネシアルピア 売掛金 104 ― 5

台湾ドル 売掛金 70 ― 1

インドルピー 売掛金 12 ― 0

フィリピンペソ 売掛金 129 ― 1

合計  ― ― △282
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当連結会計年度（平成25年３月31日） 

(注) 時価の算定方法 

為替相場は先物為替相場を使用しております。 

  

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価
（百万円） 

原則的処理方法 

為替予約取引                     

売建                     

ユーロ 売掛金    9,232 ― △695

英ポンド 売掛金 1,036 ― △23

日本円 売掛金 364 ― △1

韓国ウォン 売掛金 77 ― △1

インドネシアルピア 売掛金 126 ― 5

台湾ドル 売掛金 48 ― △1

インドルピー 売掛金 28 ― 0

フィリピンペソ 売掛金 133 ― 1

合計  ― ― △716
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社の退職給付制度は、平成４年度に厚生年金基金制度へ全面的に移行いたしましたが、平成17年９月30日

に退職金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、平成21年10月１日にも移行を行っております。ま

た、当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成17年９月30日に厚生

労働大臣から過去分支給義務免除の認可を受け、平成18年３月15日に国に返還額（最低責任準備金）の納付を

行いました。 

 また当社は、保有株式の一部を退職給付信託として拠出いたしておりますが、積立超過の状態が継続すると

見込まれるため、平成18年２月にその一部財産を解約し、返還を受けました。 

 国内の連結子会社においては、退職一時金制度または確定拠出年金制度を採用しております。 

 また、一部の海外子会社においても確定給付型及び確定拠出型の退職給付制度を有しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

（注）１. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。 

２. 「その他」は主に確定拠出年金への掛金支払額であります。 

（退職給付関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

(1）退職給付債務    百万円△51,532    百万円 △61,716

(2）年金資産（退職給付信託を含む）  42,878  52,062

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)  △8,654  △9,654

(4）未認識数理計算上の差異  11,875  11,870

(5）未認識過去勤務債務  1,569  △38

(6）連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)  4,790  2,177

(7）前払年金費用  11,770  10,849

(8）退職給付引当金(6)－(7)  △6,980  △8,671

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

勤務費用（注）１              百万円1,732              百万円 1,813

利息費用  1,463  1,469

期待運用収益（費用から減額）  △1,530  △1,517

数理計算上の差異の費用処理額  1,617  1,813

過去勤務債務の費用処理額  △403  △257

臨時に支払った割増退職金など  213  177

その他（注）２  1,569  1,724

退職給付費用（合計）  4,661  5,223

2013/06/25 18:24:5912878368_有価証券報告書_20130625182438

- 90 -



３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率 主として1.5％～2.0％ 同左 

(3）期待運用収益率 主として3.0％ 同左 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 主として７年から16年 

（主として発生時の従業員の平均

残存勤務期間による按分額を、定

額法により費用処理しておりま

す。） 

同左 

(5）数理計算上の差異の処理年数 主として７年から 年 

（主として各連結会計年度の発生

時における各社の従業員の平均残

存勤務期間による按分額を、定額

法によりそれぞれ発生年度の翌連

結会計年度から費用処理しており

ます。） 

17 同左 
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１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容   

  

 （注）株式数に換算して記載しております。 

（ストック・オプション等関係）

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

一般管理費の株式報酬費  100  92

  
平成19年 
ストック・ 
オプション 

平成20年 
ストック・ 
オプション 

平成21年 
ストック・ 
オプション 

平成22年 
ストック・ 
オプション 

平成23年 
ストック・ 
オプション 

付与対象者の区分

及び人数 

当社取締役 

６名 
同左 

当社取締役 

５名 

当社取締役 

４名 

当社執行役員 

14名 

当社取締役 

４名 

当社執行役員 

13名 

ストック・オプシ

ョンの数（注） 

普通株式  

46,000株 

普通株式  

65,100株 

普通株式  

114,500株 

普通株式  

当社取締役 

51,900株 

当社執行役員 

49,600株 

普通株式  

当社取締役 

43,200株 

当社執行役員 

40,300株 

付与日 平成19年３月19日 平成20年３月24日 平成21年３月23日 平成22年３月23日 平成23年３月23日 

権利確定条件 
権利確定条件の定

めはない。 
同左 同左 同左 同左 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定

めはない。 
同左 同左 同左 同左 

権利行使期間 

新株予約権の募集

事項を決議する新

株予約権の割当日

の翌日より30年間 

同左 同左 同左 同左 

  
平成24年 
ストック・ 
オプション 

平成25年 
ストック・ 
オプション 

付与対象者の区分

及び人数 

当社取締役 

3名 

当社執行役員 

16名 

当社取締役 

2名 

当社執行役員 

16名 

ストック・オプシ

ョンの数（注） 

普通株式  

当社取締役 

44,600株 

当社執行役員 

61,800株

普通株式  

当社取締役 

36,600株 

当社執行役員 

69,500株 

付与日 平成24年３月23日 平成25年３月21日 

権利確定条件 
権利確定条件の定

めはない。 
同左 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定

めはない。 
同左

権利行使期間 

新株予約権の募集

事項を決議する新

株予約権の割当日

の翌日より30年間 

同左 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

    
平成19年 

ストック・ 
オプション 

平成20年 
ストック・ 
オプション 

平成21年 
ストック・ 
オプション 

平成22年 
ストック・ 
オプション 

平成23年 
ストック・ 
オプション 

権利確定前 （株）                              

前連結会計 

年度末 
   －  －  －  －  －

付与    －  －  －  －  －

失効    －  －  －  －  －

権利確定    －  －  －  －  －

未確定残    －  －  －  －  －

権利確定後 （株）                              

前連結会計年

度末 
   30,000  51,600  88,700  98,300  83,500

権利確定    －  －  －  －  －

権利行使    18,000  17,600  2,400  4,800  4,000

失効    －  －  －  －  －

未行使残    12,000  34,000  86,300  93,500  79,500

    
平成24年 

ストック・ 
オプション 

平成25年 
ストック・ 
オプション 

権利確定前 （株）            

前連結会計 

年度末 
   －  －

付与    －  －

失効    －  －

権利確定    －  －

未確定残    －  －

権利確定後 （株）            

前連結会計年

度末 
   106,400  －

権利確定    －  106,100

権利行使    －  －

失効    －  －

未行使残    106,400  106,100
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② 単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

  当連結会計年度において付与された平成25年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は

以下の通りであります。 

① 使用した評価技法   ブラック・ショールズ式 

② 主な基礎数値及び見積方法 

（注）１．当社取締役分については付与日から遡って11年間、執行役員分については8年間の株価実績に基づき

算定しております。 

２．当社取締役及び執行役員の平均在任期間及び権利行使の条件により見積もっております。 

３．当社取締役分については11年間（平成14年３月期期末配当から平成25年３月期中間配当まで）の配

当実績を、11年間（平成13年10月から平成24年９月まで）の平均株価で除した値により見積もって

おります。 

    当社執行役員分については8年間（平成17年３月期期末配当から平成25年３月期中間配当まで）の配

当実績を、８年間（平成16年10月から平成24年９月まで）の平均株価で除した値により見積もって

おります。 

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

該当事項はありません。 

    
平成19年 

ストック・ 
オプション 

平成20年 
ストック・ 
オプション 

平成21年 
ストック・ 
オプション 

平成22年 
ストック・ 
オプション 

平成23年 
ストック・ 
オプション 

権利行使価格 （円）  1  1  1  1  1

行使時平均株価 （円）  823  907  1,007  715  715

公正な評価単価 

（付与日） 
（円）  1,350  915  642

当社取締役 

 

当社執行役員 

 

899

912

当社取締役 

 

当社執行役員 

 

1,018

1,034

    
平成24年 

ストック・ 
オプション 

平成25年 
ストック・ 
オプション 

権利行使価格 （円）  1  1

行使時平均株価 （円）  －  －

公正な評価単価 

（付与日） 
（円）

当社取締役 

 

当社執行役員 

 

929

957

当社取締役 

 

当社執行役員 

 

850

880

  
平成25年ストック・オプション 

当社取締役  
平成25年ストック・オプション 

当社執行役員  

 株価変動性（注）１            39.30％            41.29％ 

 予想残存期間（注）２            11年            8年 

 予想配当利回り（注）３               1.65％               1.83％ 

 無リスク利子率（注）４               0.68％               0.39％ 
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   

    繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

繰延税金資産     

たな卸資産評価損及び未実現利益  百万円7,843 百万円9,562

貸倒引当金   6,755  6,516

投資有価証券等評価損  3,039  4,170

減価償却費  2,862  3,149

賞与引当金  2,301  2,226

未払費用  1,497  1,879

退職給付引当金   941  1,235

製品保証引当金  894  806

繰越欠損金   13,945  13,161

その他   4,836  4,766

繰延税金資産小計  44,917  47,475

評価性引当金    △24,147   △26,350

繰延税金資産合計    20,769   21,125

繰延税金負債     

前払年金費用   △4,214  △3,851

子会社留保利益   △3,964  △4,307

退職給付信託返還有価証券   △2,845  △2,845

固定資産圧縮積立金   △1,908  △1,749

その他有価証券評価差額金   △757  △1,516

その他  △850  △1,330

繰延税金負債合計  △14,541  △15,602

繰延税金資産の純額  6,227  5,523

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

流動資産－繰延税金資産 百万円9,419 百万円8,548

固定資産－繰延税金資産  1,901  1,880

流動負債－繰延税金負債  △157  △616

固定負債－繰延税金負債   △4,935  △4,288

  
前連結会計年度 
（平成24年３月31

日） 

当連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.50  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。 

（調整）   

国内より税率の低い海外子会社の

利益  
 △8.80

評価性引当額の増減   8.10

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
 2.56

海外子会社の留保利益に係る税額  2.30

試験研究費税額控除  △1.26

みなし直接外国税額控除  △0.49

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 

 △0.45

その他  0.29

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 42.75
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取得による企業結合 

株式会社ニッセイの取得 

当社は、平成25年１月30日付で株式会社ニッセイの普通株式を公開買付けにより追加取得いたしました。こ
れにより、株式会社ニッセイは当社の連結子会社となりました。 

  

(1) 企業結合の概要 

①被取得企業の名称及び事業の内容 

被取得企業の名称：株式会社ニッセイ 
事業の内容：減速機、歯車の製造及び販売並びに不動産賃貸業 
  

②企業結合を行った主な理由 

 株式会社ニッセイは小型ギアモータをはじめとする減速機事業において、豊富な製品バリエーションや特
注品対応力を有するとともに、歯車事業における各種小型歯車生産力や一貫生産能力などを強みとすること
で顧客からの支持を得て、業績は堅調に推移しております。株式会社ニッセイの事業はグローバルでも成長
の可能性が高い事業と判断し、当社のグローバルネットワークを通じて株式会社ニッセイのグローバル展開
を加速させることができます。また、両社の技術を組み合わせて新規事業の育成・拡大に繋がる開発基盤の
強化や、当社における部品事業への進出による事業ポートフォリオの拡大を実現させることにより、両社の
企業価値向上に寄与するとの結論に至り、連結子会社化することといたしました。 

  

③企業結合日 

平成25年１月30日 
  

④企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得（公開買付け) 
  

⑤結合後企業の名称 

株式会社ニッセイ 
  

⑥取得した議決権比率 

企業結合直前に所有していた議決権比率   23.52％ 
企業結合日に追加取得した議決権比率   36.64％ 
取得後の議決権比率           60.16％ 
 (注)議決権比率は、株式会社ニッセイが平成24年11月14日に提出した第105期第２四半期報告書に記載され
た平成24年9月30日現在の総株主の議決権の数277,094個をもとに算出しております。ただし、公開買付けに
おいては単元未満株式についても対象としておりましたので、議決権比率の計算においては、同四半期報告
書記載の単元未満株式（自己株式を除く)（24,151株)に係る議決権の数241個を加算した277,335個を分母と
して計算しています。また、議決権比率は、小数点以下第三位を四捨五入しています。  

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得したことによります。 
  

(2) 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

平成25年１月１日から平成25年３月31日まで 
ただし、被取得企業は持分法適用関連会社であったため、平成24年４月１日から平成24年12月31日までの業
績は「持分法による投資利益」として計上しております。 
    

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳 

  

(4) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 

段階取得に係る差損 3,843百万円 
  

（企業結合等関係）

取得の対価  
企業結合直前に保有していた株式会社ニッセイの株式の企業結合
日における時価

  6,392百万円 

取得に直接要した費用 現金及び預金を対価とする公開買付けによる株式の追加の取得額  11,178百万円 

  アドバイザリー費用等      140百万円 

取得原価    17,712百万円 
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(5) 負ののれん発生益の金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

①負ののれん発生益の金額 
7,194百万円 

  
②発生原因 
取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額に対して超過した差額を、負ののれん発生
益として計上しております。 

  
③償却方法及び償却期間 
一括償却 

  

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

  

(7) 企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

影響の概算額 

  

（概算額の算定方法） 
 本企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された株式会社ニッセイの平成24年４月１日
から平成25年３月31日までの売上高及び損益情報と当社の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差
額を、影響の概算額としております。また、当該差額には連結会計年度の開始の日から企業結合日までの期間
に相当するのれんの償却額が計上されております。なお、影響の概算額については監査証明を受けておりませ
ん。  

  

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

イ 当該資産除去債務の概要 

 カラオケ店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務及び、カラオケ液晶モニタの除去費用等でありま

す。 
  

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

 除去費用発生までの見込期間を取得より１年から33年と見積り、割引率は0.10％から3.48％を使用して

資産除去債務の金額を計算しております。 

流動資産  15,686百万円 

固定資産  28,799百万円 

資産合計  44,486百万円 

流動負債   1,759百万円 

固定負債   1,326百万円 

負債合計   3,086百万円 

売上高  9,999百万円  

営業利益    908百万円 

経常利益  1,021百万円 

 税金等調整前当期純利益    857百万円  

当期純利益    259百万円  

（資産除去債務関係）
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ハ 当該資産除去債務の総額の増減 

（注）前連結会計年度のその他損益21百万円は、主に契約内容変更による取崩額であります。 

  

(1)  賃貸等不動産の状況に関する事項 

 当社及び一部の子会社では、名古屋市その他の地域及び海外において、賃貸用のオフィスビル(土地を

含む。)を有しております。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,053百万円

（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は営業費用に計上）、固定資産売却益は272百万円（特別利益に計

上）、減損損失は102百万円（特別損失に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産

に関する賃貸損益は1,153百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は営業費用に計上）であります。 

 当該賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次の通りであります。 

(2)  賃貸等不動産の時価に関する事項  

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。     

    ２．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額であります。 

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

期首残高 百万円 1,022 百万円 972

有形固定資産の取得に伴う増加額  78  126

時の経過による調整額  14  13

資産除去債務の履行による減少額  △120  △80

その他増減額（△は減少）(注)  △21  6

期末残高  972  1,038

（賃貸等不動産関係）

（単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

連結貸借対照表計上額   

  期首残高  8,796  7,862

  期中増減額  △934  1,508

  期末残高  7,862  9,371

期末時価  15,515  18,376
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１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は報告セグメントを事業別とし、「プリンティング・アンド・ソリューションズ事業」、「パーソナ

ル・アンド・ホーム事業」、「マシナリー・アンド・ソリューション事業」、「ネットワーク・アンド・コン

テンツ事業」の４つにおいて、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し事業活

動を展開しております。 

 「プリンティング・アンド・ソリューションズ事業」は、プリンターや複合機といった通信・プリンティン

グ機器及び電子文具等の製造・販売を行っております。「パーソナル・アンド・ホーム事業」は、家庭用ミシ

ン等の製造・販売を行っております。「マシナリー・アンド・ソリューション事業」は、工業用ミシン及び工

作機械等の製造・販売を行っております。「ネットワーク・アンド・コンテンツ事業」は、業務用カラオケ機

器の製造・販売・サービスの提供及びコンテンツ配信サービス等を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業損益ベースの数値であります。 

（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これにより、従来の

方法に比べて、当連結会計年度のセグメント利益が、「プリンティング・アンド・ソリューションズ事業」で

36百万円、「パーソナル・アンド・ホーム事業」で1百万円、「マシナリー・アンド・ソリューション事業」

で8百万円、「ネットワーク・アンド・コンテンツ事業」で147百万円、「その他事業」で37百万円それぞれ増

加しております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

 前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）  

（単位：百万円）

 （注）１．その他には不動産事業等を含んでおります。 

２．セグメント間の内部売上又は振替高の調整額△7,555百万円はセグメント間取引消去であります。 

３．セグメント利益又は損失の調整額△153百万円はセグメント間取引消去であります。  

４．セグメント資産の調整額△14,411百万円の内容はセグメント間資産の消去△67,409百万円と各報告セグメン

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

プリンティ
ング・アン
ド・ソリュ
ーションズ 

パーソナ
ル・アン
ド・ホーム 

マシナリ
ー・アン
ド・ソリュ
ーション 

ネットワー
ク・アン
ド・コンテ
ンツ 

その他
（注）１ 合計  

調整額 
（注）２ 
（注）３ 
（注）４ 
（注）５ 

連結
財務諸表 
計上額 

売上高                                           

   外部顧客への売上高  337,226  30,705  70,422  45,924  13,111  497,390  －  497,390

   セグメント間の内部売

上又は振替高 
 －  －  －  －  7,555  7,555  △7,555  －

計  337,226  30,705  70,422  45,924  20,667  504,946  △7,555  497,390

セグメント利益又は損失

（△） 
 21,977  2,604  8,345  △19  1,427  34,336  △153  34,183

セグメント資産  218,485  21,488  55,274  31,868  58,199  385,317  △14,411  370,906

その他の項目                                           

   減価償却費  15,424  679  1,331  4,761  871  23,069  －  23,069

 のれんの償却額  200  －  19  1,466  －  1,687  －  1,687

 持分法適用会社への投 

 資額 
 425  45  9,772  0  1,415  11,659  －  11,659

 有形固定資産及び無形 

 固定資産の増加額 
 16,520  721  2,667  4,007  202  24,119  3,746  27,866
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 トに配分していない全社資産52,998百万円です。  

５．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額3,746百万円は主に報告セグメントに帰属しない全社資産 

であります。  

  

 当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）  

（単位：百万円）

 （注）１．その他には不動産事業等を含んでおります。 

２．セグメント間の内部売上又は振替高の調整額△10,965百万円はセグメント間取引消去であります。 

３．セグメント利益の調整額△110百万円はセグメント間取引消去であります。  

４．セグメント資産の調整額△48,280百万円の内容はセグメント間資産の消去△87,479百万円と各報告セグメン

 トに配分していない全社資産39,198百万円です。  

５．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額4,290百万円は主に報告セグメントに帰属しない全社資産 

であります。  

  

  

プリンティ
ング・アン
ド・ソリュ
ーションズ 

パーソナ
ル・アン
ド・ホーム 

マシナリ
ー・アン
ド・ソリュ
ーション 

ネットワー
ク・アン
ド・コンテ
ンツ 

その他
（注）１ 合計  

調整額 
（注）２ 
（注）３ 
（注）４ 
（注）５ 

連結
財務諸表 
計上額 

売上高                                           

   外部顧客への売上高  350,836  33,804  61,415  50,083  19,927  516,066  －  516,066

   セグメント間の内部売
上又は振替高 

 －  －  －  －  10,965  10,965  △10,965  －

計  350,836  33,804  61,415  50,083  30,892  527,032  △10,965  516,066

セグメント利益  18,826  2,488  4,006  2,314  2,251  29,886  △110  29,775

セグメント資産  248,464  25,048  46,913  33,682  115,666  469,775  △48,280  421,494

その他の項目                                           

   減価償却費  16,724  981  1,350  4,105  1,314  24,476  －  24,476

 のれんの償却額  83  －  19  1,315  －  1,418  －  1,418

 持分法適用会社への投 

 資額 
 32  －  476  －  479  988  －  988

 有形固定資産及び無形 

 固定資産の増加額 
 15,132  1,106  2,821  5,770  1,117  25,947  4,290  30,237
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前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報の中で同様の情報を記載しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：百万円）

(注) 売上高は顧客の所在地を基準とし、国または地域に分類しております。 

  

(2）有形固定資産 

（単位：百万円） 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

   連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報の中で同様の情報を記載しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：百万円）

(注) 売上高は顧客の所在地を基準とし、国または地域に分類しております。 

  

(2）有形固定資産 

        （単位：百万円）

  

３．主要な顧客ごとの情報 

   連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。 

  

【関連情報】

欧州 日本 米国 中国 アジア他 米州他 合計 

 137,500  114,374 111,062 55,837 46,790  31,824 497,390

日本 中国 アジア他 米州 欧州 合計 

 45,512  9,816 6,540 4,704 3,370  69,945

欧州 米国 日本 中国 アジア他 米州他 合計 

 133,295  125,212 118,926 54,426 48,292  35,913 516,066

日本 中国 ベトナム 米州 欧州 アジア他 合計 

 55,368  11,982 9,242 6,074 3,900  2,019 88,588
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前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：百万円） 

  

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

（単位：百万円） 

  

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：百万円） 

  

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

（単位：百万円） 

  

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日  至 平成25年３月31日） 

  当連結会計年度において、その他事業において7,194百万円の負ののれん発生益を計上しております。これ

は、株式会社ニッセイ株式に対する公開買付けにより発生した負ののれん発生益であります。 

  

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

  

プリンティン
グ・アンド・
ソリューショ
ンズ 

パーソナル・
アンド・ホー
ム 

マシナリー・
アンド・ソリ
ューション 

ネットワーク・
アンド・コンテ
ンツ 

その他  合計 

減損損失  78 － － 530  － 608

  

プリンティン
グ・アンド・
ソリューショ
ンズ 

パーソナル・
アンド・ホー
ム 

マシナリー・
アンド・ソリ
ューション 

ネットワーク・
アンド・コンテ
ンツ 

その他  合計 

減損損失  54 － － 213  － 268

【報告セグメントごとののれんの未償却残高に関する情報】

  

プリンティン
グ・アンド・
ソリューショ
ンズ 

パーソナル・
アンド・ホー
ム 

マシナリー・
アンド・ソリ
ューション 

ネットワーク・
アンド・コンテ
ンツ 

その他 合計 

当期末残高  84 － 228 6,085  － 6,398

  

プリンティン
グ・アンド・
ソリューショ
ンズ 

パーソナル・
アンド・ホー
ム 

マシナリー・
アンド・ソリ
ューション 

ネットワーク・
アンド・コンテ
ンツ 

その他 合計 

当期末残高  － － 208 5,044  － 5,253

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

重要性がないため、記載しておりません。 

  

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）増資の引受は、子会社が行った増資を全額引き受けたものであります。 

  

  

（注） １. １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

        ２. １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

【関連当事者情報】

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 

（千USD） 

事業の 

内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の

内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円）

子会社 

ブラザーイ

ンダストリ

ーズフィリ

ピン 

 フィリピン 

 タナワン市 
89,000

情報機器

の製造 

（所有） 

 直接100％

 当社製品 

 の仕入 

 増資の 

 引受 

（注） 

6,440 － －

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 863.01 円 985.85

１株当たり当期純利益金額 円 72.95 円 66.65

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 
円 72.85 円 66.54

  
前連結会計年度末 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度末 

（平成25年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  231,425  278,769

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 423  15,932

（うち新株予約権（百万円））  (420)  (458)

（うち少数株主持分（百万円））  (3)  (15,473)

普通株式に係る期末の純資産額（百万

円） 
 231,001  262,837

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株） 
 267,669  266,609

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円）  19,525  17,826

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円）  19,525  17,826

期中平均株式数（千株）  267,658  267,473

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（千株）  364  434

（うち新株予約権（千株））  (364)  (434)
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該当事項はありません。  

（重要な後発事象）
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 （注）１．「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。 

２．連結決算日後５年以内における償還予定額は、次の通りであります。 

  

（注）１．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済

予定額は、次の通りであります。 

  

 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当該連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定

により記載を省略しております。 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 
発行年月日 

（平成年月日）
当期首残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率 
（％）

担保 償還期限

ブラザー工業㈱ 第４回無担保普通社債 19.７.31 
 

( ) 

15,000

15,000

 

( ) 

－

－
 1.68 無 24.７.31

合計 ― ― 
 

( ) 

15,000

15,000

 

( ) 

－

－
― ― ― 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

 －  －  －  －  －

【借入金等明細表】

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金  4,466  6,524  0.74 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金  －  －  － ― 

１年以内に返済予定のリース債務  1,363  908  5.37 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く。） 
 500  12,700  0.47 平成28年～平成31年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除

く。） 
 1,810  2,541  3.78 平成27年～平成32年

その他有利子負債  －  －  － ― 

合計  8,140  22,674  － ― 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金  －  12,000  －  250

リース債務  1,323  618  413  184

【資産除去債務明細表】
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当連結会計年度における四半期情報等 

  

（２）【その他】

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度 

売上高（百万円）  120,666  244,525  377,263  516,066

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円） 
 11,866  19,297  22,062  27,946

四半期（当期）純利益金額

（百万円） 
 10,300  14,840  12,221  17,826

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額（円） 
 38.48  55.44  45.66  66.65

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり四半期純利益金額 

又は１株当たり四半期純損失 

金額（△）（円） 

 38.48  16.96  △9.78  20.98
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,729 10,643

グループ預け金 ※4  961 ※4  4,141

受取手形 671 917

売掛金 ※4  27,442 ※4  31,915

有価証券 375 －

たな卸資産 ※1  10,017 ※1  10,485

前払費用 938 962

繰延税金資産 3,199 2,987

短期貸付金 ※4  532 －

未収消費税等 2,042 1,720

その他 2,305 1,722

貸倒引当金 △20 △9

流動資産合計 61,195 65,486

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※3  19,607 ※3  19,669

構築物（純額） 1,025 948

機械及び装置（純額） 6,580 6,046

車両運搬具（純額） 49 42

工具、器具及び備品（純額） 7,470 6,161

土地 ※3  5,772 ※3  5,772

建設仮勘定 21 32

有形固定資産合計 ※2  40,525 ※2  38,673

無形固定資産   

特許権 2,051 1,300

ソフトウエア 5,284 5,853

その他 1,434 1,159

無形固定資産合計 8,769 8,313

投資その他の資産   

投資有価証券 11,474 10,285

関係会社株式 91,284 110,432

その他の関係会社有価証券 376 527

関係会社出資金 18,624 18,624

破産更生債権等 ※4  16,055 ※4  15,834

長期前払費用 310 1,380

前払年金費用 11,697 10,741

その他 1,952 936

貸倒引当金 △16,115 △15,839

投資その他の資産合計 135,660 152,925

固定資産合計 184,955 199,911

資産合計 246,151 265,398
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 768 359

買掛金 ※4  21,570 ※4  22,229

短期借入金 ※4  20,800 ※4  38,400

1年内償還予定の社債 15,000 －

未払金 ※4  7,384 ※4  5,692

未払費用 8,269 7,561

預り金 214 220

賞与引当金 4,620 4,257

役員賞与引当金 18 －

製品保証引当金 1,329 1,073

デリバティブ債務 691 6,021

その他 299 1,097

流動負債合計 80,966 86,913

固定負債   

長期借入金 － 12,000

長期未払金 305 184

繰延税金負債 1,560 624

資産除去債務 77 79

長期預り敷金保証金 ※3  2,225 ※3  1,942

その他 991 1,085

固定負債合計 5,160 15,917

負債合計 86,127 102,831

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,209 19,209

資本剰余金   

資本準備金 16,114 16,114

その他資本剰余金 16 23

資本剰余金合計 16,130 16,137

利益剰余金   

利益準備金 4,802 4,802

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 3,347 3,157

固定資産圧縮特別勘定積立金 132 －

別途積立金 114,100 115,400

繰越利益剰余金 11,000 13,048

利益剰余金合計 133,383 136,408

自己株式 △11,193 △11,148

株主資本合計 157,530 160,608

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,262 1,947

繰延ヘッジ損益 △188 △447

評価・換算差額等合計 2,073 1,499

新株予約権 420 458

純資産合計 160,024 162,566

負債純資産合計 246,151 265,398
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 ※9  306,056 ※9  312,436

売上原価   

製品期首たな卸高 1,695 3,221

当期製品製造原価 ※9  80,157 ※9  73,288

当期製品仕入高 ※9  164,340 ※9  175,432

合計 246,193 251,941

他勘定振替高 ※1  443 ※1  465

製品期末たな卸高 3,221 2,659

製品売上原価 ※2, ※3  242,528 ※2, ※3  248,817

売上総利益 63,527 63,619

販売費及び一般管理費 ※3, ※4  57,950 ※3, ※4  54,201

営業利益 5,577 9,417

営業外収益   

受取利息 56 12

有価証券利息 6 1

受取配当金 ※9  3,812 ※9  4,701

為替差益 757 －

デリバティブ評価益 123 －

その他 162 247

営業外収益合計 4,919 4,962

営業外費用   

支払利息 ※9  120 ※9  170

社債利息 252 84

寄付金 17 15

為替差損 － 1,714

デリバティブ評価損 － 4,636

貸倒引当金繰入額 － △178

その他 186 155

営業外費用合計 576 6,597

経常利益 9,919 7,783

特別利益   

固定資産売却益 ※5  307 ※5  18

投資有価証券売却益 23 1,683

子会社清算益 184 －

特別利益合計 516 1,701

特別損失   

固定資産売却損 ※6  24 ※6  3

固定資産除却損 ※7  473 ※7  319

減損損失 ※8  9 ※8  54

その他 17 46

特別損失合計 525 423

税引前当期純利益 9,910 9,061

法人税、住民税及び事業税 1,108 △190

法人税等調整額 1,084 △224

法人税等合計 2,192 △414

当期純利益 7,718 9,476

2013/06/25 18:24:5912878368_有価証券報告書_20130625182438

- 109 -



 （注） 

【製造原価明細書】

    
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費 ※１  50,221  53.0  41,216  47.9

Ⅱ 労務費 ※２  20,304  21.4  20,271  23.5

Ⅲ 経費 ※３  24,319  25.6  24,645  28.6

当期総製造費用    94,846  100.0  86,133  100.0

仕掛品期首たな卸高    1,987        1,945      

合計    96,833        88,079      

仕掛品期末たな卸高    1,945        1,828      

販売費及び一般管理費並びに
その他勘定振替高 

   13,667        11,870      

固定資産振替高    1,062        1,092      

当期製品製造原価    80,157        73,288      

項目 
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

※１ 材料費に含まれる外注

加工費 
    百万円8,938     百万円7,317

※２ 労務費の主なもの 給料・賞与 百万円15,648 給料・賞与 百万円15,686

※３ 経費の主なもの 減価償却費 百万円10,435

支払手数料  2,824

外注委託費  3,278

人材派遣費用  2,807

減価償却費 百万円11,733

支払手数料  2,560

外注委託費  3,433

人材派遣費用  2,563

４ 原価計算の方法  原価計算は標準原価計算に基づく組別総

合原価計算によっており、原価を要素別・

部門別に集計し、配賦計算を経て製品別原

価を算出しております。 

 なお、原価差額は期末において、合理的

方法により売上原価とたな卸資産に配賦し

ております。 

同左 
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 19,209 19,209

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,209 19,209

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 16,114 16,114

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 16,114 16,114

その他資本剰余金   

当期首残高 22 16

当期変動額   

自己株式の処分 △6 7

当期変動額合計 △6 7

当期末残高 16 23

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 4,802 4,802

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,802 4,802

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 3,353 3,347

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 155 137

固定資産圧縮積立金の取崩 △161 △327

当期変動額合計 △6 △190

当期末残高 3,347 3,157

固定資産圧縮特別勘定積立金   

当期首残高 144 132

当期変動額   

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 132 －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 △144 △132

当期変動額合計 △12 △132

当期末残高 132 －
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

別途積立金   

当期首残高 103,000 114,100

当期変動額   

別途積立金の積立 11,100 1,300

当期変動額合計 11,100 1,300

当期末残高 114,100 115,400

繰越利益剰余金   

当期首残高 20,813 11,000

当期変動額   

剰余金の配当 △6,450 △6,450

固定資産圧縮積立金の積立 △155 △137

固定資産圧縮積立金の取崩 161 327

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 △132 －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 144 132

別途積立金の積立 △11,100 △1,300

当期純利益 7,718 9,476

当期変動額合計 △9,813 2,048

当期末残高 11,000 13,048

自己株式   

当期首残高 △11,217 △11,193

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の処分 26 46

当期変動額合計 23 44

当期末残高 △11,193 △11,148

株主資本合計   

当期首残高 156,245 157,530

当期変動額   

剰余金の配当 △6,450 △6,450

当期純利益 7,718 9,476

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の処分 19 53

当期変動額合計 1,285 3,077

当期末残高 157,530 160,608
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 2,657 2,262

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △394 △315

当期変動額合計 △394 △315

当期末残高 2,262 1,947

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △85 △188

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △103 △258

当期変動額合計 △103 △258

当期末残高 △188 △447

評価・換算差額等合計   

当期首残高 2,571 2,073

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △498 △573

当期変動額合計 △498 △573

当期末残高 2,073 1,499

新株予約権   

当期首残高 338 420

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 81 38

当期変動額合計 81 38

当期末残高 420 458

純資産合計   

当期首残高 159,155 160,024

当期変動額   

剰余金の配当 △6,450 △6,450

当期純利益 7,718 9,476

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の処分 19 53

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △416 △535

当期変動額合計 868 2,542

当期末残高 160,024 162,566
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１）資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

(イ）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(ロ）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(ハ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より評価しております。 

２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

主に定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物        ３～50年 

機械及び装置    ４～12年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

②無形固定資産 

主に定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

特許権         ８年 

ソフトウエア    ２～５年 

３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

期末現在に有する債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒実績率による計算額を計上しているほか、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充当するため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充当するため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

④製品保証引当金 

販売製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、将来発生すると見込まれるアフターサービス費用

見込額を過去の実績を基礎として計上しております。 

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、計算の結果、当事業年度末においては退職給付引当金が借方残高となったため、前

払年金費用として投資その他の資産に計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による按分額を定額法により費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異については、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による按分額を、定額

法によりそれぞれ発生年度の翌事業年度から費用処理しております。 

４）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段       ヘッジ対象 

為替予約取引      外貨建予定取引  

【注記事項】

（重要な会計方針）
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③ヘッジ方針 

為替予約取引に関しては、外貨建取引に係る将来の為替変動リスクを回避するためのものであります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引に関しては、ヘッジ手段とヘッジ対象における通貨、期日等の重要な条件が同一であり、か

つヘッジ期間を通じて相場変動またはキャッシュ・フロー変動を相殺していると想定することができるた

め、ヘッジの有効性の評価は省略しております。 

５）その他財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

②連結納税制度の適用 

当事業年度より連結納税制度を適用しております。  

  

（減価償却方法の変更） 

  法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

  これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の減価償却費が81百万円減少し、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益はそれぞれ80百万円増加しております。 

  

  

（損益計算書） 

 前事業年度において、「特別利益」の「その他」に含めて掲記しておりました「投資有価証券売却益」は金

額的重要性が増したため、当事業年度においては独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の損益計算書において、「特別利益」の「その他」に表示していた23百万円は、「投

資有価証券売却益」として組み替えております。 

  

 前事業年度において、「特別損失」の「その他」に含めて掲記しておりました「減損損失」は金額的重要性

が増したため、当事業年度においては独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業

年度の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の損益計算書において、「特別損失」の「その他」に表示していた26百万円は、「減

損損失」9百万円、「その他」17百万円として組み替えております。  

  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（会計方針の変更）

（表示方法の変更）

（会計上の見積りの変更）

（追加情報）
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※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

  

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。 

   

※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

   

担保付債務は、次のとおりであります。 

  

※４ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

  

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

商品及び製品 百万円 3,221 百万円 2,659

仕掛品  1,945  1,828

原材料及び貯蔵品  4,850  5,998

計  10,017  10,485

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

有形固定資産の減価償却累計額 百万円 97,565 百万円 104,812

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

建物 百万円 214 百万円 201

土地  123  123

計  337  324

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

長期預り敷金保証金 

（入居保証預り金） 

百万円 104 百万円 52

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

流動資産     

売掛金 百万円 23,445 百万円 28,700

グループ預け金  961  4,141

短期貸付金  532  －

固定資産     

破産更生債権等        16,006        15,796

流動負債     

買掛金        15,520        18,268

短期借入金  20,800  37,000

未払金  2,575  2,411
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※１ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

  

※２ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。 

  

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

    

※４ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％、一般管理費に属する費用のお

よその割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％であります。 

   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※５ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

材料費 百万円441   百万円 445

経費等  2    9

計  443    465

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

百万円131 百万円△112

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

百万円39,063 百万円36,931

23 27

77 73

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
    至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

    至 平成25年３月31日） 

荷造運搬費 百万円1,478 百万円1,262

広告宣伝費  458  406

製品保証引当金繰入額  △132  202

給与・賞与等  9,583  9,294

賞与引当金繰入額  2,254  2,038

退職給付費用  1,313  1,410

減価償却費  5,328  4,794

補修・修理費用  183  580

支払手数料  7,346  7,254

支払特許料  5,918  6,360

消耗品費   3,526  1,897

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物 百万円0   百万円 0

土地  295    －

その他  11    18

計  307    18
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※６ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  

※７ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

※８ 減損損失 

前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）  

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

  

 当社は、遊休資産については個々の物件単位でグルーピングを行っております。 

遊休資産について将来の使用が見込まれなくなったこと等により 百万円（工具、器具及び備品 百万円、無形

固定資産のその他 百万円）の減損損失を特別損失に計上しました。 

当該各資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、売却予定価額から処分費用見込額を差し引

いて算定しております。当該資産は全てプリンティング・アンド・ソリューションズ事業にかかるものでありま

す。 

  

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）  

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

  

 当社は、事業用資産について管理会計上の区分ごとにグルーピングを行っております。 

事業用資産について将来の使用が見込まれなくなったことにより 百万円（建物 百万円、構築物 百万円、工

具、器具及び備品 百万円）の減損損失を特別損失に計上しました。 

当該各資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、売却予定価額から処分費用見込額を差し引

いて算定しております。当該資産は全てプリンティング・アンド・ソリューションズ事業にかかるものでありま

す。 

  

※９ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物 百万円22   百万円 －

その他  1    3

計  24    3

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物 百万円134   百万円 193

機械及び装置  200    68

工具、器具及び備品  106    41

その他  32    15

計  473    319

用途 種類 場所 

遊休資産  
工具、器具及び備品  
無形固定資産のその他  

名古屋市瑞穂区他  

9 7

2

用途 種類 場所 

事業用資産  
建物 
構築物  
工具、器具及び備品  

名古屋市瑞穂区  

54 49 5

0

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

売上高 百万円266,275   百万円 274,666

仕入高(原材料仕入高含む)  171,824    181,846

受取配当金  3,602    4,496

支払利息  95    115
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前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（注)１. 普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２. 普通株式の自己株式の株式数の減少27千株は、ストック・オプションの行使による減少27千株、単元未

満株式の買増による減少０千株であります。 

  

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（注)１. 普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２. 普通株式の自己株式の株式数の減少46千株は、ストック・オプションの行使による減少46千株、単元未

満株式の買増による減少０千株であります。 

  

子会社株式及び関連会社株式  

前事業年度（平成24年３月31日） 

  

当事業年度（平成25年３月31日） 

  

（注） 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額 

                                                 （単位：百万円）

  

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社

株式及び関連会社株式」には含めておりません。 

   

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首
株式数（千株） 

当事業年度増加
株式数（千株） 

当事業年度減少
株式数（千株） 

当事業年度末株
式数（千株） 

普通株式（注）１、２  8,794  2  27  8,768

合計  8,794  2  27  8,768

  
当事業年度期首
株式数（千株） 

当事業年度増加
株式数（千株） 

当事業年度減少
株式数（千株） 

当事業年度末株
式数（千株） 

普通株式（注）１、２  8,768  1  46  8,723

合計  8,768  1  46  8,723

（有価証券関係）

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式  4,370  4,866  495

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式  15,689  14,015  △1,674

  
区分 
  

前事業年度 
（平成24年３月31日）  

当事業年度 
（平成25年３月31日）  

子会社株式  86,146  93,974

関連会社株式  768  768
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

繰延税金資産     

たな卸資産評価損 百万円339 百万円264

減価償却費   840  794

投資有価証券等評価損  4,326  3,942

退職給付信託設定有価証券  831  831

貸倒引当金  5,692  5,595

未払金  573  454

未払費用  374  356

賞与引当金  1,741  1,605

製品保証引当金   501  404

繰延ヘッジ損益   114  270

その他   559  756

繰延税金資産小計  15,895  15,277

評価性引当額   △4,377   △3,999

繰延税金資産合計    11,518   11,277

繰延税金負債     

退職給付信託返還有価証券   △2,845  △2,845

前払年金費用   △4,214  △3,849

固定資産圧縮積立金   △1,828  △1,724

未収還付事業税   △83  △21

固定資産圧縮特別勘定積立金  △80  －

その他有価証券評価差額金  △726  △382

その他   △101  △91

繰延税金負債合計  △9,880  △8,914

繰延税金資産の純額  1,638  2,362

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

流動資産－繰延税金資産 百万円3,199 百万円2,987

固定負債－繰延税金負債   △1,560  △624

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.50 ％ 37.70
（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.32  0.23
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △14.21  △34.87
試験研究費税額控除  △4.31  △0.94
みなし直接外国税額控除  △1.67  △2.20
評価性引当額の増減  △0.50  △4.19
税率変更による影響   1.84  －
その他   0.15  △0.31

税効果会計適用後の法人税等の負担率  22.12  △4.58
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連結財務諸表「注記事項(企業結合等関係)」に記載しているため、注記を省略しております。 
  

重要性がないため、記載しておりません。 

  

  
  

（注）１. １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

      ２. １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

該当事項はありません。 

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（１株当たり情報）

  
前事業年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 593.84 円 603.05

１株当たり当期純利益金額 円 28.72 円 35.26

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 28.68 円 35.20

  
前事業年度末 

（平成24年３月31日） 
当事業年度末 

（平成25年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  160,024  162,566

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 420  458

（うち新株予約権（百万円）） （ ） 420 （ ） 458

普通株式に係る期末の純資産額（百万

円） 
 159,604  162,107

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株） 
 268,767  268,812

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円）  7,718  9,476

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円）  7,718  9,476

期中平均株式数（千株）  268,756  268,791

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（千株）  364  434

（うち新株予約権（千株）） ( ) 364 ( ) 434

（重要な後発事象）
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【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

④【附属明細表】

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

日本ゼオン㈱  2,365,000  2,303

シチズンホールディングス㈱  3,053,700  1,508

日本電産㈱  163,500  920

ローム㈱                194,500  671

東邦瓦斯㈱  1,000,000  613

オリンパス㈱  244,000  539

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ  601,100  335

岡谷鋼機㈱               260,000  294

MS&ADインシュアランス グループ ホ

ールディングス㈱        
 131,700  272

シダックス㈱           500,000  246

オークマ㈱  320,000  222

シーケーディ㈱           353,800  214

その他株式（41銘柄）  3,339,090  1,961

計  12,526,390  10,103

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（投資事業有限責任組合等への出資）            

UTEC2号投資事業有限責任組合他３銘柄  187  182

計  187  182
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  （注）１．当期の増減の主なもの 

        *1． 金型の取得  5,466百万円 

        *2． 金型の廃却  2,274百万円 

        *3． 委託開発ソフトウエアの取得他  3,459百万円 

     ２．「当期減少額」欄の（）内は内数で、当期の減損損失計上額であります。 

  

 （注）１. 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替によるものであります。 

     ２. 製品保証引当金の当期減少額(その他)は、引当額の見直しによるものであります。 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 当期首残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産                                          

建物 

  

 
 

46,942  
 

2,441  

  (49) 

821
 

48,562  
 

28,892  
 

2,220
 

19,669

構築物 

  

 

  

2,810

  

    

  

70  

  (5)

38

  

2,842  

  

1,894  

  

136

  

948

機械及び装置 

  
 

  

21,136  

  

1,558  

 

1,038

 

21,656  

  

15,609  

  

2,003

 

6,046

車両運搬具 

  
 

 

291
  

18
 

13 297  

 

255  

 

25 42

工具、器具及び備品 

  
 

  
61,116 *1 

 
6,520 *2

  (0)
3,315

 
64,322  

  
58,160  

  
7,777

 
6,161

土地  

  
 

  
5,772

  
－ － 5,772 － 

 

－ 

   

5,772

建設仮勘定  21   1,965 1,953 32 － － 32

有形固定資産計   138,091
  
 
12,575

 
 
  (54)
7,180 143,486  104,812  12,163 38,673

無形固定資産                                          

特許権  14,924   8    14 14,918  13,618  759 1,300

ソフトウエア  28,047 *3 3,459   2,100 29,406  23,552  2,621 5,853

その他 

 

 
 

2,219   
 

1,984  
   

2,165

      

2,038  
 

879  
 

93
 

1,159

無形固定資産計  
 

 

 

45,191

 

 

 

5,452
 

4,281

    

46,362  38,049  3,474 8,313

長期前払費用  1,610   1,385   2 2,992  1,611  314 1,380

【引当金明細表】

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金  16,135  15,849  80  16,055  15,849

賞与引当金  4,620  4,257  4,620 －  4,257

役員賞与引当金  18  －  18 －  －

製品保証引当金  1,329  986  592  649  1,073
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① 資産 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

（２）【主な資産及び負債の内容】

内訳 金額（百万円） 

現金  7

預金の種類      

普通預金  2,790

当座預金   7,841

別段預金  4

小計  10,636

合計  10,643

相手先 金額（百万円） 

LENOVO COMPUTER  LIMITED  340

㈱ジェムス  316

ユアサ商事㈱  246

小川ミシン㈱  3

㈱ニッセン  3

その他  7

計  917

期日 金額（百万円） 

１ヶ月以内の期日のもの  396

２ヶ月以内   〃  453

３ヶ月以内   〃  67

計  917
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３）売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

４）たな卸資産 

  商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品 

相手先 金額（百万円） 

ブラザーインターナショナルコーポレーション(U.S.A.)  9,023

ブラザーインターナショナルヨーロッパ  7,104

ブラザーインターナショナル㈱  2,995

ブラザー販売㈱  2,712

兄弟機械(西安)有限公司   1,872

その他  8,206

計  31,915

  
当期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 平均滞留日数（日） 

  ａ ｂ ｃ ｄ 
ｃ 

───
ａ＋ｂ

× 100 期間日数365日×
(ａ＋ｄ) ÷２ 
─────── 

ｂ 

売掛金  27,442  314,391  309,917  31,915  90.6  34.4

事業分野 部門 
商品及び製品 
（百万円） 

仕掛品 
（百万円） 

原材料及び 
貯蔵品 

（百万円） 

プリンティング・アンド・ソリューションズ 

通信・プリン

ティング機器 
 58  384  1,138

電子文具  34  76  339

小計  93  461  1,477

パーソナル・アンド・ホーム 家庭用ミシン －  3  38

マシナリー・アンド・ソリューション 

工業用ミシン  361  301  771

産業機器  1,958  1,006  3,475

小計  2,319  1,307  4,246

ネットワーク・アンド・コンテンツ カラオケ機器  245  55  214

その他   －  －  21

計  2,659  1,828  5,998
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５）関係会社株式 

６）関係会社出資金 

７）破産更生債権等 

  

会社名 金額（百万円） 

ブラザーインターナショナルコーポレーション（U.S.A.）  27,585

㈱エクシング  19,066

㈱ニッセイ  15,689

ブラザーホールディング（ヨーロッパ）  13,963

ブラザー販売㈱  12,756

その他  21,371

計  110,432

会社名 金額（百万円） 

ブラザーインダストリーズ（ベトナム）  8,172

兄弟機械(西安)有限公司  4,026

兄弟(中国)商業有限公司  2,285

ブラザーインダストリーズサイゴン  2,277

珠海兄弟工業有限公司  1,467

濱江兄弟信息技術(杭州)有限公司  394

計  18,624

会社名 金額（百万円） 

ベレッツアクラブジャパン㈱  15,796

上野産業㈱  37

計  15,834
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② 負債 

１）支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

２）買掛金 

相手先別内訳 

３）短期借入金  

   

相手先 金額（百万円） 

㈱山善  119

山洋電気㈱  74

㈲エイヤ商会  32

㈱広瀬製作所   27

㈱中川製作所  22

その他  82

計  359

期日 金額（百万円） 

１ヶ月以内の期日のもの  156

２ヶ月以内   〃  98

３ヶ月以内   〃  104

計  359

相手先 金額（百万円） 

兄弟工業(深圳)有限公司  5,151

兄弟高科技(深圳)有限公司  4,752

ブラザーインダストリーズ（ベトナム）  3,613

珠海兄弟工業有限公司  1,950

ブラザーインダストリーズテクノロジー（マレーシア）  1,254

その他  5,507

計  22,229

相手先            金額（百万円） 

 ブラザーファイナンス（U.K.）  37,000

㈱三井住友銀行   770

㈱三菱東京UFJ銀行  630

計  38,400
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 該当事項はありません。 

（３）【その他】
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 （注）  当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を

請求する権利、募集株式又は募集新株予約権の割当を受ける権利、単元未満株式の買増しを請求する権利以外

の権利を有しておりません。 

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 

（特別口座）  

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 

（特別口座）  

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所             ―――――――――― 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告（http://www.brother.co.jp/investor/） 

但し、事故その他やむを得ない事由により電子公告によることができないとき

は、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

2013/06/25 18:24:5912878368_有価証券報告書_20130625182438

- 129 -



 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 
事業年度（第120期）（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）平成24年６月27日関東財務局長に提出 
  

(2）内部統制報告書及びその添付書類 
平成24年６月27日関東財務局長に提出 
    

(3）四半期報告書及び確認書 
（第121期第１四半期）（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日）平成24年８月９日関東財務局長に提出 
（第121期第２四半期）（自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30日）平成24年11月12日関東財務局長に提出 
（第121期第３四半期）（自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日）平成25年２月13日関東財務局長に提出 

   
(4）訂正発行登録書 
  平成24年８月９日関東財務局長に提出 
  平成24年11月12日関東財務局長に提出 
  平成25年１月28日関東財務局長に提出 
  平成25年２月13日関東財務局長に提出 
  
(5）臨時報告書 
  平成24年６月27日関東財務局長に提出 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会の
議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成25年１月28日関東財務局長に提出 
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異
動）の規定に基づく臨時報告書であります。  

平成25年６月26日関東財務局長に提出 
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会の
議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書であります。  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているブラザー工業株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ブラ

ザー工業株式会社及び連結子会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

    平成２５年６月２５日 

ブラザー工業株式会社     

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 渋  谷  英  司  ㊞ 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 後  藤  隆  行  ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ブラザー工業株式会社の平

成２５年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。 

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、ブラザー工業株式会社が平成２５年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 ※１．上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているブラザー工業株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第１２１期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査

を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ブラザー

工業株式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

独立監査人の監査報告書 

    平成２５年６月２５日 

ブラザー工業株式会社     

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 渋  谷  英  司  ㊞ 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 後  藤  隆  行  ㊞ 

 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 

 ２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年６月26日 

【会社名】 ブラザー工業株式会社 

【英訳名】 BROTHER INDUSTRIES, LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  小 池 利 和 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 愛知県名古屋市瑞穂区苗代町15番1号 

【縦覧に供する場所】 ブラザー工業株式会社 東京支社 

（東京都中央区京橋三丁目３番８号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号） 
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当社代表取締役社長 小池 利和は、当社及び連結子会社（以下、「当社グループ」という。）の財務報告に係る

内部統制を整備及び運用する責任を有しております。当社グループの内部統制は、企業会計審議会より公表された

「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準」及び「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基

準」（以下、「内部統制の基準・実施基準」という。）に準拠して整備及び運用をしております。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

あります。 

  

（１）評価の基準日と準拠した基準 

当社グループは、連結会計年度末日である平成25年３月31日を基準日として、財務報告に係る内部統制の評価を行

いました。財務報告に係る内部統制の評価をするにあたり、わが国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠しました。 

  

（２）評価の手続 

当社グループは、全社的な内部統制、IT全般統制、及び決算財務報告プロセスのうち、全社的な観点での評価が必

要と考えられる内容に関しては、内部統制の基準・実施基準に示された内部統制の基本的要素の整備及び運用状況を

評価しました。 

業務プロセス統制に係る内部統制の評価手続は、財務報告の虚偽記載リスクを低減するために、取引の網羅性の確

保、重複計上や漏れの防止、計上金額、期間帰属、勘定科目の正確性の観点から統制上の要点を識別し、その有効性

を評価しました。 

内部統制の整備及び運用の評価に際しては、まず、各事業拠点が自己点検を実施し、その結果に対し内部監査部門

が独立的評価を実施しました。 

  

（３）評価の範囲 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点

から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮し

て決定しており、僅少な事業拠点を除くすべての事業拠点を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏ま

え、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の売上高（連結会社間取引消去後）の金額が高い

拠点から合算していき、連結売上高の概ね２／３に達するまでの事業拠点を「重要な事業拠点」としました。選定し

た重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及びたな卸資産に至る

業務プロセスを評価の対象としました。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含

めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスや

リスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業

務プロセスとして評価対象に追加しております。  

  

 上記の評価手続を実施した結果、平成25年３月31日現在の当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であると

判断いたしました。  

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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